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 第１章 計画策定にあたって 
本区は令和２年３月に｢未来を支える 江戸川こどもプラン(令和２～６年度)｣を策定し、

すべての子どもが健やかに成長でき、子どもの最善の利益が実現されるまちとなるための

取り組みを進めてきました。その計画が令和６年度で終了となるため、引き続き本区の子

どもに関する取り組みを総合的に推進するための計画として、この｢未来を支える 江戸川

こどもプラン～江戸川区こども計画～(令和７～11 年度)｣(以下「本計画))を策定します。 

第１節 計画策定の背景 

１ 少子化の進行に伴う本格的子育て支援の始まり 

平成 15 年７月、次世代を担う子どもを育成する家庭を社会全体

で支援する観点から「少子化社会対策基本法」と「次世代育成支援

対策推進法」1が制定され、子どもたちの育成を社会全体で支援する

新たな取り組みが示されました。 

江戸川区においては、「次世代育成支援対策推進法」に基づき、

平成 17 年度に「江戸川区次世代育成支援行動計画」を策定し、「子

どもを共に育て 子どもと共に育つまち えどがわ」の基本理念の

もと、次世代を担う子どもたちが豊かに育つまちづくりを推進しま

した。 

２ 「子ども・子育て支援新制度」と「江戸川区子ども・子育て支援事業計画」 

平成 24 年８月、待機児童の解消や幼児教育・保育の充実を主な

目的として、就学前の子どもの教育・保育及び地域子育て支援に係

る新たな制度を実施するため、「子ども・子育て支援法」を核とし

た「子ども・子育て関連３法」が制定されました。この関連３法に

基づき、幼児期の学校教育・保育や、地域の子ども・子育て支援を

総合的に推進していく「子ども・子育て支援新制度」が平成 27 年

度から施行されました。 

江戸川区においては、平成 27 年３月、５年間を計画期間とする

「江戸川区子ども･子育て支援事業計画」を策定し、「江戸川区次世

代育成支援行動計画」に掲げた基本理念｢子どもを共に育て 子ども

と共に育つまち えどがわ｣を継承しつつ、子ども･子育て支援の量･

質の充実及び安心して子どもを産み育てる環境や、すべての子ども

が健やかに成長できる社会の実現に向けて取り組みを進めました。 

 
1 次世代育成支援対策推進法：当初は 10 年間の時限立法。令和７年３月までの期限に一旦延長された後、令和

６年５月に育児・介護休業法とともに改正され、令和 17 年 3 月 31 日までに再延長された。 

平成元年 

全国の合計特

殊出生率

1.57 に 

平成 17 年 

江戸川区 

次世代育成 

支援行動計画 

平成 24 年 

子ども・子育

て関連３法 

平成 27 年 

江戸川区子ど

も・子育て支

援事業計画 



 

2 

３ 子どもや若者を取り巻く動向 

子ども・若者の支援を充実させるため、国・社会における動向に

も様々な変化があります。 

平成 22 年４月、子ども・若者育成支援施策の総合的な推進等を

目的とした「子ども・若者育成支援推進法」が施行され、全てのこ

ども・若者が自らの居場所を得て成長・活躍できる社会の実現を目

指す取り組みが進められることになりました。 

子どもの貧困対策については、平成 26 年１月に「子どもの貧困

対策の推進に関する法律」（以下「子どもの貧困対策法」）が施行さ

れ、同年８月に「子供の貧困対策に関する大綱」が策定されました。

子どもの貧困対策法は、令和元年９月の「子どもの貧困対策の推進

に関する法律の一部を改正する法律」施行による、区市町村計画策

定の努力義務化を経て、令和６年６月に「こどもの貧困の解消に向

けた対策の推進に関する法律」と改められています。 

障害のある子どもへの対応については、平成 28 年６月に「障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者

総合支援法）及び児童福祉法の一部を改正する法律」が公布され、

医療的ケア児支援や障害児福祉計画が法定化されました。障害児福

祉計画の基本指針では、障害児の利用ニーズについての把握や提供

体制の整備等の必要性があげられています。 

児童虐待については、平成 12 年、「児童虐待の防止等に関する法

律」が制定され、平成 23 年５月の民法・児童福祉法等の改正後、

平成 28 年６月の児童福祉法改正等で社会的養育・児童虐待防止対

策に係る強化が図られるとともに、政令で定める特別区が児童相談

所を設置できるものとされました。江戸川区では令和２年４月、江

戸川区児童相談所「はあとポート」を開設しています。 

待機児童対策では、平成 29 年成立の「子育て安心プラン」が令

和２年 12 月には「新子育て安心プラン」となり、様々な待機児童

解消への取組強化策が打ち出されています。 

全ての子どもが権利の主体であり、その権利が大切に守られるこ

とを地域の共通理解とするため、江戸川区は令和３年７月に「江戸

川区子どもの権利条例」を施行しました。条例では、児童の権利に

関する条約を基に、子どもの最善の利益の実現ができるまちづくり

を進めるなどの区の考えを示しています。 

 
  

平成 22 年 

子ども・若者

育成支援推進

法 

平成 26 年 

子どもの貧困

対策の推進に

関する法律 

平成 28 年 

改正障害者総

合支援法・改

正児童福祉法 

平成 12 年 

児童虐待の防

止等に関する

法律 

令和２年 

江戸川区児童

相談所「はあ

とポート」 

令和２年 

新子育て安心

プラン 

令和３年 

江戸川区 

子どもの権利

条約 
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４ 深刻な少子化の進行 

我が国では、少子化の進行に歯止めがかからない状態が続いてい

ます。少子化の進行は、経済の成長力を低下させ、生活水準の改善

を妨げになるなど、将来的な年金・医療など社会保障制度の安定性・

持続性も大きく揺るがしてしまう深刻な問題です。 

令和６年６月の厚生労働省の発表によると、令和５年の全国の出

生数は 72.7 万人と前年より 4.3 万人減少し、過去最低水準を更新

しました。また、合計特殊出生率は、1.20 と令和４年の 1.26 から

さらに低下しました。昭和 22（1947）年に統計を取り始めて以降最

低水準であり、前年を下回るのはこれで８年連続となります。東京

都の合計特殊出生率は 0.99 と、ついに 1を下回りました。 

令和６年６月５日、少子化対策関連法案が成立しています。同法

では、児童手当の支給対象を高校生年代まで延長することと所得制

限の撤廃、第３子以降の支給額の倍増、親の就労に関係なく子ども

を預けられる「こども誰でも通園制度」を令和８年４月から全国で

開始することなどが定められています。 

 

５ こども施策の新たな推進 

国は令和５年４月にこども家庭庁を創設、子ども施策を社会全体

で総合的かつ強力に推進していくための包括的な基本法として「こ

ども基本法」を令和５年４月に施行しました。日本国憲法及び児童

の権利に関する条約の精神にのっとり、全ての子どもが、将来にわ

たって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指し、子ども

政策を総合的に推進することを目的としています。同法は、子ども

施策の基本理念、こども大綱の策定や子ども等の意見の反映などに

ついて定めています。 

令和５年 12 月には「少子化社会対策基本法」、「子ども・若者育

成支援推進法」、「子どもの貧困対策法」に基づく各“大綱”を一元

化した「こども大綱」を閣議決定しました。 

令和６年４月には「改正児童福祉法」が施行され、全ての妊産婦、

子育て世帯、こどもへ一体的に相談支援を行う機能を有する機関

（こども家庭センター）の設置に努めることとされました。 

  

令和５年 

出生数が過去

最低に 

令和５年 

東京都の合計

特殊出生率は

0.99 

令和５年４月 

こども家庭庁 

こども基本法 

令和５年 

12 月 

こども大綱 

令和６年 

少子化対策関

連法案が成立 

令和６年 

４月 

改正 

児童福祉法 
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令和６年５月には、こども家庭庁が各省庁と連携して進める子ど

も政策の全体像及びアクションプランとなる「こどもまんなか実行

計画 2024」が決定しました。 

放課後児童対策では、全ての子どもが放課後を安全・安心に過ご

し、多様な体験・活動を行うことができる場所の拡充を目的に、「新・

放課後子ども総合プラン」（平成 30 年９月通知）による取り組みが

進められてきましたが、「新・放課後子ども総合プラン」が令和６

年度末に終了することから、「令和６年度以降の放課後児童対策に

ついて」（令和６年３月 29 日通知）により、継続的な取り組みを推

進していくとしています。 

  

令和６年５月 

こどもまんな

か実行計画

2024 

令和６年度 

～ 

放課後児童 

対策 
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６ こども基本法の概要 

令和５年４月１日に施行された「こども基本法」の目的及び基本理念の概要は以下

のとおりです。 

 
日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり、次代

の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、

自立した個人としてひとしく健やかに成長することができ、こども

の心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、その権利の擁護

が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実

現を目指して、こども施策を総合的に推進する。 

 
 

①全てのこどもについて、個人として尊重されること・基本的人権

が保障されること・差別的取扱いを受けることがないようにする

こと 

 

②全てのこどもについて、適切に養育されること・生活を保障され

ること・愛され保護されること等の福祉に係る権利が等しく保障

されるとともに、教育基本法の精神にのっとり教育を受ける機会

が等しく与えられること 

 

③全てのこどもについて、年齢及び発達の程度に応じ、自己に直接

関係する全ての事項に関して意見を表明する機会・多様な社会的

活動に参画する機会が確保されること 

 

④全てのこどもについて、年齢及び発達の程度に応じ、意見の尊重、

最善の利益が優先して考慮されること 

 

⑤こどもの養育は家庭を基本として行われ、父母その他の保護者が

第一義的責任を有するとの認識の下、十分な養育の支援・家庭で

の養育が困難なこどもの養育環境の確保 

 

⑥家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環

境の整備 

 
  

基本理念 

目 的 
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７ こども大綱における基本的な方針 

「こども大綱」では、日本国憲法、こども基本法及び子どもの権利条約の精神にの

っとり、以下の６本の柱を基本的な方針としています。 

 

①こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個性

を尊重し、権利を保障し、こども・若者の今とこれからの最善の

利益を図る 

 

②こどもや若者、子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、

対話しながら、ともに進めていく 

 

③こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じて切れ目な

く対応し、十分に支援する 

 

④良好な成育環境を確保し、貧困と格差の解消を図り、全てのこど

も・若者が幸せな状態で成長できるようにする 

 

⑤若い世代の生活の基盤の安定を図るとともに、多様な価値観・考

え方を大前提として若い世代の視点に立って結婚、子育てに関す

る希望の形成と実現を阻む隘路（あいろ）の打破に取り組む 

 

⑥施策の総合性を確保するとともに、関係省庁、地方公共団体、民

間団体等との連携を重視する 

 

  

こども施策

に関する基

本的な方針 
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８ こども大綱におけるこども施策に関する重要事項 

「こども大綱」では、「こどもまんなか社会」を実現するための重要事項を以下の

ように示しています。 

 

○こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有等 

○多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり 

○こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供 

○こどもの貧困の解消に向けた対策 

○障害児支援・医療的ケア児等への支援 

○児童虐待防止対策と社会的養護の推進及びヤングケアラーへの

支援 

○こども・若者の自殺対策、犯罪などからこども・若者を守る取組 

 

 

○こどもの誕生前から幼児期まで 

妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目ない保健／医療の確保／

こどもの誕生前から幼児期までのこどもの成長の保障と遊びの充実 

○学童期・思春期 

こどもが安心して過ごし学ぶことのできる質の高い公教育の再生等／

居場所づくり／小児医療体制、心身の健康等についての情報提供やここ

ろのケアの充実／成年年齢を迎える前に必要となる知識に関する情報

提供や教育／いじめ防止／不登校のこどもへの支援／校則の見直し／

体罰や不適切な指導の防止／高校中退の予防、高校中退後の支援 

○青年期 

高等教育の修学支援、高等教育の充実／就労支援、雇用と経済的基盤の

安定／結婚を希望する方への支援、結婚に伴う新生活への支援／悩みや

不安を抱える若者やその家族に対する相談体制の充実 

 

 

○子育てや教育に関する経済的負担の軽減 

○地域子育て支援、家庭教育支援 

○共働き・共育ての推進、男性の家事・子育てへの主体的な参画促

進・拡大 

○ひとり親家庭への支援 

 

 

  

２ 

ライフステ

ージ別の重

要事項 

１ 

ライフステ

ージを通し

た重要事項 

３ 
子育て当事者

への支援に関

する重要事項 
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第２節 計画の位置づけ 

本計画は、こども大綱等を勘案するとともに、江戸川区における以下の計画・取り

組みを包含するものとします。 

○子ども・子育て支援事業計画（第３期「市町村子ども・子育て支援事業計画」） 

○次世代育成支援計画 

○ひとり親支援計画 

○こどもの貧困の解消に向けた対策 

○放課後児童対策 

○子ども・若者計画 

○江戸川区子どもの権利条例に基づく推進計画 

 

江戸川区の長期構想「2100 年の江戸川区(共生社会ビジョン)」、中期計画にあたる

「2030 年の江戸川区（SDGs ビジョン）」及び「江戸川区子どもの権利条例」の考え方

と方向性を共にし、国・東京都が策定した関連の計画や、区の各種計画等との整合を

図り策定しています。 

 
 

 

 

・子ども・子育て支援事業計画（法定計画）

・次世代育成支援行動計画

・ひとり親支援計画

・こどもの貧困の解消に向けた対策

・放課後児童対策

・子ども・若者計画

包含ないし一体的策定

未来を支える

江戸川こどもプラン

長期構想

2100年の江戸川区（共生社会ビジョン）

整合

【東京都】
・東京都子供・子育て
支援総合計画

・関連計画整合・
勘案

江戸川区の分野別計画

【国】
・こども基本法
・こども大綱
・こどもまんなか実行計画

整合・
勘案

整合

子ども・子育て支援法
第61条第１項根拠

根拠

江戸川区子どもの権利条例

中期計画

2030年の江戸川区（SDGsビジョン）
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第３節 計画の期間 

本計画の期間は、令和７年度から令和 11年度までの５年間とします。計画最終年

度には、それまでの成果と課題などを踏まえた見直しを行い、新たに次期５年間の

計画を策定します。 

 

   

 
 
 
 
 
  

令和

２年度
令和

６年度
令和

７年度
令和

８年度
令和

９年度
令和

10年度
令和

11年度

(本計画）

未来を支える 江戸川こどもプラン
（令和７年度～令和11年度）

（前計画）（令和２～６年度）

見直し 見直し

～
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第４節 計画の策定体制 

１ 区民基礎調査の実施 

本計画において推進する施策の検討にあたり、様々な世代の区民の子育てや少子

化に関する意識等を把握するため「未来を担う子どものための区民基礎調査」を実

施しました。 

○調査対象者：江戸川区在住の「就学前の子どもの保護者」「就学後の子どもの保 

護者」「18 歳未満の子ども」「若者世代」「中高年世代」 

○調査期間：令和５年 11 月 20 日～12 月６日 
※結果の概要は第２章第４節に掲載しています。 

 

２ 子どもに関わる団体への意見聴取 

子どもや子育て家庭と直接的な接点のある支援団体に対し、活動の中で感じてい

る子どもや子育て家庭の課題、支援のあり方などについてのアンケート調査を行い

ました。 

○実施時期：令和６年８月５日～９月 1日 
※結果の概要は第２章第５節に掲載しています。 

 

３ こどもプラン概要版についての子どもの意見聴取 

本計画の子ども版の概要版を公開し、これから江戸川区が子ども・若者への取り組

みを進めるために大事だと思うことや必要だと思うこと、周りの大人や区への要望

などを聞くために実施しました。 

○実施時期：令和６年９月 17 日～10 月 19 日 
※結果の概要は第２章第６節に掲載しています。 

 

４ 声が聴かれにくい子ども・若者の意見聴取 

声が聴かれにくい子ども・若者に対し、支援者の協力を得ながらヒアリングを実施

し、現在抱えている課題や解決のために望むことなどを聞くために実施しました。 

○実施時期：令和６年９月～10 月 
※結果の概要は第２章第７節に掲載しています。 
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５ 江戸川区子ども・子育て応援会議 

本計画策定にあたっては、学識経験者、保育・教育に関する事業従事者、子どもの

保護者、関係行政機関、公募区民、区議会議員等により構成される「江戸川区子ど

も・子育て応援会議」で意見聴取を行いました。 

 

６ パブリック・コメントの実施 

区の公式サイト等における意見募集（パブリック・コメント）を行い、区民や関係

団体等の意見を踏まえて計画策定を行いました。 

○実施時期：令和７年２月１日～３月２日 
※いただいたご意見及び区の考え方は区ホームページに掲載しています。 
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第２章 江戸川区の子どもと家庭を取り巻く状況 

第１節 人口・世帯・人口動態・保護者の就労等 

１ 人口、世帯 

（１）年齢３区分別人口 

平成 27 年から令和６年にかけて、総人口は 8,105 人増加（101.2％）しています。

生産年齢人口（15～64 歳）は 15,134 人増加（103.4％）、老年人口（65 歳以上）は

6,175 人増加（104.4％）となっているのに対し、年少人口（０～14歳）は 13,204 人

減少（85.8％）となっており、少子化が進行しています。 

▼ 年齢３区分別人口の推移 

 
資料：住民基本台帳（各年 10 月１日現在） 
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（２）世帯数と 1世帯当たり人員 

世帯数は平成 30年から令和３年まで増加し、令和４年には減少しましたが令和５

年には再び増加に転じています。１世帯あたりの人員は平成 30 年の 2.06 から令和

６年の 1.95 まで継続的に減少しています。 

▼ 世帯数と平均世帯人員の推移 

 
資料：令和 5 年版統計江戸川（住民基本台帳各年 1 月 1日） 

資料：令和 6 年は町丁目別世帯と人口・年齢別人口報告（2023 年度１月１日） 

 

（３）18歳未満の世帯員のいる世帯数（江東 5区比較） 

18 歳未満の世帯員のいる世帯の数は、江東 5区の中で江戸川区が最も多く 64,756

世帯となっています。 

▼ 18 歳未満の世帯員のいる世帯数 

 

資料：東京都の統計（令和２年国勢調査 東京都区市町村町丁別報告） 

338,263 342,016 345,833 346,934 345,803 348,547 353,487

2.06 2.04 2.02 2.01 1.99 1.97 1.95

0.00人

0.50人

1.00人

1.50人

2.00人

2.50人

0人

100,000人

200,000人

300,000人

400,000人

500,000人

平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

世帯数 1世帯当たり人員

26,484

10,037
22,306 22,449

16,052

37,789

11,412

28,611 33,488

22,238

16,682

4,600

10,542
14,751

9,502

64,756

21,406

50,165

56,333

38,335

0世帯

20,000世帯

40,000世帯

60,000世帯

80,000世帯

江戸川区 墨田区 江東区 足立区 葛飾区

6歳未満の世帯員のいる一般世帯数 6～14歳の世帯員のいる一般世帯数

15～17歳の世帯員のいる一般世帯数 18歳未満の世帯員のいる一般世帯数
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（４）18歳未満の世帯人員に占める割合（江東 5区比較） 

18 歳未満の世帯人員に占める割合をみると、６歳未満の世帯人員の割合は足立区

に次いで低くなっています。６～14 歳の世帯員及び 15～17 歳の世帯員の割合は足立

区に次いで高くなっています。 

▼ 18 歳未満の世帯人員に占める割合 

 6 歳未満世帯人員 6～14 歳世帯人員 15～17 歳世帯人員 

江戸川区 32.1% 50.7% 17.3% 

墨田区 37.8% 47.2% 15.0% 

江東区 35.7% 49.8% 14.5% 

足立区 31.1% 51.4% 17.4% 

葛飾区 32.8% 50.6% 16.6% 

資料：東京都の統計（令和２年国勢調査 東京都区市町村町丁別報告） 

 

（５）区内 12地区別・18 歳未満の世帯員のいる世帯数と割合 

区内 12 地区別に 18 歳未満の世帯員のいる世帯のうち６歳未満、６～14 歳、15～

17 歳の世帯員のいる世帯数をみると、６歳未満の世帯員のいる世帯の割合が 43％を

超えている（区全体は 40.9％）のは葛西駅圏内、平井駅圏内、京成小岩駅・江戸川

駅圏内となっています。 

 
資料：東京都の統計（令和２年国勢調査 東京都区市町村町丁別報告） 

  

26,484

1,062

2,995

2,006

2,438

2,173

3,943

3,076

1,405

2,990

2,441

1,485

470

37,789

1,413

4,362

2,876

3,662

3,039

4,635

4,738

2,170

4,160

3,795

1,990

949

16,682

628

2,079

1,294

1,800

1,350

1,958

1,726

966

1,851

1,786

767

477

0% 20% 40% 60% 80% 100%

江戸川区全体

京成小岩駅・江戸川駅圏内

小岩駅圏内

篠崎駅圏内

瑞江駅圏内

一之江駅圏内

葛西駅圏内

西葛西駅圏内

葛西臨海公園駅圏内

船堀駅圏内

新小岩駅圏内

平井駅圏内

東大島駅圏内

6歳未満の世帯員のいる一般世帯 6～14歳の世帯員のいる一般世帯 15～17歳の世帯員のいる一般世帯

（人）
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２ 出生・出産 

（１）出生数・合計特殊出生率 

出生数は、平成 29 年から令和５年まで継続的に減少しています。平成 29 年から

平成 30 年は 36 人の減少だったものが、平成 30年から令和元年は 368 人と大きく減

少し、その後も同様の減少が続いています。 

合計特殊出生率は平成30年の 1.39 から令和５年の 1.07 まで継続的に下降してい

ます。 

▼ 出生数・合計特殊出生率の推移 

 
資料：東京都統計（人口動態統計） 

（２）合計特殊出生率（国・東京都・江東 5区比較） 

国も東京都も合計特殊出生率の減少が続いています。江戸川区では平成 25 年の

1.45 から平成 26 年に一旦減少し、平成 27 年は上昇に転じましたが、平成 28 年の

1.43 を境に以降は継続的な減少となっています。この傾向は他区でもほぼ同様です。 

▼ 合計特殊出生率の推移（国・東京都・江東 5 区比較） 

 
資料：東京都統計（人口動態統計） 

5,646 5,610 5,242 4,984 4,683 4,426 4,110

1.38 1.39 
1.32 

1.27 
1.20 

1.15 

1.07

0.50

0.70

0.90

1.10

1.30

0人

2,000人

4,000人

6,000人

8,000人

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

出生数 合計特殊出生率

1.45 

1.39 

1.42 
1.43 

1.38 

1.39 

1.32 1.27 

1.20 

1.15 

1.07 

0.90

1.10

1.30

1.50

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

江戸川区 墨田区 江東区 足立区 葛飾区 東京都 国
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（３）母の年齢階級別出生数（江東５区比較） 

令和５年の母の年齢階級別出生数は 30～34 歳での出生数が最も多くなっていま

す。この傾向は江東５区のすべてにおいてみられますが、江戸川区における 30～34

歳での出生数は江東５区で最も多くなっています。 

▼ 母の年齢階級別出生数（令和 5 年） 

 
資料：東京都統計（令和 5 年人口動態統計） 

  

15歳未満 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50歳以上

江戸川区 0 21 238 997 1,524 1,015 310 5 0

墨田区 0 5 48 432 877 572 174 11 4

江東区 0 8 60 610 1,436 1,143 309 12 4

足立区 0 19 240 926 1,374 939 253 10 0

葛飾区 0 18 119 620 977 687 182 10 0

0人

500人

1,000人

1,500人

2,000人
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３ 人口動態、有配偶者、女性の就労、その他 

（１）社会増減人口 

社会増減人口は、平成 30 年、令和元年は転入超過でしたが、令和２年、令和３年

は転出超過で社会増減はマイナスとなっています。令和４年、令和５年は再び転入

超過となっています。 

▼ 社会増減人口の推移 

 
資料：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査(各年 1月 1 日～12 月 31 日) 

 

（２）５歳階級別転入・転出数 

令和５年の転入数・転出数はともに 25～29 歳が最も多く、次いで 20～24 歳、30

～34 歳、35～39 歳が多くなっています。結婚・出産を迎える世代や子育て世代が多

い年齢層が、社会移動の中心となっています。 

▼ 5 歳階級別転入・転出数（令和５年） 

 
資料：住民基本台帳人口移動報告 令和 5年 年報 

  

43,253 43,985
38,346 36,187

41,288 44,056

-39,688 -40,354 -39,868 -40,215 -39,839 -39,032

3,565 3,631
-1,522 -4,028

1,449
5,024

-50,000

-30,000

-10,000

10,000

30,000

50,000

平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

転入 転出 社会増減人口

0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上

転入 1,543 714 464 1,476 8,000 8,814 5,293 3,051 1,919 1,416 1,288 822 513 1,467

転出 1,835 946 506 1,074 5,934 8,292 5,206 3,213 2,056 1,522 1,482 1,118 753 1,882

0人

5,000人

10,000人
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（３）有配偶率 

20 歳から 34 歳までの年齢層で有配偶率の推移をみると、男女ともに下降の傾向と

なっています。 

▼ 性別・有配偶率の推移 

 

 

 
資料：平成 22・27 年、令和 2 年国勢調査 

  

15歳～

19歳

20歳～

24歳

25歳～

29歳

30歳～
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64歳

65歳～

69歳

70歳～

74歳

75歳～

79歳

80歳～

84歳

85歳以

上

平成22年 0.4% 5.3% 24.1% 47.2% 56.5% 61.9% 65.0% 67.4% 67.0% 69.8% 73.9% 77.1% 77.9% 73.8% 60.3%

平成27年 0.3% 4.1% 22.9% 47.2% 57.5% 60.8% 62.4% 64.3% 67.1% 66.5% 69.2% 73.6% 76.7% 75.9% 62.6%

令和2年 0.3% 3.1% 19.8% 44.9% 57.8% 61.3% 61.0% 61.5% 63.1% 64.7% 64.7% 68.3% 72.5% 73.9% 63.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

男性 有配偶率

平成22年 平成27年 令和2年
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上

平成22年 0.7% 10.0% 37.1% 60.5% 68.5% 70.9% 70.4% 72.0% 71.8% 70.0% 66.6% 57.6% 44.4% 28.3% 10.1%

平成27年 0.6% 7.1% 34.6% 61.3% 69.9% 71.9% 71.5% 70.8% 71.2% 70.0% 66.9% 61.0% 49.3% 33.6% 13.0%

令和2年 0.3% 5.4% 30.1% 58.1% 68.9% 70.9% 69.4% 68.1% 67.7% 67.4% 65.0% 60.6% 51.2% 36.2% 15.4%
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60.0%

80.0%

女性 有配偶率
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（４）女性有配偶者の５歳階級別労働力状態 

配偶者のいる女性の労働力状態で、「（就業者）主に仕事」と「（就業者）家事のほ

か仕事」を加えた就業者の割合は、25～29 歳で 14.3％、30～34 歳で 13.6％、35～

39 歳で 14.9％、40～44 歳で 16.9％となっています。 

「（就業者）主に仕事」と「（就業者）家事のほか仕事」の割合が 30 歳代前半で一

旦低くなるのは、母の年齢階級別出生数が 30～34 歳で最も多くなっていたこととも

合致していると考えられます。 

▼ 女性有配偶者の５歳階級別労働力状態 

   
資料：令和 2 年国勢調査 
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（５）女性の就労状況 

女性の就労状況では、働く女性の割合が 30 歳代で一旦低くなる「Ｍ字曲線」がみ

られます。20 歳代から 30 歳代前半をみると働いている女性の増加がありますが、子

育て期と考えられる 30歳代で仕事を離れる傾向は続いていることがわかります。 

▼ 女性の労働力率の推移 

 
資料：平成 22・27 年、令和２年国勢調査 

 

（６）18歳未満の障害者手帳所持者 

18 歳未満の障害者手帳の所持者数の推移では、愛の手帳（知的障害者）及び精神

障害者保健福祉手帳は継続的に増加の傾向にあり、身体障害者手帳は令和元年度か

ら４年度にかけては減少が続き、令和５年度には増加しています。 

▼ 18 歳未満の障害者手帳所持者数（３障害）の推移 

  
資料：江戸川区（各年度末） 
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（７）生活保護世帯に属する子どもの進学率 

生活保護世帯に属する子どもの進学率では、令和３年度時点で、高等学校等進学

率、大学等進学率は全国より高く、高等学校等中退率は全国より低くなっています。 

▼ 生活保護世帯に属する子どもの進学率等 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 全国 

高等学校等進学率 94.9％ 96.6％ 94.8％ 92.8％ 96.3％ 93.8％ 

高等学校等中退率 3.0％ 2.5％ 1.4％ 2.7％ 3.5％ 3.3％ 

大学等進学率 39.0％ 45.2％ 46.8％ 54.5％ 47.3％ 42.4％ 

※各年度末、全国は厚生労働省社会・援護局保護課調べ（令和４年４月１日現在） 
 

（８）就学援助者の認定率 

公立小中学校の児童生徒数に対する就学援助費の認定数の推移では、小学校、中学

校ともに減少傾向が続いています。 

▼ 就学援助者の認定率 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

小学校 18.8％ 18.7％ 17.3％ 16.7％ 16.1％ 

中学校 25.6％ 24.3％ 23.4％ 22.0％ 20.5％ 

※分母：公立小中学校生徒数 分子：認定者の数 
 

（９）家庭保育の状況 

０歳・１歳・２歳の家庭保育率（子どもを預けず、家庭で保育を行っている割合）

の推移では、各年齢とも減少の傾向にありますが、令和２年度と令和６年度を比較

した場合、０歳が 3.1 ポイントの減少であるのに対し、１歳では 14.0 ポイント、２

歳では 13.9 ポイントの減少となり、１歳、２歳での減少幅が大きくなっています。 

▼ ０歳～２歳の家庭保育率の推移 

 
資料：江戸川区（各年度とも年度当初・外国人含む） 
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第２節 教育・保育施設等の状況 

第２期計画期間中（令和２～６年度）の教育・保育施設等の状況は次のとおりです。 

 

１ 保育ママ 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

保育ママ数（人） 154 141 135 126 119 

受託児数（人） 66 48 57 51 60 

※各年４月１日現在 

 

２ 認可保育園 

区立保育園 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

園数 33 33 33 33 33 

定員（人） 3,627 3,627 3,647 3,647 3,647 

※各年４月１日現在 

私立保育園 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

園数 99 104 112 114 115 

定員（人） 10,027 10,329 11,050 11,075 11,089 

※各年４月１日現在 

 

３ 認定こども園 

1 号認定 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

園数 3 3 4 6 9 

定員（人） 321 321 431 727 1,099 

※各年４月１日現在 

２・３号認定 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

園数 3 3 4 6 9 

定員（人） 280 280 330 545 817 

※各年４月１日現在 
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４ 地域型保育事業 

小規模保育事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

園数 14 14 14 15 15 

定員（人） 251 251 251 270 270 

※各年４月１日現在 

事業所内保育事業（地域枠） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

園数 3 3 3 3 3 

定員（人） 38 38 38 38 38 

※各年４月１日現在 

 

５ 認証保育所（Ａ型・Ｂ型合計） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

園数 16 15 15 13 12 

定員（人） 438 426 486 428 391 

※各年４月１日現在 

 

６ 区立幼稚園 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

園数 1 1 1 1 1 

在籍（4-5 歳）

（人） 
138 89 77 55 47 

※各年５月１日現在 

 

７ 私立幼稚園 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

園数 37 37 37 36 36 

定員（満 3-5 歳）

（人） 
9,359 9,359 9,359 8,989 8,884 

※各年５月１日現在 

※幼稚園型認定こども園との重複含む 
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第３節 地域子ども・子育て支援事業の状況 

地域子ども・子育て支援事業の第二期計画値に対する実績は次のとおりです。 

 

１ 利用者支援事業 

子育てや教育・保育の利用に必要な情報の提供、助言などの支援を行う事業。 

特定型（共育プラザの子育てひろば及び船堀子育てひろば） 

 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画 か所 7 7 7 7 7 

実績 か所 7 7 7 7 7 

 

母子保健型 

 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画 か所 8 8 8 8 8 

実績 か所 8 8 8 8 8 

 

２ 延長保育事業 

保育利用者を対象に、通常の保育時間を超えた預かり保育を行う事業。 

 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計
画 

人 2,688 2,663 2,633 2,611 2,598 

実
績 

人 2,165 2,188 2,740 2,451  

※人(延利用数/月) 
※実績値は認可保育園・地域型保育事業のみ 

 

３ 地域子育て支援拠点事業（子育てひろば事業） 

身近な場所で、乳幼児のいる親子の交流や育児相談、情報提供等を行う事業。 

 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画 
か所 20 20 20 20 20 

人回／年 293,975 293,478 288,533 284,877 280,675 

実績 
か所 20 20 20 20 20 

人回／年 154,076 174,991 202,021 245,485  

 
  



 

25 

４ 一時預かり事業（認可保育園等） 

教育時間外の預かり保育を一定以上実施する幼稚園型と保育園その他の場所にお

いて不定期に一時的に預かる事業。 

幼稚園型 

 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画 人 179,383 183,868 188,464 193,176 198,005 

実績 人 105,459 162,119 183,931 180,456  

※人(延利用数) 

 

幼稚園型を除く 

 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画 人 12,911 12,730 12,561 12,424 12,327 

認可保育園等 

実績 人 870 882 1,592 2,832  

ファミリー・サポート・センター（就学前） 

実績 人 2,593 2,438 1,624 1,129  

※人（延利用者数） 

 

５ ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 

預かり等の援助について利用会員と協力会員の相互援助活動を調整する事業。 

 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画 

就学前児童 

人 
7,300 7,198 7,102 7,025 6,970 

就学後児童 

人 
3,249 3,237 3,233 3,215 3,175 

実績 

就学前児童 

人 
2,593 2,438 1,624 1,129  

就学後児童 

人 
953 330 330 305  

※人(延利用数) 

※送迎のみの利用数は含まない。 

 

６ 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

養育を受けることが一時的に困難となった児童に対し宿泊を伴う保育を行う事業。 

 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画 
か所 2 2 2 2 2 

人 429 429 429 429 429 

実績 
か所 2 3 3 3  

人 383 369 553 1134  

※人(延利用数) 
※平成 30 年度から協力家庭での預かりを開始。 
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７ 病児保育事業 

病気の治療・回復期の子どもを医療機関等で看護師等が一時的に保育する事業。 

 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画 
か所 5 6 6 6 6 

人 2,420 2,398 2,370 2,344 2,312 

実績 
か所 5 4 5 5 6 

人 577 1,520 1,955 2,984  

※人(延利用数) 

 

８ 学童クラブ事業 

放課後や学校休業日に遊びや学びを通じて豊かな心を育む健全育成事業。本区で

はすべての区立小学校で実施されている「すくすくスクール」において、放課後子ど

も教室と学童クラブの一体的な運用を実施。 

 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画 
か所 全区立小学校 

人 4,609 4,599 4,573 4,521 4,404 

実績 
か所 全区立小学校 

人 9,745 15,803 15,315 16,773  

※人（４月１日時点、登録者数) 

 

９ 妊婦健康診査 

妊婦に対する定期的な健康診査費用の一部を助成する事業。 

 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画 人 61,854 61,101 60,390 59,436 59,362 

実績 人 65,549 58,768 54,893 53,513  

※人（延受診回数） 
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10 新生児訪問・地域子育て見守り事業 

助産師や保健師、地域の子育て見守り員が訪問し、子育てについての相談、情報提

供、助言その他の援助を行う事業。 

 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画 

（新生児訪問） 

人 
2,973 2,916 2,880 2,847 2,802 

（赤ちゃん訪問

事業）人 
2,972 2,916 2,881 2,847 2,802 

実績 

（新生児訪問） 

人 
2,643 2,680 2,833 4,272  

（赤ちゃん訪問

事業）人 
2,423 2,151 1,877 351  

 

 

11 養育支援訪問事業 

不適切な養育状況にある等、虐待のリスクを抱える家庭に対して、保健師等を派遣

し、専門的な相談支援を行い、養育状況の改善や養育力の向上を図る事業。 

特に、出産直後等で育児ストレスにより安定した養育が行えない家庭へは、育児支

援ヘルパーを派遣。 

 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画 件 17 17 17 17 17 

実績 件 3 3 2 5  

※件（年延利用数） 

※計画・実績数は、育児支援ヘルパー派遣の利用世帯数。 
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第４節 未来を担う子どものための区民基礎調査結果概要 

１ 調査の概要 

（１）調査の目的 

江戸川区在住の様々な世代の方の子育てや少子化に関する意識等を把握し、今後

の少子化対策や子育て施策の充実を図るための参考とすることを目的に実施したも

のです。 
 

（２）調査対象 

調査名 調査対象 

就学前の子どもの保護者調査 
江戸川区在住の就学前の子ども(0～6歳)がいる保護者の方から

無作為に抽出した3,500人 

就学後の子どもの保護者調査 
江戸川区在住の就学後の子ども(7～18歳)がいる保護者の方か

ら無作為に抽出した2,500人 

18 歳未満の子ども調査 
江戸川区在住の小学５年生～18歳の方から無作為に抽出した

2,500人 

若者世代調査 江戸川区在住の18歳～45歳の方から無作為に抽出した2,500人 

中高年世代調査 江戸川区在住の55歳～74歳の方から無作為に抽出した2,500人 

 

（３）抽出方法 

住民基本台帳（令和 5年 10月 1日現在）より無作為抽出 
 

（４）調査時期 

令和 5年 11月 20日から令和 5年 12月 6日まで 
 

（５）調査方法 

郵送による配布・回収及びWEB回答を併用 
 

（６）配付・回収状況 

調査名 配布数 
有効 

回答数 

有効 

回答率 

うちWEB 

回答数 
WEB 回答率 

就学前保護者 3,500 票 1,805 票 51.6% 1,005 票 28.7% 

就学後保護者 2,500 票 1,286 票 51.4% 685 票 27.4% 

18 歳未満の子ども 2,500 票 1,060 票 42.4% 432 票 17.3% 

若者世代 2,500 票 706 票 28.2% 393 票 15.7% 

中高年世代 2,500 票 1,196 票 47.8% 248 票 9.9% 
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２ 調査結果 

（１）子どもの誕生前から幼児期 

理想の子どもの数をもてないと思う理由（複数回答） 

就学前保護者 

「現実にもつと思う子どもの数」と「理想の子どもの数」の設問で前者の方が少な

かった方に理由を聞きました。「経済的にこれ以上の子どもをもつことが困難だから」

が 66.3％と最も多く、「今いる子どもや家族の生活に時間的・経済的な余裕をもちた

いから」が 55.7％、「年齢的に今後の出産や子育ては難しいから(高齢出産、子ども

が成人するときの年齢等)」が 36.9％、「自分や配偶者・パートナーの仕事に差し支

えるから」が 21.3％、「住居環境的に難しいから」が 19.1％となっています。 

 
 

母親の就労状況 

就学前保護者 

就学前の子どもの母親における就労状況を前回、前々回の調査と比較すると、「フ

ルタイムで就労」、「育休・介護休業中」の割合が増加傾向、「以前は就労していたが、

現在は就労していない」の割合が減少傾向で推移しています。 
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以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない
平成25年(n=1688)
平成30年(n=2244)
令和5年(n=1805)

フルタイムで就労する

母親が継続的に増加 
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平日の定期的な教育・保育サービスの利用 

就学前保護者 

「利用している」が 70.2％、「利用していない」が 29.2％となっています。前回、

前々回の調査と比較すると、利用している割合が継続的に増加しています。 

 
 

子どもをみてもらえる親族・知人の有無 

就学前保護者 

「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族に預かってもらえる」が 50.5％、

「日常的に祖父母等の親族に預かってもらえる」が 14.5％、「緊急時もしくは用事の

際には子どもを預かってもらえる友人・知人がいる」が 12.9％となっています。「預

かってもらえる親族や友人・知人はいない」は 30.5％となっています。 

 
  

61.0

38.7

0.3

68.0

31.6

0.4

70.2

29.2

0.6

0% 20% 40% 60% 80%

利用している

利用していない

無回答
平成25年(n=1688)
平成30年(n=2244)
令和5年(n=1805)

14.5
50.5

2.0
12.9

30.5
0.8

0% 20% 40% 60%

日常的に祖父母等の親族に預かってもらえる
緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族に預かってもらえる

日常的に子どもを預かってもらえる友人・知人がいる
緊急時もしくは用事の際には子どもを預かってもらえる友人・知人がいる

預かってもらえる親族や友人・知人はいない
無回答

ｎ=1805

定期的な

利用が継

続的に増

加 
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（２）就学後から 18 歳までの子ども 

いまの生活に満足しているか 

18 歳未満の子ども 

「している」が 64.1％と最も多く、「ややしている」が 26.5％、「あまりしていな

い」が 7.4％、「全くしていない」が 0.9％となっています。 

 
 

子どもの思いや気持ち 

18 歳未満の子ども 

「とても思う」と「思う」を合わせた割合は「④自分は家族に大事にされていると

思う」が 95.6％、「②何かをがんばってやりとげたことがある」が 84.7％、「①がん

ばれば、むくわれると思う」が 79.1％となっています。また、自己肯定感を示す「⑧

自分のことが好きだ」は 68.2％となっています。 

また、「⑥孤独やさみしさを感じることがある」が 32.6％、「⑤不安に感じること

がある」が 54.0％となっており、不安やさみしさを感じている子どもが一定数いる

ことがうかがえます。 

 

64.1
26.5

7.4
0.9
1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

している
ややしている

あまりしていない
全くしていない

無回答

ｎ=1060

32.5

45.4

27.5

63.8

21.2

10.5

27.5

27.6

46.6

39.3

47.4

31.8

32.8

22.1

39.0

40.6

15.8

10.3

17.4

2.3

26.2

34.3

23.2

21.6

3.9

3.8

6.4

0.6

18.5

32.0

9.1

8.7

1.2

1.2

1.3

1.6

1.2

1.1

1.2

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①がんばれば、むくわれると思う

②何かをがんばってやりとげたことがある

③自分は価値のある人間だと思う

④自分は家族に大事にされていると思う

⑤不安に感じることがある

⑥孤独やさみしさを感じることがある

⑦自分の将来が楽しみだ

⑧自分のことが好きだ

とても思う 思う あまり思わない 思わない 無回答

n=1060
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子どもが放課後(平日の学校終了後)を過ごしている場所（複数回答） 

就学前保護者 

「下校後は、ずっと自宅」が 50.9％と最も多く、「勉強に関する習い事(学習塾、

そろばん教室など)」が 33.4％、「その他の習い事(ピアノ教室、サッカークラブなど)」

が 29.8％、「学校(クラブや部活動含む)」が 21.5％、「すくすくスクール」が 19.4％

となっています。 

 
区にあるといいと思う子どもの過ごし場所（主な意見） 

就学前保護者 

・バスケットボールやサッカーなどボール遊びができる公園 

・スポーツができる広場、スポーツを教えてくれる施設 

・屋内のスポーツ施設 

・雨の日や熱い日、寒い日も快適に安全に室内で遊べる場所 

・児童館（江戸川区には少ないと思う） 

・すくすくスクールで、指導者のもとで勉強タイムがあるとよい 

・安全に過ごせる施設(常に大人・スタッフがいて見守ってくれる) 

・共育プラザ、児童館のような場所を増やしてほしい 

・高・大学生が勉強のサポートをしてくれる場所 

・自習室のような勉強ができる場所 

・中学生や高校生が安心して集まり、勉強や好きなことができる安全な公共施設 

・無料で学習をみてくれる場所 

・障害児の放課後デイサービスがもっと増えるといい 

  

50.9

33.4

29.8

21.5

19.4

18.2

7.7

4.3

4.1

2.8

1.7

4.7

0.1

1.9

0% 20% 40% 60%

下校後は、ずっと自宅

勉強に関する習い事(学習塾、そろばん教室など)

その他の習い事(ピアノ教室、サッカークラブなど)

学校(クラブや部活動含む)

すくすくスクール

公共施設(公園、図書館、子ども未来館など)

祖父母宅や友人・知人宅

アルバイトや仕事(就労している場合を含む)

民間の学童クラブ・放課後等デイサービス

共育プラザ

商業施設やゲームセンターなどの遊興施設

その他

どこで過ごしているのかわからない

無回答

ｎ=1286
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学校や仕事に行きたくないと思ったこと 

18 歳未満の子ども 

「ない」が 40.9％、「時々ある」が 39.8％、「よくある」が 17.5％となっています。 

 
 

学校や仕事に行きたくないと思う理由（複数回答） 

18 歳未満の子ども 

上の設問で「時々ある」「よくある」と答えた方に聞きました。「学校の勉強・仕事

がきらいだから」が 47.8％と最も多く、「心や体の調子が悪いから」が 23.9％、「友

だちや会社の人間関係がうまくいっていないから」が 22.4％、「学校の校則や会社の

ルールにしばられたくないから」が 20.8％、「先生が苦手だから」が 20.6％となっ

ています。 

 

  

40.9
39.8

17.5
1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ない
時々ある
よくある
無回答

ｎ=1060

47.8

23.9

22.4

20.8

20.6

10.0

14.7

11.2

0.5

0% 20% 40% 60%

学校の勉強・仕事がきらいだから

心や体の調子が悪いから

友だちや会社の人間関係がうまくいっていないから

学校の校則や会社のルールにしばられたくないから

先生が苦手だから

ほかにやりたいことがあるから

その他

特に理由はない

無回答

ｎ=607
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乳幼児とのふれあい・周囲から感じる結婚観 

18 歳未満の子ども 

「あてはまる」と「どちらかといえばあてはまる」を合わせた割合は「①赤ちゃん

や小さい子どもとふれあう機会がよくあった(よくある)」が 41.6％、「②両親や結婚

しているまわりの人をみると幸せそうだと思う」が 72.2％となっています。 

 
 

利用したいと思う場所 

18 歳未満の子ども 

「利用したい」と回答した割合が高い順に「⑦子どもたちが自由に遊べる場所」が

42.3％、「③家で勉強できないとき、静かに勉強ができる場所」が 39.1％、「④勉強

を無料でみてくれる場所」が 29.9％となっています。「あれば利用したいと思う」を

合わせた割合も同様の傾向となっています。 

 

  

19.1

34.4

22.5

37.8

21.4

9.6

31.9

6.2

3.8

10.6

1.3

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①赤ちゃんや小さい子どもとふれあう
機会がよくあった(よくある)

②両親や結婚しているまわりの人を
みると幸せそうだと思う

あてはまる どちらかといえばあてはまる どちらかといえばあてはまらない あてはまらない わからない 無回答

n=1060

26.5

26.2

39.1

29.9

18.7

25.8

42.3

30.8

30.7

29.4

30.2

31.3

25.9

27.6

31.9

31.8

22.8

30.5

34.9

35.0

20.2

8.6

8.8

5.8

6.9

12.2

10.5

7.6

2.3

2.5

2.9

2.5

2.9

2.7

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①(家以外で)平日の放課後に夜まで
安心していることができる場所

②(家以外で)休日にいることができる場所

③家で勉強できないとき、静かに勉強が
できる場所

④勉強を無料でみてくれる場所

⑤(家や学校以外で)進路や勉強、家族の
ことなど何でも相談できる場所

⑥地域の大人がやっている無料か安く食事が
できる場所(子ども食堂)など)

⑦子どもたちが自由に遊べる場所

利用したい あれば利用したいと思う 利用したいと思わない わからない 無回答

n=1060
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（３）18歳以降の若者 

 

江戸川区での居住意向 

若者世代 

「当分の間は江戸川区で暮らしたい」が 55.9％と最も多く、次いで「ずっと江戸

川区で暮らしたい」が 15.0％、「わからない」が 15.0％、「できれば区外に転居した

い」が 8.8％、「近いうちに区外に転居するつもり」が 5.1％となっています。 

 
 

今の暮らしの満足度 

若者世代 

「どちらかといえば満足している」が 47.9％と最も多く、次いで「満足している」

が 32.3％、「どちらかといえば満足していない」が 12.3％、「満足していない」が 5.5％

となっています。 

 
  

15.0 
55.9 

8.8 
5.1 

15.0 
0.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ずっと江戸川区で暮らしたい
当分の間は江戸川区で暮らしたい

できれば区外に転居したい
近いうちに区外に転居するつもり

わからない
無回答

ｎ=706

32.3 
47.9 

12.3 
5.5 

2.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

満足している
どちらかといえば満足している
どちらかといえば満足していない

満足していない
無回答

ｎ=706
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結婚についての考え 

若者世代 

「いずれは結婚したい」が 29.7％と最も多く、「将来的にいい人がいれば結婚した

い」が 23.4％、「結婚しなくてもかまわない」が 17.6％、「できるだけ早く結婚した

い」が 11.3％、「まだ考えていない」が 7.1％となっています。 

 

 
身近な状況について 

若者世代 

身近な状況について、「③結婚しているまわりの友人をみると、幸せそうだ」では、

「あてはまる」と「どちらかといえばあてはまる」を合わせた割合が 64.8％となっ

ています。 

 

  

11.3 

29.7 

23.4 

17.6 

6.3 

7.1 

1.3 

3.3 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

できるだけ早く結婚したい

いずれは結婚したい

将来的にいい人がいれば結婚したい

結婚しなくてもかまわない

一生結婚するつもりはない

まだ考えていない

答えたくない

無回答

ｎ=239

14.6

18.8

22.7

21.5

27.6

42.1

16.3

14.9

10.3

43.8

28.8

7.1

1.3

6.7

14.9

2.5

3.3

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①赤ちゃんや小さい子どもとふれあう機会が
よくあった(よくある)

②両親のような夫婦関係をうらやましく思う

③結婚しているまわりの友人をみると、
幸せそうだ

あてはまる どちらかといえばあてはまる どちらかといえばあてはまらない あてはまらない わからない 無回答

n=706
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将来的にもちたい子どもの数 

若者世代 

「２人」が 45.0％と最も多く、次いで「１人」が 19.1％、「０人」が 18.4％、「３

人」が 9.9％、「４人以上」が 0.6％となっています。 

 

 
子育て支援策についての考え方 

若者世代 

「もっと取り組みを進めるべき」が 72.1％と最も多くなっています。 

 
 

少子化対策のために必要だと思うこと 

若者世代 

「賃上げ等による所得の増加」が 73.9％と最も多く、「児童手当の増額など、現金

給付の強化」が 63.2％、「保育施設や保育サービスの充実など、現物給付の強化」が

61.8％、「子どもをもちたいと思う人を増やす取り組み」が 54.7％、「社会全体の働

き方改革」が 51.1％となっています。 

 
※複数回答の上位５位を抜粋 

  

18.4 
19.1 

45.0 
9.9 

0.6 
6.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

0人
1人
2人
3人

4人以上
無回答

ｎ=706

72.1 
20.1 

2.1 
5.7 

0% 20% 40% 60% 80%

もっと取り組みを進めるべき
このままでよい

もっと縮小すべき
無回答

ｎ=706

73.9 

63.2 

61.8 

54.7 

51.1 

0% 20% 40% 60% 80%

賃上げ等による所得の増加

児童手当の増額など、現金給付の強化

保育施設や保育サービスの充実など、現物給付の強化

子どもをもちたいと思う人を増やす取り組み

社会全体の働き方改革

子ども・子育てにやさしい社会の醸成

ｎ=706
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（４）子育て世帯のさまざまな状況 

 

子育てをしていて大変だと思うこと 

就学前保護者・就学後保護者 

就学前の子どもの保護者では「自分の自由な時間がもてないこと」、「子育てによ

る身体の疲れが大きいこと」の割合が高く、就学後の子どもの保護者では「子育てに

お金がかかりすぎること」の割合が高くなっています。 

 
※各調査の共通する項目、無回答を除いた比較。 

 
就学後の子どもの保護者が子育てについて気軽に相談できる人 

就学後保護者 

「あなたの配偶者(パートナー)」が 70.8％と最も多く、「友人・知人」が 60.0％、

「あなたの親」が 55.6％、「その他の家族・親族」が 30.9％、「職場の同僚」が 21.3％

となっています。家族、親族、知人が多く、公的な相談先は少なくなっています。 

 

53.1

64.5

73.1

52.2

36.5

4.5

2.7

61.7

30.8

37.4

38.6

30.7

3.8

8.2

0% 20% 40% 60% 80%

子育てにお金がかかりすぎること

子育てによる身体の疲れが大きいこと

自分の自由な時間がもてないこと

仕事と育児の両立が難しいこと

子どもに関する悩み事が多いこと

その他

特に大変だと思わない
就学前保護者（n=1805）
就学後保護者（n=1286）

70.8

60.0

55.6

30.9

21.3

10.0

7.8

6.2

3.7

2.3

1.2

4.7

2.0

0% 20% 40% 60% 80%

あなたの配偶者(パートナー)

友人・知人

あなたの親

その他の家族・親族

職場の同僚

学校の教員・スクールカウンセラー

かかりつけの医師、専門家

近所の人

区の職員(児童相談所(はあとポート)、教育相談、なごみの家等)

すくすくスクールの職員・共育プラザの職員

その他

気軽に相談できる人はいない

無回答

ｎ=1286
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父親の家事・育児参加 

就学前保護者 

「配偶者・パートナーは家事や子育てにどの程度関わっているか」の質問で、以下

は回答者が母親のものです。母親にとっての配偶者・パートナーは父親と考えるこ

とができ、父親は休日に子どもの世話や遊び相手をする割合が高くなっています。 

 
 

就学後保護者 

上記同様の就学後保護者の結果です。父親は家事や子育てを「いつもする」割合は

低く、子どもと一緒に遊ぶ、出かける、子どもと学校や友だちについての話をするは

「ときどきする」割合が高くなっています。 

 
  

16.4

31.1

13.3

32.9

13.4

17.9

12.5

21.6

34.5

18.2

35.1

15.0

23.2

13.0

30.2

22.4

31.6

21.8

24.6

29.3

25.4

17.4

4.9

19.6

3.6

20.5

14.1

19.4

9.9

2.5
12.6

1.7
21.6

10.5

21.6

4.4

4.6

4.7

4.9

4.8

5.0

8.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①子どものお世話(平日)

②子どものお世話(休日)

③子どもの遊び相手をする(平日)

④子どもの遊び相手をする(休日)

⑤調理・掃除・洗濯などの家事をする(平日)

⑥調理・掃除・洗濯などの家事をする(休日)

⑦保育所・幼稚園、習い事等の対応

いつもする よくする ときどきする めったにしない まったくしない 無回答

n=1469

10.4

10.7

4.6

5.0

8.3

9.2

6.3

8.7

24.2

20.9

6.7

8.8

10.6

16.5

14.6

16.2

38.1

34.6

17.8

23.2

21.7

31.0

30.1

25.4

13.1

17.2

29.0

27.0

24.7

18.7

23.8

20.8

5.0

7.1

32.5

26.1

25.0

15.0

15.5

19.1

9.2

9.5

9.4

10.0

9.7

9.7

9.6

9.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①子どもと一緒に遊ぶ、出かける

②子どもと学校や友だちについての話をする

③宿題など勉強面のサポート（平日）

④宿題など勉強面のサポート（休日）

⑤調理・掃除・洗濯などの家事（平日）

⑥調理・掃除・洗濯などの家事（休日）

⑦学校関係や子どもの進路に関すること

⑧習い事やスポーツなどに関すること

いつもする よくする ときどきする めったにしない まったくしない 無回答

n=1024
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（５）子ども・子育てにやさしい社会づくり 

 

地域の子どもとの関係 

中高年世代 

中高年世代の、家族・親族ではない地域の子どもとの関係についての考えは、「子

どもは地域全体で育てる意識が必要だ」が 51.3％と最も多く、「あいさつや行事・イ

ベントのときにふれあう程度でよい」が 31.7％、「家族・親族ではない子どもとは関

わりたくない」が 7.4％となっています。 

 
 

地域の子どもに関わる活動に参加しやすくするために必要なこと（複数回答） 

中高年世代 

自身に限らず、中高年世代が地域の子どもに関わる活動に参加しやすくするため

に必要だと思うことを聞きました。「参加しやすい活動場所」が 56.8％と最も多く、

「参加しやすい日程・時間設定」が 55.3％、「活動に必要な研修やフォローの充実」

が 47.6％、「活動にあたる際の保険の提供」が 28.3％、「必要な交通費等の補助」が

25.3％となっています。 

 
 

  

51.3
31.7

7.4
5.0
4.6

0% 20% 40% 60%

子どもは地域全体で育てる意識が必要だ
あいさつや行事・イベントのときにふれあう程度でよい

家族・親族ではない子どもとは関わりたくない
その他
無回答

ｎ=1196

56.8

55.3

47.6

28.3

25.3

18.8

5.2

8.4

0% 20% 40% 60%

参加しやすい活動場所

参加しやすい日程・時間設定

活動に必要な研修やフォローの充実

活動にあたる際の保険の提供

必要な交通費等の補助

ある程度の謝礼

その他

無回答

ｎ=1196
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身近な地域にあるといいと思う活動 

就学前保護者・就学後保護者 

就学前の子どもの保護者では、「同年代の子ども同士が交流できる活動」「子ども

に遊びを教えてくれる活動」「買い物の間や不意の外出の時などに子どもを預かって

くれる活動」が、就学後の子どもの保護者に比べ10ポイント以上高くなっています。 

 
  

31.5

30.4

27.6

49.3

15.7

41.6

44.7

28.5

35.9

31.4

3.3

3.9

32.7

24.6

20.7

37.6

19.9

30.3

33.5

22.8

32.5

17.7

3.0

9.5

0% 20% 40% 60%

子育ての悩みを気軽に相談できるような活動

子育てをする親同士の仲間づくりを支援してくれる活動

子どもとの関わり方やしつけ方を教えてくれる活動

同年代の子ども同士が交流できる活動

異世代の子どもや高齢者など世代間の交流ができる活動

子どもに遊びを教えてくれる活動

買い物の間や不意の外出の時などに子どもを
預かってくれる活動

子育て家庭の家事を支援する活動

交通安全や犯罪防止のためのパトロールをする活動

公園などの花壇や樹木の管理、清掃等の美化活動

その他

特にない

就学前保護者（n=1805）

就学後保護者（n=1286）
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少子化対策のために必要だと思うこと 

就学前保護者・就学後保護者・若者世代 

最も割合の高い回答は、就学前の子どもの保護者で「児童手当の増額など、現金給

付の強化」が 70.1％、就学後の子どもの保護者で「高等教育の無償化」が 67.8％、

若者世代で「賃上げ等による所得の増加」が 73.9％となっています。 

就学前の子どもの保護者と若者世代では「高等教育の無償化」を除き、同様の傾向

がみられます。 

 
※各調査の共通する項目、無回答を除いた比較。 

 
  

70.1

62.5

59.6

67.9

52.6

47.4

53.1

0.4

11.0

57.8

44.5

67.8

61.9

44.6

32.0

39.0

1.4

12.2

63.2

61.8

48.3

73.9

51.1

48.9

49.4

2.7

8.6

0% 20% 40% 60% 80%

児童手当の増額など、現金給付の強化

保育施設や保育サービスの充実など、
現物給付の強化

高等教育の無償化

賃上げ等による所得の増加

社会全体の働き方改革

男性の育児、家事参加

子ども・子育てにやさしい社会の醸成

有効だと思う取り組みは特にない

その他
就学前保護者（n=1805）
就学後保護者（n=1286）

若者世代（n=706）
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子どもに権利があることの認知度 

全調査 

「詳しく知っている」が 18 歳未満の子どもが最も高く 16.6％、中高年世代では

5.1％となっています。「知っているが、詳しい内容までは知らない」、「聞いたことが

ある」を合わせた認知している割合は、すべての年代で 6～7割となっています。 

 
 

江戸川区に「子どもの権利条例」があることの認知度 

全調査 

「詳しく知っている」、「知っているが、詳しい内容までは知らない」、「聞いたこと

がある」を合わせた認知している割合は、すべての年代で約 3～4 割となっており、

引き続き、周知に努めていく必要があります。 

 
 
  

10.6

8.6

16.6

12.5

5.1

41.5

44.0

40.5

35.1

41.9

18.2

19.1

18.8

18.8

20.8

27.6

26.1

22.6

31.6

29.7

2.0

2.3

1.5

2.0

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者(n=1805)

就学後保護者(n=1286)

18歳未満子ども(n=1060)

若者世代(n=706)

中高年世代(n=1196)

詳しく知っている 知っているが、詳しい内容までは知らない 聞いたことがある 知らない 無回答

3.9

3.5

6.1

3.4

1.9

20.1

19.9

17.4

12.0

13.9

16.6

18.4

16.6

13.0

15.1

56.7

55.7

57.9

68.7

66.6

2.8

2.6

2.0

2.8

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者(n=1805)

就学後保護者(n=1286)

18歳未満子ども(n=1060)

若者世代(n=706)

中高年世代(n=1196)

詳しく知っている 知っているが、詳しい内容までは知らない 聞いたことがある 知らない 無回答
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第５節 子どもに関わる団体への意見聴取結果概要 

１ 調査の目的 

子どもや子育て家庭と直接的な接点のある支援団体の視点から、活動の中で感じ

ている子どもや子育て家庭の課題、支援のあり方などについて聞くために実施。 

２ 調査の方法 

○調査対象：区内の子どもや子育て世帯に関わる活動を行っている団体等 

○調査方法：アンケート調査 

○調査期間：令和６年８月５日～９月 1日 

３ 調査実施団体の概要 

１ 
公益社団法人 東京都助産師会 江戸川地区分会 

活動の分野 妊婦・出産支援 

２ 
江戸川区放課後等デイサービス連絡会 

活動の分野 障害児通所施設 

３ 
江戸川区児童発達支援連絡会 

活動の分野 障害児通所施設 

４ 
東京都立鹿本学園ＰＴＡ 

活動の分野 特別支援学校 

５ 
えどがわっ子食堂ネットワーク 

活動の分野 子ども食堂、子どもの居場所 

６ 
外国語ボランティア江戸川 

活動の分野 外国人の子ども支援 

７ 
江戸川区子ども会連合会 

活動の分野 子どもの遊び 

８ 
特定非営利活動法人起点（自立援助ホーム レスポワール） 

活動の分野 社会的養護施設（自立援助ホーム） 

９ 
株式会社 じどう（自立援助ホーム えどがわ） 

活動の分野 社会的養護施設（自立援助ホーム） 

10 
社会福祉法人春和会（わんぱく乳児院） 

活動の分野 社会的養護施設（乳児院） 

11 
社会福祉法人共生会（江戸川つむぎの家） 

活動の分野 社会的養護施設（児童養護施設） 

12 
一般社団法人 coco porta（ファミリーホーム goen） 

活動の分野 社会的養護施設（ファミリーホーム） 

13 
江戸川子どもおんぶず 

活動の分野 子育て支援、子どもの権利の普及 
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14 
ＮＰＯ法人アビリティクラブたすけあい江戸川たすけあいワーカーズもも 

活動の分野 子育て支援、地域の居場所作り 

15 
株式会社 ホワイトビアード（駄菓子屋居場所よりみち屋受託事業者） 

活動の分野 引きこもり支援、不登校支援 

16 
一般社団法人 ケアラーパートナー木の根っこ 

活動の分野 ヤングケアラー支援 

17 
日本労働者協同組合ワーカーズコープ・センター事業団 

活動の分野 ヤングケアラー支援 

18 
学校法人 東京シューレ学園 （東京シューレ江戸川小学校） 

活動の分野 不登校支援 

 

 

４ 結果の概要 

困りごとや課題のある子どもや家庭の状況が団体の活動により改善に向かったケースで

決め手となった理由 

 

 サポートセンターの保健師から、仲間作りができればよいと活動を紹介してもらっ
た。積極的に参加し、情報交換できている。（妊婦・出産支援） 

 子どもとの信頼関係を深め、学校での状況（いじめ等）や本当の気持ちを聞き取り
一緒に対策を考えた。安心できる居場所を確保でき、情緒が安定した。（障害児通所

施設） 

 障害のある子どもが気兼ねなく参加できる地域のイベントも多くなり、地域への移
行も進んでいる。区のパラスポーツ課の学校とコラボしたイベントも交流の場にな

っている。（特別支援学校） 

 活動を通じて普段から信頼関係を築いていたため、困りごとを相談してくれた。社
会福祉協議会とも連携ができていた。（子ども食堂） 

 文化を押し付けず、会話を重視し、相手の国への関心・理解を持って接することで、
日本語学校の生徒や参加外国人の方に「日本が好きになった」など日本への関心・

理解を深めてもらえた。（外国人の子ども支援） 

 団体活動の中で危ないことは指導しながら見守り、子どもの自立を促した。（子ども
の遊び関係） 

 子どもの特性により学校生活・友人関係に不適応があったが、希望を聴いて転校へ
の支援を行った。行動を受容したことや、施設・大人への不信感が強かった子ども

の話をよく聴き、見捨てない姿勢を職員全員で示してきた。（社会的養護施設） 

 定時制高校に入学しその状況を見て、難しいようであれば特別支援校の入学を検討
するという話で入居。入学後、定期考査では上位で、単純な経験不足と自信のなさ

での問題であり、現在も学校に通えている。（社会的養護施設） 
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 保護者の面会時、保護者の思いを聞く時間を設定した。保護者が自分の悩みを話せ
る場所だと認識すると、定期的に交流に足を運ぶようになり、家庭復帰後も相談が

できている。保護者の気持ちに寄り添うことが大事である。（社会的養護施設） 

 児童養護施設での安心安全な生活で成長・発達が促された。ショートステイ・トワイ
ライトステイの定期利用で家庭生活を継続させているケースもある。（社会的養護施

設） 

 里親同士のおしゃべり会を開催。同じ悩みや困りごとを経験した先輩里親の話で解
決策を見つけ気持ちが楽になり余裕を持って養育できる。里子にとっても良い環境

が生まれ改善へと向かったと思われる。（社会的養護施設） 

 子どもが困難にぶつかる時に生かせる関係を日頃から作っておく。小さな出会いも
大切に、解決後も長く関わり、相手の話を丸ごと聞く。リファー先を紹介する場合も

チームで対応する。（子どもの権利普及団体） 

 訪問ケアでは、解決を急がず一緒に家事をしながら話を聞いて、長いスパンで寄り
添った。広場利用では、親同士が関わりの中で悩みを共有したり支え合ったりする

ことで前向きになっている。スタッフのさり気ない促しも重要。（妊婦・出産支援） 

 小学生から不登校の子がよりみち屋の居場所で生活習慣を整えながら就労体験を行
い、家族以外とコミュニケーションをとれるようになった。本人の希望を丁寧に聞

き、必要な情報を提供して本人に選択してもらった結果だと思う。（引きこもり支援） 

 居場所を利用しているヤングケアラー同士の関係性が深まり、互いを気遣う間柄に
なっている。「ケーキづくり」や「餅つき」といった共同作業が、お互い有効な場と

なった。（ヤングケアラー支援） 

 誰もが大切にされる居場所であることを子どもに話し、クールダウンをする場を作
った。支援の必要な児童には声がけを多く実施、必要な支援が届くように配慮し

た。スタッフ間の情報を拾い上げるよう心がけた。（子ども食堂） 

 教室を抜け出すような子どもだったが、スタッフが根気よく話し相手になったこと
で授業にほぼ参加できるまでになった。自分らしくやっていける家庭・学校・社会

環境を用意し、気持ちを尊重してくれる見守りのもとで時間をかければよい結果に

つながる。（不登校支援） 
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地域や区民に対しての期待・要望 

 特に祖父母世代の方に助産師会の存在に気づいてほしい。幼保園等での出前講座の
実現や小グループでの出前講座などができるといい。もっと女性の健康に関するこ

との活動に助産師を活用してほしい。（妊婦・出産支援他） 

 塾ではなく療育であることをよく理解して保護者・利用児童そして事業所の二人三
脚で療育を提供したい。公園遊びなど野外活動の時に、温かい目で見守ってほしい。

（障害児通所施設） 

 障害のある子どもたちの頑張っている姿、楽しんでいる姿に接してもらい、お互い
を尊重し合える地域を期待する。（特別支援学校） 

 「子ども食堂」のことを地域にもっと知ってもらいたい。子どもの孤食や料理を作
る時間がない家庭環境などがある中、どんな子どもたちでも利用できることを知っ

てもらいたい。（子ども食堂） 

 日本人と外国人のコミュニティが分断されていると思う。日本人と外国人とがお互
い精神的に身近に感じられるようになることを望む。（外国人の子ども支援） 

 子ども会活動は町会、行政の協力なくしては成り立たないので理解と協力が不可欠。
（子どもの遊び関係） 

 地域、区民だけではなく、行政や警察、病院、金融機関等社会全体に、「社会的養護」
についての理解と認識を深めてもらいたい。（社会的養護施設） 

 江戸川区の近隣住民は好意的に理解を持って接してくれている。その上で、過度な
負担を地域の方々にかけないようにしていきたい。（社会的養護施設） 

 地域に乳児院のこと、社会的養護下で育つ子どもについて知ってほしい。災害時に
孤立しないよう、地域行事や防災訓練に参加し、地域連携を強化したい。乳児院は

子育て家庭の相談相手として開かれていることを知ってほしい。（社会的養護施設） 

 里子・里親・養子縁組等が特別ではなく、一つの家族の形として認知されることを
期待する。（社会的養護施設） 

 地域にどんな支援団体があるかわからない。区民側にヨコのつながりがない。顔合
わせの場があったらいいと思う。（子どもの権利普及団体） 

 活動をしっかり理解して、運営面での補助金等支援があればうれしい。地域や近所
で、助け合える関係性が育ってほしい。（妊婦・出産支援） 

 子どもたちに、家族以外・家庭以外でも心配事を発信、SOS を出してよいと教える事。
（引きこもり支援） 

 ヤングケアラーの抱えている問題への理解がさらに深まってほしい。特に教育現場、
医療福祉の専門職にヤングケアラーを見つけ支援に繋げる目を持ってほしい。地域

で大人が、常に子どもに関心を持つ、見守ることも大切。（ヤングケアラー支援） 

 「学びの多様化学校」として、不登校関係の相談や情報提供を行っている。保護者・
教員・SSW や SC も気楽に相談してほしい。不登校支援をやっている区内の公的機関・

民間機関のネットワークがあるといい。（不登校支援） 
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子どもたちの健やかな成長や、子どもの最善の利益につながる環境・取組施策について、

江戸川区に不足していると思うこと、課題と思うこと 

 民間･医療･教育団体等との公私複合イベントを望む。赤ちゃんからの性教育やプレ
コンセプションケアの大事さの理解に助産師を活用してほしい。（妊婦・出産支援） 

 行政窓口である区の職員は現場見学などで区民の相談にリアリティを持って対応で
きるようにしてほしい。（障害児通所施設） 

 障害をもつ子が参加できる余暇活動がまだ少なく、近隣、地域との関わりが不足し
ている。障害がある子を知ってもらう良い機会にも繋がると考える。（特別支援学校） 

 「子ども食堂」を正しく理解してもらい、区内 50 所以上ある情報を広げてほしい。
特に学校には、地域に「子ども食堂」があることを知ってもらいたい。（子ども食堂） 

 外国人の子どもと接点を持った団体等のネットワークを作ってほしい。外国人の子
どもとの活動機会を増やすことが健全な成長・利益に繋がる。（外国人の子ども支援） 

 義務教育後から 20 代くらいまでの相談先、事業、支援が不足している。支援がある
就職や子育て期になる前の若い世代の居場所や相談先が必要。（社会的養護施設） 

 発達障害・軽度知的能力障害が見過ごされ、虐待に至ったと見受けられるケースを
多く見てきた。早期発見し、本人と家族を支援する仕組みが必要。（社会的養護施設） 

 社会的養護の子どもたちは一定程度生活を保障されるが、支援につながらない子ど
もたちをどうやって支援につなげていくか、部署を超えた連携、区内団体や地域組

織を含め全体的に支援をしなくてはならないのではないか。（社会的養護施設） 

 子ども食堂は増えたが、日常的な子どもの居場所が圧倒的に少ない。冒険遊び場や
子育てひろばなど、地域にいくつもあってほしい。（子どもの権利普及団体） 

 障害や発達特性、配慮が必要な子、学校に行きづらい子どもたちの居場所がない。
障害のある家族をもつ子へのケアが不足している。（子どもの権利普及団体） 

 学校生活を相談できる人がいない。学校で対応に差がある。（子どもの権利普及団体） 

 子どもが利用する機関や子どもにかかわる機関は、子どもの権利条約について知り、
子どもの声を大切にすることを基盤にしてほしい。（子どもの権利の普及団体） 

 産後ケアの場を増やすため、小さな団体にも補助をして欲しい。支援を調べること
や手続きが難しいので、利用をサポートする人がいると良い。（子育て支援団体） 

 子どもたちが家族以外でも SOS を発信できる環境をつくる。（引きこもり支援） 

 学校でのアンケートや面談を有効に活用してほしい。（ヤングケアラー支援） 

 学校現場で子どもの声をよく聞いて、子どもが「安心」と思える学校を増やしてほ
しい。教職員や保護者が、「教育機会確保法」をあまり知らない現実があるので、こ

の法律をもっと多くの人に周知してほしい。（不登校支援） 

 在宅で育っている子が増えている時代、多様な学びのひとつとして、在宅の学びに
支援をし、自己肯定感をもって育つ方向性を事業化していってほしい。（不登校支援） 
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第６節 こどもプラン概要版についての子どもの意見聴取結果概要 

１ 目的 

本計画の子ども版の概要版を公開し、これから江戸川区が子ども・若者への取り組

みを進めるために大事だと思うことや必要だと思うこと、周りの大人や区への要望

などを聞くために実施しました。 
 

２ 方法 

○調査対象：公立学校に通う小学生及び中学生、高校生世代の子ども 

○調査方法：公立学校を通じて江戸川区こどもプラン子ども版の案内及び意見の 

募集を行い、WEB フォームにて回答 

○調査期間：令和６年９月 17 日～10 月 19 日 

３ 結果の概要 

計画の内容について、よかった所、よくなかった所 

 これから江戸川区で暮らしていく中でこのような計画があると、今江戸川区で起き
ている問題に区民が向き合うことができるのはとてもいいと思う。（小学６年生） 

 ほんとに計画していることをしてくれるのかと疑ってしまう。思いが伝わらない。
結局何が言いたいのかあまりよくわからなかった。（中学１年生） 

 「みんなが幸せを感じながら生活できるようになるといいですよね」と､無理に「み
んなが幸せを感じれる生活にしましょう」ではない所。（小学６年生） 

 江戸川区の子どものことを考えてやっているのはわかったが、本当に全部できるの
かが心配。（小学６年生） 

 公園で遊べるところが限られていたので、改善しようとしてくれるのがよかった。
（小学６年生） 

 私たちの願いや要望を叶えようと動いてくれていること。（中学１年生） 

江戸川区が目指すまちの中で、大事・必要と思った理由 

 将来の江戸川区を背負っていくのは今の子どもたちだから、江戸川区で生活する時
に悩みがあるのは本人も周りの人も幸せにならないから。（小学６年生） 

 最近、国内で虐待や自殺などが増えていて、子どもが安心して過ごせる場所がほし
いなと思ったから。（中学１年生） 

 子どもたちが江戸川区に安全に暮らせるようにするため。（小学６年生） 

 自分や他の子どもが幸せに安全に暮らせる方が自分の為､江戸川区の為にもなると
思ったから。（小学６年生） 

 モチベーションが上がらないと勉強にもやる気がおきない（中学１年生） 
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計画を読んだ感想 

 子どものことを考えて計画してくれて良かった。（小学６年生） 

 これからこの町で生活していく中で様々な問題は必ず出てくるので、このように対
処していくための計画が立っているのはとても良いと思いますが、子どもたちに目

を向けすぎるのは少しどうかと思います。（小学６年生） 

 子どもに対して色々な配慮がされていてとても良いと思った（中学１年生） 

 こういう取り組みがあるのは初めて知ったが、子育ての支援などはとてもいいと思
った。（中学１年生） 

 不便に思っていたことを改善しようとしてくれたので嬉しかった。（小学６年生） 

 良いと思います。みんなが安心して暮らせるような区になってほしい。（小学６年生） 

 ほんとに実現するなら、少し楽しみ。（中学１年生） 

計画の中に入れてほしいこと 

 平和なまち、平和な世界（多数） 

 野球やサッカー、バスケなどができるところが少ないからもうちょっと用具とかを
増やしでほしい。（小学６年生） 

 自然との共存（小学６年生） 

 夏祭りなどのイベントをいつも楽しませてもらってるので、これからも力を入れて
ほしい。（中学１年生） 

 どこまでが子ども対象か分からないので年齢制限などを書いてほしい。（小学６年生） 

 保育所と老人ホームと無料で入れる施設やイベント、体験、お祭りなどを増やして
ほしい。（小学６年生） 

まわりの大人や江戸川区にしてもらい事やお願いしたいこと 

 この計画を知ったら他の人にも伝えて､自分も率先してやってほしい。（小学６年生） 

 こちらの考えなどを聞いてもらって話したい。（中学１年生） 

 花火大会や大きなお祭りをもっと増やしてほしい。（中学１年生） 

 安全な町のため、線路下の整備をお願いしたい。（小学６年生） 

 教科書デジタル化してほしい。（小学３年生） 

 公園にサッカーゴールやバスケのゴールなどを増やしてほしい。（小学６年生） 

 災害に備えて、地震や津波などの安全にも力を入れてほしい。（中学１年生） 

 小学校・中学校（高校）に、教室や学校が辛い子が安心して過ごせる部屋を作って
ほしい。（中学１年生） 
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第７節 声が聴かれにくい子ども・若者の意見聴取の結果概要 

１ 目的 

声が聴かれにくい子ども・若者に対し、支援者の協力を得ながらヒアリングを実施

し、現在抱えている課題や解決のために望むことなどを聞くために実施。 
 

２ 方法 

○調査対象：声が聴かれにくい子ども・若者 

○調査方法：支援者によるヒアリング調査 

○調査期間：令和６年９月～10 月 
 

３ 結果の概要 

学校や日常生活の中で困ったこと、いやな思いをしたことや大変だった経験 

 小学生の頃は男のくせにとか言われ、筆箱を隠されたこともあった。以前フィギュ
アスケートをやっていたが、衣装が性差を強調するような面もあったので辞めた。

（LGBT） 

 勉強と進学先について不安なことがある。（ひきこもり） 

 週に２日家事支援ヘルパーが来ているが賄い切れておらず、バイトも忙しく時間が
ない。学校の課題なども出ると、睡眠時間が３時間程度しかなく、寝ない日もある。

（ヤングケアラー） 

 母の体調もあり、買い物に付き合うと夜遅くなり勉強できないことがある。断ると
「勉強と母とどちらが大切か」と言われ、口論になり辛かった。受験なので辛い。

（ヤングケアラー） 

 タブレット１時間だけとか、できるゲームに年齢制限があって全部のゲームができ
ない。「ルールを守れ」としつこく言われるのが嫌だ。（措置児童） 

 入所中の子が共有部分に物を置いたり、食事中に騒いだり、夜食はダメというルー
ルを守らないのが嫌。職員が注意してもまた騒ぎ出してうるさい。（措置児童） 

 親のサインがないとスマートフォンの契約ができない。親のサインがなくても契約
ができるような制度があるといい。部活の SNS グループに入れないから情報が遅れて

しまうのも困る。（措置児童） 

 路地裏とかのポイ捨て。町が汚れるのが嫌だ。（措置児童） 

 日本語でもっとみんなと話したいが話す時間がない。班の人ともっと話したい。（日
本語学級） 

 歩道がせまい、少ない。学校の昼休みの時間が遅い。銭湯がない。学校の時間が多い
（不登校（ユースサポート）） 
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普段から自分の思っていることを伝えたり、相談ができているか 

 親との関係は良い。基本的にはやりたいことはやらせてくれる。高校での友だちも
結構多い。小学校・中学校からの友だちも多く、様々な相談をいろいろな人にでき

る。（LGBT） 

 学校の担任の先生が何でも聞いてくれる。入学前から相談していた先生だったので
話しやすい。また、LGBT 関係も相談すると学校全体で対応を考えてくれる。（LGBT） 

 友だち、お母さん、支援者の人に相談できている。（ひきこもり） 

 少しできている。相手は江戸川区にあるこどもの居場所事業の職員。区役所の窓口
はハードルが高い。ふとしたところにあるアットホームな環境の方が訪れやすくて

相談しやすい。相談できない内容もある。（ヤングケアラー） 

 あまりできていない。理由は言葉で思いをうまく伝えることが難しいから。心の中
の全部は話せず一部の話だけになってしまう。（ヤングケアラー） 

 職員にたまに相談する。まずは自分で解決できないかいろいろ考えて、そのまま誰
にも相談しないことが多い。相談できないというより、あえて相談しない。相談し

にくいことはない。自分でよく考えれば解決できることもある。（措置児童） 

 まあまあできる。家に女性がいないから同性の友だちとか、ファミリーホームのボ
ランティアの女性に話す。いつでも話せる。（措置児童） 

 里親や学校の先生には伝えられる。学校の友だちには遠慮してしまう。（措置児童） 

 いつでも相談できるから江戸川区のアプリでホットラインを活用している。そのほ
かに児相職員、友だちに相談している。児童相談所は、連絡して職員の人に相談した

り、友だちには遊んでいるときに相談する。（措置児童） 

 区役所の窓口。中学校選択の時に相談に乗ってくれた。（日本語学級） 

 インターネットを利用している。会ったことはないが、ゲームで知り合った同郷の
18 歳の女性にチャットで相談する。頻度は内容や程度によると思うので何とも言え

ない。（日本語学級） 

 大好きなぬいぐるみ、飼っている魚、共育プラザの職員。（不登校（ユースサポート）） 

 親に話すのは気まずい。自分から相談しに行くのは相手がだれであろうと難しい。
（不登校（ユースサポート）） 
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子どもの権利があることを知っているか。周りの子どもたちの権利が守られていると思

うか 

 知らなかった。親・兄弟ともに虐待・ネグレクトの状態で、電話など持たせてもらえ
ず、そもそも相談する手段や相手がいない子もいる。小さい時から、大人への信頼

がない子にとっては相談先があっても相談する気にはならないと思う。（LGBT） 

 条例があることは知っている。出前授業がある前から知っていた。席を必ず男女隣
り合わせにしているのは差別といえば差別に当たるのかなと思った。（LGBT） 

 知らないが、守られていると感じる。自分がやりたいことはやらせてもらっている
と思うので。（ヤングケアラー） 

 知っているが守られていないと感じる。（ヤングケアラー） 

 守られていない。自分たちの意見は聞いてもらえず大人の言いなりだと感じる。（措
置児童） 

 前の施設にいた時と比べてよく守られていると感じる。前の施設は何か言うと否定
されるし、自分の意見を聞いてもらえなかったように感じた。（措置児童） 

 職員は相談したら解決策を出してくれる。汚い言葉も使わない。入ったときは洗濯
も掃除もできなかったけど、職員が一緒にやってくれて少しできるようになった。

（措置児童） 

 守られている。理由は安心して生活していくことができる。日常的に不自由がなく
生活できるから。里親に感謝している。（措置児童） 

 守られている。間違った行動をした時に、先生が自分のためを思ってしっかりと正
しいことを教えてくれているから。（日本語学級） 

 家族から権利があることを聞いたことがあった。守られている。自分が外国人だか
らという理由でクラスメイトから差別を受けたことが無いから。（日本語学級） 

 守られている。みんなお互いを尊重していると思う。障がいをもっている人への偏
見がまだあると思う。（不登校（ユースサポート）） 

  



 

54 

大人や区役所にしてもらいたいこと 

 校則はほとんどいらない。やりたいことをやらせても良いと思っている。中高生な
らある程度判断できると思う（LGBT） 

 各々が安心して過ごせる居場所があった方が良いと思う。家に居場所がない子ども
は多くいる。今は SNS などもあり外に出なくてもそれなりに生活できるが、その子

を引っ張りだすような仕組みを区でやってもらえればいいと思う。（LGBT） 

 公共施設の男子トイレを個室化や仕切りをつけるなど、もう少しプライバシーに配
慮してもらいたい。部活などで帰宅が遅くなるので街灯をもう少し設置してほしい。

室内で遊ぶ場を増やしてほしい。（LGBT） 

 相談に行ったときなど、たらい回しにせずにまずはちゃんと向き合って話を聞いて
ほしい。（ヤングケアラー） 

 奨学資金などの窓口や規定等を広げてほしい。貧困ではないけれど大学進学などは
かなり厳しい状況である。ヤングケアラーの相談窓口を充実してほしい。（ヤングケ

アラー） 

 AI の街になってほしい。配達する人が少ないから AI が発展して人ではないドロー
ンとかが配達すればいい。役に立つことを AI がどんどんやってほしい。（措置児童） 

 バスや電車が分かりやすくなってほしい。どれに乗ってどこで降りればいいか、運
賃をいくら払えばいいか分かりにくい。（措置児童） 

 治安がもっと良くなってほしい。不良が減ってほしい。（措置児童） 

 人が親切でやさしい、挨拶し合えるようなまち。最近挨拶しても無視する人が多い。
（措置児童） 

 災害対策をしっかりとやってほしい。（特別支援学級） 

 もっといろいろな外国人が住めるように、外国人の案内をする人を増やしてほしい。
自分が日本に来た時は何もわからなかった。（日本語学級） 

 江戸川区は今のままで良い。（日本語学級） 

 外国の本をもっと増やしてほしい。中央図書館のような大きいところにしかないの
で、外国の有名な本でいいので対応してほしい。できれば中国語が良い。（日本語学

級） 
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第８節 子どもの数（将来人口推計） 

０～17 歳の人口は令和２年から令和６年にかけて減少傾向となっています。今後

も減少が続く見込みで、本計画の最終年度である令和 11 年度には 86,466 人となる

予測です。 

      本計画の計画期間 

 実績 推計 

年齢 
令和 

２年 

令和 

３年 

令和 

４年 

令和 

５年 

令和 

６年 

令和 

７年 

令和 

８年 

令和 

９年 

令和 

10 年 

令和 

11 年 

０歳 5,231 4,781 4,619 4,527 4,420 4,216 4,179 4,155 4,130 4,107 

１歳 5,588 5,190 4,782 4,766 4,637 4,474 4,267 4,231 4,206 4,181 

２歳 5,735 5,395 5,097 4,697 4,693 4,531 4,372 4,170 4,135 4,110 

３歳 5,755 5,551 5,254 5,054 4,621 4,599 4,440 4,285 4,086 4,052 

４歳 5,911 5,564 5,448 5,213 4,989 4,536 4,514 4,358 4,205 4,010 

５歳 5,930 5,784 5,532 5,422 5,164 4,927 4,479 4,458 4,304 4,153 

６歳 5,893 5,801 5,699 5,458 5,368 5,088 4,855 4,413 4,392 4,240 

７歳 6,031 5,742 5,728 5,649 5,395 5,295 5,019 4,789 4,354 4,333 

８歳 5,863 5,977 5,716 5,719 5,666 5,371 5,273 4,997 4,769 4,335 

９歳 5,935 5,831 5,944 5,721 5,706 5,649 5,355 5,256 4,982 4,753 

１０歳 5,885 5,921 5,813 5,929 5,714 5,688 5,631 5,338 5,240 4,965 

１１歳 6,025 5,880 5,906 5,810 5,933 5,709 5,683 5,626 5,333 5,235 

１２歳 6,131 6,015 5,886 5,910 5,796 5,928 5,704 5,678 5,621 5,329 

１３歳 6,088 6,108 5,993 5,875 5,901 5,774 5,906 5,683 5,657 5,600 

１４歳 6,005 6,083 6,107 6,005 5,887 5,900 5,773 5,905 5,682 5,656 

１５歳 5,913 6,009 6,076 6,131 6,049 5,897 5,910 5,783 5,915 5,692 

１６歳 6,157 5,898 5,989 6,086 6,193 6,051 5,899 5,913 5,786 5,917 

１７歳 6,282 6,169 5,917 6,009 6,129 6,207 6,064 5,912 5,925 5,798 

合 計 106,358 103,699 101,506 99,981 98,261 95,840 93,323 90,950 88,722 86,466 

（単位：人） 

※令和 2～6年実績：住民基本台帳（各年 10 月１日） 
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▼ ０歳～５歳の子どもの数（将来人口推計） 

 

 

 

▼ ６歳～11 歳の子どもの数（将来人口推計） 

 

 

 

▼ 12 歳～17 歳の子どもの数（将来人口推計） 

 

 
  

5,231 4,781 4,619 4,527 4,420 4,216 4,179 4,155 4,130 4,107

11,323 10,585 9,879 9,463 9,330 9,005 8,639 8,401 8,341 8,291

17,596 16,899 16,234 15,689 14,774 14,062 13,433 13,101 12,595 12,215

34,150
32,265 30,732 29,679 28,524 27,283 26,251 25,657 25,066 24,613
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0歳

（人）

本計画の計画期間

推計

17,787 17,520 17,143 16,826 16,429 15,754 15,147 14,199 13,515 12,908

17,845 17,632 17,663 17,460 17,353 17,046 16,669 16,220 15,555 14,953

35,632 35,152 34,806 34,286 33,782 32,800 31,816 30,419 29,070 27,861
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9-11歳

6-8歳

推計（人）

本計画の計画期間

36,576 36,282 35,968 36,016 35,955 35,757 35,256 34,874 34,586 33,992
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推計
（人）

本計画の計画期間
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第９節 子どもと家庭を取り巻く状況等に見る課題 

１ 誕生前から幼児期 

０～17 歳の人口は令和２年から令和５年まで減少が続き、今後も減少の予測(p56)

です。 

社会増減では、結婚・出産を迎える世代や子育て世代が多い年齢層が、転入・転出

の中心となっています（p17）。自然増の要因の一つである合計特殊出生率は平成 28

年の 1.43 から令和 5 年の 1.07 まで継続的に下降しており（p15）、母親の年齢別出

生数では30～34歳での出生数が近隣区と比べて多くなっているのも本区の一つの特

徴です（p16）。 

本区において少子化の進行を食い止めることは重要な課題であり、解決を図るた

めには、本区で子どもを生み、育てようという気持ちを持てるようにする必要があ

ります。 

就学前保護者が子どもの数をもてないと思う理由では、「経済的にこれ以上の子ど

もをもつことが困難だから」が 66.3％と最も多く（p29）、少子化対策のために必要

だと思うことでは、就学前保護者・就学後保護者・若者世代とも「児童手当の増額な

ど、現金給付の強化」の回答割合が多く（就学前保護者では最多）（p42）なっていま

した。 

女性の就労状況ではいわゆる「Ｍ字曲線」がみられますが、そのカーブは徐々にゆ

るやかになっており、以前に比べて子育て期を含む女性の就労が進んでいます（p20）。 

また、フルタイムで就労する就学前児童の母親は継続的に増加し（p29）、平日の定

期的な教育・保育サービスの利用も継続的に増加しています（p30）。そして、就学前

保護者の約 30％は子どもを預かってもらえる親族や友人・知人はいないと回答して

います（p30）。 

一方、割合が次第に少なくなってきているとはいえ、家庭で保育する家庭は一定数

存在し（p21）、就学前保護者の約 30％は身近な地域で子育ての悩みを気軽に相談で

きるような活動を要望しています（p41）。 

江戸川区で子どもを生み、育てようという気持ちを持てるようになるためには、誕

生前から幼児期まで、直接的な経済的支援のみにとどまらず、仕事と子育てを両立

するための保育等サービスの充実、家庭での保育を支える環境づくりなど多方面か

らの対応が求められます。 

また、乳幼児と保護者の愛着形成や豊かな遊びと体験の機会を支援することは、保

護者が安心感をもって子育てできる環境づくりになることはもちろん、子どもが幸

せに成長する根本につながることであり、子どもを中心に据えた観点からも重要で

す。 
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２ 学童期・思春期 

就学後から 18 歳までの子どもの 90.6％は、いまの生活に満足しており（p31）、「自

分のことが好きだ」と思う子どもは 68.2％となっています（p31）。子どものアンケ

ート回答からみた生活の満足度や自己肯定感は、こども大綱に記載された国の現状

（生活に満足している 60.8％、今の自分が好き 60.0％、いずれも 2022 年）と比べ

ると高く、「自分は家族に大事にされていると思う」95.6％との回答（p31）が、それ

らの高さの背景になっているとも考えられます。 

また、「何かをがんばってやりとげたことがある」子どもは 84.7％、「がんばれば、

むくわれると思う」子どもは 79.1％となっています（p31）。 

学童期・思春期は、身体も心も大きく成長する時期、自己肯定感や道徳性、社会性

などを育む時期です。そこでは、時には課題に直面したり失敗しながら、自らの力で

なにかを成し遂げていく体験が大きな力となります。子どもたちが学びたい、挑戦

してみたいと思う気持ちを大切にし、様々な体験の機会を提供していくことが重要

です。 

学童期・思春期には、他者との接点や社会的活動が急激に増え、行動の範囲も広が

ることから、学業、進路、家族・友人との関係などについて悩みや葛藤が生まれるこ

とも少なくありません。 

子どもアンケートで、学校や仕事に行きたくないと思ったことは、「ない」が 40.9％、

「時々ある」が 39.8％でほぼ同じ割合、「よくある」は 17.5％となっています（p33）。

ここで「よくある」「時々ある」と答えた子どもの理由では「学校の勉強・仕事がき

らいだから」が 47.8％と最も多く、「心や体の調子が悪いから」が 23.9％、「友だち

や会社の人間関係がうまくいっていないから」が 22.4％となっています（p33）。例

えば学校や仕事に行きたくないという気持ちを持っていたとしても、その理由や背

景は一人ひとりで異なります。また、生まれ育った家庭の環境がそこに影響をおよ

ぼしている可能性もあります。 

同アンケートでは不安に感じることがあると答えた割合は 54.0％と過半数を超え

ています。（p31）事情によらず、またどのような成育環境にあっても、それぞれの子

どもの思いや願いに寄り添い、子どもとともに悩みや不安の軽減・解決に取り組め

るような支援のあり方が重要です。 
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３ 青年期 

青年期は大学等への進学や、就職、結婚といった様々なライフイベントが続く時期

であり、それぞれの場面で自分の選択・希望がかなえられるかどうかは、その先まで

本区で暮らしていくかどうかに大きく関わります。 

若者世代のアンケートで、今の暮らしに満足してるかどうかについては、「どちら

かといえば満足している」が 47.9％と最も多く、「満足している」が 32.3％で、両者

を合わせた「満足している」は 80.2％と、現在の暮らしの満足度は高くなっていま

す（p35）。今後の居住意向については、「当分の間は江戸川区で暮らしたい」が 55.9％

と最も多く、「ずっと江戸川区で暮らしたい」が 15.0％で続き、両者を合わせた今後

の居住継続の意向は 70.9％と７割を超えています（p35）。この、居住継続意向の内

訳における「当分の間」が「ずっと」に変わるためには、結婚や、その後の子育て環

境で、若者の希望がかなうよう支援することが重要と考えられます。 

結婚については、同アンケートで「いずれは結婚したい」29.7％（最多）、「将来的

にいい人がいれば結婚したい」23.4％（２位）、「できるだけ早く結婚したい」11.3％

（４位）と、合わせて 64.4％に結婚の意向があり、身近な状況を聞いた質問で「結

婚しているまわりの友人をみると幸せそうだ」と感じている人が 64.8％と、結婚に

対する肯定的な意見も６割以上となっています（p36）。 

本区の 20～34 歳までの有配偶者率は、男女ともに下降の傾向にあり（p18）、結婚

を希望する人への支援は、将来的な出生数の増加から少子化抑制につなげるという

観点からも重要です。 

子どもをもつことなどについては、若者世代のアンケートで、将来的にもちたい子

どもの数が「２人」45.0％（最多）、「１人」19.1％（２位）（p37）となっています。

区の少子化対策に対しては、「もっと取り組みを進めるべき」が 72.1％と最も多く

（p37）、少子化対策のために必要だと思うことでは、「賃上げ等による所得の増加」

が 73.9％、「児童手当の増額など、現金給付の強化」が 63.2％、「保育施設や保育サ

ービスの充実など、現物給付の強化」が 61.8％などとなっています（p37）。 

もちたい子どもの数などの希望がかなえられるようにするためには、経済的側面

やサービスの充実など多方面からの支援とともに、それらが用意されているという

ことが若者に伝わることも重要です。 
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４ 子ども・若者・子育て世代を地域全体で支える江戸川区らしい取り組み 

18 歳未満の障害者手帳所持者では、愛の手帳（知的障害者）及び精神障害者保健

福祉手帳が継続的に増加の傾向にあります（p20）。生活保護世帯に属する子どもの

進学率は、令和３年度時点で高等学校等進学率、大学等進学率ともに全国より高い

水準となっており（p21）、就学援助者の認定率は、小学校、中学校ともに減少傾向が

続いています（p21）。 

すべての子どもは、一人の人間として大切にされる存在であり、その成育環境、障

害や病気の有無などに関わらず、安心して育ち、遊び、学び、暮らしていく権利を持

っています。保護者のみならず地域社会のすべての人はその権利を守らなければい

けません。 

江戸川区としてのこの考え方は「江戸川区子どもの権利条例」の前文にも示されて

いますが、区に「子どもの権利条例」があることの認知度で、詳しい内容まで知って

いる割合は、就学前保護者で 3.9％、就学後保護者で 3.5％、18 歳未満の子どもで

6.1％、若者世代で 3.4％、中高年世代で 1.9％と高くありません（p43）。子どもに権

利があることを知っているのは全世代で６～７割を超えるものの、条例については、

全ての年代・層で「知らない」が半数を超えており、区の理念を実現してすべての子

どもが自分らしく健康で幸せに育つ社会をつくるためには、引き続き条例の周知に

努め、その理念が区民全体で共有されるよう図っていく必要があります。 

０歳から２歳の間、教育・保育等のサービスを使わずに家庭で保育を行っている割

合は減少の傾向にありますが、それでも令和６年度の時点で０歳は 84.6％、１歳は

43.2％、２歳は 37.7％が家庭保育です（p21）。家庭での教育や保育では、子育ての

当事者たる保護者が地域で孤立することなく、子育てに関する悩みや不安が生じて

も、それを抱え込まずに他者との対話等の中で不安感の軽減が図られることが望ま

しく、子育て家庭を取り巻く身近な地域の人々が子どもに関心を持ち、見守り、時に

は積極的に関わりをもってくれることも重要です。 

中高年世代のアンケートで聞いた地域の子どもとの関係についての考えでは、「子

どもは地域全体で育てる意識が必要だ」が 51.3％と最も多くなっていました（p40）。 

子育て当事者ではない中高年世代でも、まち全体で子どもの育ちを支える意識の

大切さが現れていることこそが「江戸川区らしさ」であり本区の強みです。 

逆に、子育て当事者である就学前保護者・就学後保護者による、身近な地域にある

といいと思う活動の回答では、子どもへの直接的な働きかけから子育て家庭への支

援と言えるものまで様々な希望、期待がみられます（p41）。 

様々な課題を抱える子どもや家庭を支援し、子どもの安全を守り、子ども・若者や

子育て当事者にやさしい社会をつくることに江戸川区らしい地域の力を最大限に活

かすためには、これまで取り組んできた地域共生社会の構築をさらに進めていく必

要があります。 



 

61 

 
第３章 計画の基本的な考え方 

第１節 基本理念 

 

 
 

全ての子どもは、成長・発達し、その子どもにとって最も良いことを考えてもらう

ことができる権利を持っています。子育ては親に第一義的な責任がありますが、加

速化する少子化や核家族化の進行、新型コロナウイルス感染症の流行等により、子

育ての孤立化が顕在化しています。さらに、物価の上昇に伴う家庭の消費支出の増

加などにより子育て期の家庭に様々な負担が生じています。また、進学、就職、結婚

といったライフイベントが重なる若者が、社会経済の状況や他者との関わりの中で

様々な悩みや不安を抱えることもあります。 

複雑な社会的背景や多様な家庭事情がある中で、子どもたちが健やかに生まれ育

ち、若者が将来に希望を持って暮らしていくためには、親や家族だけでなく、ライフ

ステージの段階に応じた様々な地域の見守りや支援が必要です。また、個人の価値

観が多様化する中、個人の価値観や考え方を尊重しながら、結婚や妊娠・出産、子育

てなどを自らが望んだ時にそれぞれの希望に応じた選択ができるよう地域・社会全

体で支えていくという環境も必要になります。 

本区ではこれまでも、「共生社会」の実現に取り組み、子どもや若者、高齢者、障

害のある方、外国籍の方など様々な状況に置かれた方々の誰もが、「自分らしく暮ら

せるまち」を目指してきました。令和３年７月に誕生した「江戸川区子どもの権利条

例」は、まさにこの共生社会の在り方をもって子どもの権利を大切に守っていくた

めの条例です。 

本計画「未来を支える江戸川こどもプラン」は、すべての子どもが健やかに成長で

きる社会をつくり、子どもたちの最善の利益を実現し、その先の若者世代までの輝

かしい未来を支えていくための計画です。子どもや若者たちは本区の未来を拓いて

くれる地域の宝であり、その意味で本計画はすべての区民の未来が託される計画で

あるとも言えます。 

子どもたちの最善の利益を実現することは、区の未来をつくることに通じます。

区、子どもの育ちや子育てに関わる団体・事業所を含む区民、子どもが育ち学ぶ施

設、さらには長年にわたる活発なコミュニティ活動によりつくられた本区の「地域

力」を結集して取り組む計画であることから、本計画の基本理念、すなわち目指すべ

き姿を「子どもの最善の利益を実現する共生社会」とします。  

目指すべき姿 
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本計画における共生社会構築と支援のイメージは以下のとおりです。 

子どもの生まれ育つ基本的な環境である家庭での子育てを重視し、教育・保育サー

ビスや学校と、地域ボランティアなど身近な地域活動も含めた区民の力で子どもの

育ちを支えます。なごみの家をはじめとする多様な参加・体験の場で交流と支えあ

いをつくり、江戸川区児童相談所「はあとポート」をはじめとする専門的機関が、子

どもの成長段階に応じて切れ目なく、また、様々な課題を持つ子どもや子育て家庭

が支援の手から漏れることのないよう、社会全体で支えます。 

すべての施策・支援は、子ども・若者の意見を大切にし、子ども・若者をまんなか

に据えた視点で展開されます。 
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第２節 基本方針 

基本理念に示す「目指すべき姿」を実現するため、次の７つの基本方針を掲げ、施

策の方向を明らかにするとともに、その総合的な展開を図ります。 

この基本方針では、前期計画「未来を支える江戸川こどもプラン（令和２～６年

度）」で示した基本方針「子ども支援」「親支援」「地域全体での支援」の概念は継承

しつつ、喫緊の課題である「少子化対策」や子どもの権利条例の制定を踏まえた「子

どもの権利」の視点を加えて新たに整理しています。 

 

基本方針１ 子どもの幸せを目指し、子どもを中心とした取り組みの充実 

【子ども支援】 

子どもや若者は、一人ひとりが様々な個性や能力を持ち、未来への可能性が開かれ

ています。全ての子どもや若者の最善の利益を第一に考え、誰一人取り残さず健や

かな成長につなげていくための子どもを中心に捉えた施策を充実していきます。 

そのため、子どもが心身共に豊かな人間として育つような乳幼児期の親子の愛着

形成や幼児期の教育・保育施設における教育（生活や遊びの中での学び）を通じて

「生きる力」の基礎を培い、大人になるための大切な時期である小学生から中学生、

中学卒業後まで、子どもの人間形成を支える取り組みを進めます。 

また、障害、生活上の困難、いじめ、児童虐待、社会的養育の必要性など、様々な

悩みや困難を抱える子どもやその家庭が、支援の手から漏れることのないよう取り

組みます。 

 

基本方針２ 子どもや若者、子育て当事者のライフステージに応じた切れ目ない支援 

【子ども・親支援】 

乳幼児期、就学期、青年期など、それぞれのライフステージで環境が大きく変わる

中であっても、子どもが自分らしく生活できるよう支える取り組みを進めます。 

子どもの誕生前の出産希望がある家庭からの支援を進め、妊娠期・出生後の幼児

期、学童期など切れ目なく保護者と子どもへの支援を行い、それぞれが望むような

子育てができるよう様々な取り組みを進めます。 

 

基本方針３ 子育て家庭を社会全体で支え、安心して子育てできる環境づくり 

【親支援】 

価値観や働き方の変化等により、子育て家庭を巡る環境が多様化しています。各家

庭を支援していくための取り組みを社会全体で進め、地域の中で安心して子育てが

できる環境づくりを進めます。また、ひとり親など家庭環境によって子どもが将来

の希望や可能性が奪われないようすべての子育て家庭を支える取り組みを進めます。 
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基本方針４ 当事者である子ども・若者の話を聞き、子どもにやさしい社会づくり 

【社会での支援】 

子どもや若者が自らの意見を表明でき、社会全体がその意見を尊重しながらまち

全体で子どもの育ちを支える社会づくりを進めます。 

本区は今までも区民のボランティアや地域活動による「地域力」に支えられながら

様々な取り組みを進めてきました。子どもにやさしい社会づくりを進めるため、引

き続きこの区の特色である良き地域性を生かしながら、さらに力強いものとするた

めの人材育成や地域での子育てに関わる人々を支援する仕組みづくりを推進します。 

 

基本方針５ 希望するライフプランが叶えられるよう、希望の実現を阻む障壁の打破 

【少子化の克服】 

本区の少子化の克服に向け、一人ひとりが望むライフプランが実現できるよう、取

り組みを進めます。個人の価値観を尊重した上で、出会い・結婚から出産・子育てま

でライフステージに合わせた幅広い支援を行います。 

 

基本方針６ 社会全体で子どもの権利を守る【子どもの権利の尊重】 

まち全体で子どもの育ちを支え、すべての子どもの最善の利益が実現できるよう、

江戸川区子どもの権利条例に謳われる理念に基づいた取り組みを進めます。子ども

の意見を尊重し、子どもが健やかに育つ生活環境の整備や、地域における支援の担

い手を育てながらその力を生かす取り組みにより、地域ぐるみで子ども・若者、子育

て当事者を支える社会づくりを推進します。 

 
 

基本方針７ すべての子どもの育ちを支える環境づくり 

【第三期江戸川区子ども・子育て支援事業計画】 

子どもや子育て家庭の状況や生活様式の多様化を踏まえ、幼児期の教育・保育と、

地域における多様な子ども・子育て支援の量的確保と質的改善を図り、家庭での保

育を支援することで、江戸川区において安心して子育てできる環境と「子どもの最

善の利益」が実現される社会を目指します。 
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第３節 施策の体系 
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第４章 妊娠期から就学前の幼児期までの支援 

 
 

4-1 安心できる出産・子育て 

 4-1-1 妊娠前・妊娠・出産直前のサポート 

 4-1-2 出産後の母子保健 

 4-1-3 家庭保育支援 

 4-1-4 保育環境の整備・充実 

4-2 乳幼児期の豊かな発達 

 4-2-1 愛着形成期の親子支援 

 4-2-2 幼児教育・保育の質の向上 

 
 

  



 

68 

第１節 安心できる出産・子育て 

４-１-１ 妊娠前・妊娠・出産直前のサポート 

妊娠・出産の希望を叶えるため、子どもが生まれる前からサポートを行います。将

来の妊娠に備える健康管理や妊娠・出産に関わる不安の軽減を図り、母子ともに健

康で、安心して出産を迎えられるよう支援します。 

 

1 プレコンセプションケア支援事業 

 ○将来の妊娠に備えた健康意識の向上を促すことを目的として、プレコンセプションケ

ア（将来の妊娠のための健康管理を促す取り組み）の一環として、未婚者を対象とし

たヘルスチェック及び専門相談を行います。 

  健康サービス課 

2 親子健康手帳（母子健康手帳） 

 ○父親の育児参画を促進するとともに、家族で、妊娠期から 18 歳まで活用できるよう

に母子健康手帳の内容を刷新し「親子健康手帳」としています。 

〇手帳配付時に様々な保健サービスの案内が入った「母と子の保健バック」をお渡しし、

制度周知を行います。 

〇電子手帳の導入を検討していきます。 

  健康サービス課 

3 妊婦全数面接（ぴよママ相談） 

 ○妊娠期から子育て期にわたる支援として、妊娠届出時や転入時に妊娠中の不安や心配

事に対して保健師等の専門職が面接することで、不安を軽減し、安心して出産を迎え

られるよう支援しています。支援が必要な妊婦に対しては、支援プランを作成し継続

的に支援を実施しています。 

○生活困難や虐待のリスクなど様々な課題の早期把握・早期対応に結びつけるため、全

数面接を実施しており、今後も継続していきます。 

  健康サービス課 

4 
妊婦のための支援給付事業（子ども・子育て支援法）、妊婦等包括相談支援事業型

（児童福祉法）  

 〇妊娠期からの切れ目ない支援を行う観点から、妊婦等の身体的・精神的ケア及び経済

的支援を実施します。 

〇妊婦・その配偶者等に対して面談等により情報提供や相談を行うことで、妊娠期から

妊産婦等に寄り添い、出産・育児に必要な支援の推進を図ります。 

  健康サービス課 
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5 母子保健の充実 

 ○妊婦健診、乳幼児健診の体制を確保し、妊娠期から乳幼児期の健康づくりの充実、母

子保健の向上に努めています。個別健診・集団健診を通じて妊婦及び乳幼児の健康づ

くりを行うともに、超音波検査及び多胎妊婦への助成回数を拡大し事業内容の充実を

図ってきました。 

○健診未受診者の状況を把握し、案内等の徹底や受診しやすい環境の整備により受診率

の向上を図ります。 

  健康サービス課 

6 子育て応援アプリ「ぴよナビ えどがわ」 

 ○妊娠期からの健康状態や子どもの成長の記録、予防接種のスケジュール管理ができ、

それを家族で共有できるアプリです。江戸川区からの最新情報がリアルタイムで届く

プッシュ機能もあります。 

〇親子健康手帳（母子健康手帳）と合わせての活用を勧奨していきます。 

  健康サービス課 

7 ハローベビー教室 

 ○妊娠・出産の知識や子育ての具体的なイメージ化を進めて育児力の向上を図るよう、

プログラム等を工夫して実施しています。 

〇休日コースの開催回数を増やす他、平日コースの「時間帯」「曜日」の選択肢を増や

すなど、より参加しやすい形となるよう努めており、今後も妊婦全数面接で初妊婦と

そのパートナーの参加を促しながら参加者の拡大を図ります。 

  健康サービス課 

8 入院助産 

 ○保健上必要があるにもかかわらず、経済的に困窮しており病院等施設における出産費

用を負担できない方について、安心安全に出産していただくために、本人から申請が

あった場合に出産にかかる費用を公費で負担します。 

○対象となる方には情報を提供し、申請を勧奨していきます。 

  健康サービス課 

9 転入世帯における要支援家庭の早期発見の強化 

 ○妊娠期から本区に在住し、継続的に支援を行っている世帯と比べて、他自治体から転

入してくる世帯は実態把握に時間がかかります。 

○他自治体からの転入家庭ではそれぞれの関係機関と連携しながら支援体制を構築し

ており、それ以外の家庭については未就園児家庭訪問事業で状況を把握しています。 

○転入妊婦を把握した際には妊娠届出時と同様に全数面接を実施しており、今後も継続

していきます。 

  相談課／健康サービス課 
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10 特定妊婦や飛び込み出産の妊産婦対応 

 ○出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦

（特定妊婦）や妊婦健診未受診等の医学的リスクが高い飛び込み出産の妊産婦は、予

期しない妊娠、知的・精神的な問題、社会からの孤立感など様々な課題が複雑に絡み

あい、家族の支援が期待できない状況にあります。 

○未受診妊婦や飛び込み出産を把握した時点から保健師が関わり、関係機関と連携をと

りながら継続支援しており、今後も関係機関と連携して支援を行っていきます。 

  相談課／健康サービス課 

11 歯科健診・歯科相談の充実 

 〇妊婦歯科健診、乳幼児歯科健診の体制を確保し、妊娠期から乳幼児期の歯科疾患の予

防と口腔機能の育成支援を行い、歯科口腔保健の向上に努めています。歯科健診及び

歯科保健指導を通じて妊産婦及び乳幼児の歯と口の健康づくりを行います。 

  健康サービス課 
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４-１-２ 出産後の母子保健 

出産期、新生児期及び乳幼児期を通じて母子の健康が確保されるよう、子どもの発

育や成長段階に応じた疾病予防・健康増進のための取り組みや相談体制の充実、各

種健康診査を着実に実施します。出産直後から、母子に対する健診や相談対応、情報

提供、講習等の実施により心身のケア・育児のサポートを行います。 

 

1 母子保健の充実【再掲】 

 ○妊婦健診、乳幼児健診の体制を確保し、妊娠期から乳幼児期の健康づくりの充実、母

子保健の向上に努めています。個別健診・集団健診を通じて妊婦及び乳幼児の健康づ

くりを行うともに、超音波検査及び多胎妊婦への助成回数を拡大し事業内容の充実を

図ってきました。 

○健診未受診者の状況を把握し、案内等の徹底や受診しやすい環境の整備により受診率

の向上を図ります。 

  健康サービス課 

2 産後ケア事業 

 ○産後ケア（宿泊型）と（デイサービス型）は、産後の不安定な時期に、助産師等の専

門職による母乳指導や育児指導、休養をとることができます。産後ケア（訪問型）は、

自宅で助産師による授乳指導や乳房ケア、育児相談が受けられます。これらをとおし

て、育児不安を軽減し、児童虐待の防止に努めます。 

〇利用負担金の見直しや利用できる病院数の拡充等、支援の拡大に努めています。今後

も利用のしやすさを追求しつつ支援を継続します。 

  健康サービス課 

3 新生児訪問 

 ○出生後、申し込みのあった家庭に助産師又は保健師が訪問し、赤ちゃんの体重測定・

授乳などの育児相談やお母さんの健康相談を受け、子育て支援情報を案内します。 

〇産婦の孤立化を防ぐ意味でも重要性は増しており、引き続き取り組んでいきます。 

  健康サービス課 

4 子育ておむつ定期便 

 ○０歳児を養育する家庭を対象に、見守り配達員が定期的に訪問し、見守り支援を行い

ます。 

〇訪問時、お会いできた際におむつ等のベビー用品を渡します。 

  健康サービス課 
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5 ファーストバースデーサポート・２nd バースデーサポート事業 

 ○公的な健診機会の少ない１歳・２歳を迎える子どもを養育している家庭を対象にアン

ケートを実施し、回答のあった家庭に「ギフトカード」を配付します。 

〇アンケートでの家庭状況の把握を図り、必要に応じて適切な支援につなげていきま

す。 

  健康サービス課 

6 乳幼児期からの歯科健診・歯科相談の充実 

 ○１歳児歯科相談（歯ッピー教室）、１歳６か月児歯科健康診査、２歳児歯科相談（歯

ウツー教室）、２歳６か月児歯科健康診査を行い、乳幼児期の歯と口腔の健康づくり

の充実を進め、母子保健の向上に努めます。 

○７か月児歯科相談(歯育て教室)を乳児健康診査時に案内し、歯の健康に関する相談に

応じます。 

〇歯育て教室は歯と口の健康づくりに加え、子育て支援の一環として有意義であると考

えられます。低年齢からかかりつけ歯科医を持ち、乳幼児が歯科受診しやすい環境を

整備するよう努めます。 

  健康サービス課 

7 園児の歯と口の健康づくりの推進 

 〇保育園・幼稚園と連携し、子ども自身が歯と口に関心をもち、自分の歯を自分で守る

習慣が身につくための歯科保健活動の支援と、むし歯予防・健康格差対策としてフッ

化物洗口を実施します。 

  健康サービス課 

8 発達障害の早期発見のための乳幼児健診を活用したスクリーニング 

 ○早期発見のため、１歳６か月児歯科健診における M－CHAT（乳幼児自閉症チェックリ

スト修正版）の実施により、保護者の発達障害への理解と気づきを促すとともに早期

療育につなげていきます。 

  健康サービス課 

9 乳幼児栄養相談 

 ○乳幼児期の健やかな発育のための栄養・食生活の相談と乳幼児期特有の食の悩みや不

安の解決のための相談を行います。 

〇引き続き事業の周知に取り組み、利用拡大を図ります。 

  健康サービス課 
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10 離乳食講習会 

 ○５か月から１歳６か月までの離乳食期に保護者の不安を軽減し、自信を持って離乳食

が進められるよう講習会を行います。 

〇離乳食期が、乳幼児期の適正な体重増加に重要であると、健診データ分析によりわか

りました。適切な成長のため、離乳食期のつまづきをなくすよう支援を継続していき

ます。 

  健康サービス課 

11 多胎児家庭に対する支援 

 ○多胎児家庭の妊娠・出産・育児に伴う身体的・精神的な負担や、社会からの孤立感の

軽減を図るための支援を行います。 

〇子育てひろばでの多胎児の会実施や移動経費の補助など取り組みを拡大し、ベビーシ

ッター利用支援や家事支援事業など既存施策の利用時間の拡大を図っています。引き

続き実施していきます。 

  健康サービス課／子育て支援課 
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４-１-３ 家庭保育支援 

本区では、０～２歳児の低年齢期に家庭で保育する世帯が多くあります。核家族化

などが進む中にあって、家庭で保育している保護者は社会的とのつながりが希薄に

なりがちです。親子の孤立化を防ぎ、育児の不安や悩みを気軽に相談できる施策や

一時的な預かりを拡充するなど、安心して家庭保育が選択できる環境の充実に努め

ます。 

 

1 家事・育児支援事業「えどがわママパパ応援隊」 

 ○３歳未満の子ども、または多胎の妊婦がいる世帯に家事・育児支援サービスを提供し

ます。保護者の家事・育児負担感の軽減を図り、子どもと楽しく過ごす時間を増やせ

るように支援します。家事・育児支援サポーターに育児の不安や悩みを気軽に相談で

きることで、保護者の孤立感を減らしていきます。 

○恒常的なサポーターの確保に努め、事業実施で把握した課題のある世帯を必要な支援

につなげるために関係機関との連携を進めます。 

  相談課 

2 ファミリーサポート事業の充実 

 ○区民同士の支えあい活動であるファミリーサポート事業について、多様化する依頼内

容に対応していくため、協力会員の増強及びサブ・リーダーの発掘に努め、地域力を

活かした子育て支援としての充実を図ります。 

○外国人会員の増加などによる様々なニーズに対応できるよう、協力会員については幅

広い層からの確保を図ります。 

  相談課 

3 子どもと家庭のおとなりさん事業 

 ○様々な支援が必要な子どもや家庭に対し、地域の人々が「おとなりさん」として、ぬ

くもりのある地域での関わりを持っていただく仕組み「おとなりさんボランティア」

を通じ、子育てひろば等での支援、家庭への派遣による支援を行います。 

〇担い手としてのボランティア養成講座を継続的に実施します。 

  相談課 

4 育児支援ヘルパーの派遣 

 〇養育支援が特に必要であると判断した家庭に対して育児、家事等の援助を行うことに

より、子育て家庭が抱える養育上の諸問題の解決及び軽減を図り、適切な児童の養育

が可能となるよう支援します。 

  相談課 

5 一時保育及び緊急一時保育の推進 

 ○育児疲れやリフレッシュなど、家庭保育を行う保護者の多様なニーズに対応するため

一時保育の拡充に取り組みます。 

○保護者の緊急入院時でも、依頼を受けたら迅速に対応できるよう、緊急一時保育の利

便性を高める方策を検討していきます。 

  子育て支援課／保育課 
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6 保育所等での未就園児定期預かり事業・こども誰でも通園制度の実施 

 ○要支援家庭に定期的な保育環境を提供することで、子どもの健やかな成長を図るとと

もに、孤立化防止や定期的な見守りによる虐待の未然防止を図ります。 

〇令和８年度以降に本格実施される「こども誰でも通園制度」に向けて、受け入れ体制

の整備を図ります。 

  子育て支援課／保育課 

7 ベビーシッターによる一時保育の利用補助 

 ○保護者の理由を問わず、ベビーシッターによる一時的な保育を利用した際の費用を助

成することで、保護者の子育ての負担軽減を図ります。 

  子育て支援課 

8 子どもショートステイ事業・子どもトワイライトステイ事業 

 ○保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となっ

た児童について、宿泊を伴う保育を行う事業です。区が委託した施設や協力家庭でお

預かりします。 

○トワイライトステイは宿泊を伴わない夕方から夜間の時間に保育を行います。 

  相談課 

9 未就園児家庭訪問事業 

 ○保育園や幼稚園などに通っていない子どもがいるご家庭に対象見守り訪問を行い、子

育てに関する相談や支援につながる情報をご案内しています。 

○保護者の経済状況や養育状況によって子どもを保育園や幼稚園へ就園させないケー

スでは、養育上の課題が外部の支援につながらず問題解決を難しくしていることもあ

ります。、４～５歳になっても就園しない児童について、関係機関との協力のもと、

積極的に実態を把握できる仕組みを検討します。 

  相談課 

10 子育てひろば 

 ○就学前の乳幼児と保護者が、自由に遊び、交流しながら、子育ての仲間づくりや情報

交換を行える場所である子育てひろばに、子育てに関する相談を気軽に受けられる人

材を配置し、空白地域の解消及びひろばでの相談機能の強化を図ります。 

  子育て支援課 

11 子育て安心パスポート事業（区立保育園での育児相談等） 

 ○家庭で子育て中の世帯が気軽に育児相談ができ、育児の楽しさを感じられるよう、身

近な区立保育園全園で、「育児相談」「保育園にあそびにきませんか」「親子 de チ

ャレンジ」「園庭開放」「プール開放」等を実施します。 

○地域によらず参加が行われるよう、「子育て安心 パスポート」の発行で、継続的な参

加を促すとともに、より多くの家庭への事業の周知を行います。 

  保育課 
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12 ＭＣＧ（マザーアンドチャイルドグループ） 

 ○育児困難を抱えた母親たちが、グループケアを通じ親子関係や家族関係等の問題解決

が図れるよう支援し、児童虐待の防止に努めます。 

  健康サービス課 

13 多胎児家庭移動経費補助事業 

 ○０～2 歳の多胎児を養育する家庭に対し、保健師による訪問又は面接を実施したうえ

で、タクシーにも使える「こども商品券」を配付します。 

  健康サービス課 

14 パパとパートナーの育児ゼミ 

 ○妊婦の夫（パートナー）または０歳から２歳の父親を対象に、育児スキルを学ぶ講義

の受講やパパ友同士で子育てを語る育児ゼミを WEB で開催します。 

  健康サービス課 

15 区内中小企業従業員の育児休業取得促進に向けた取り組み（長期育休支援制度） 

 ○国の育休制度（２歳以降）を超える３歳の年の年度末まで育休期間を延長した方に補

助をすることで、待機児童のない３歳児での入園を促すとともにワーク・ライフ・バ

ランスの推進を図ります。 

  子育て支援課 
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４-１-４ 保育環境の整備・充実 

共働き世帯が増加し、働き方や望む保育のあり方が多様化している中、様々な保育

の形が求められています。子育て家庭が安心して子育てできる環境をつくるために

サービスの担い手への支援や、利用者の視点にたった利便性の向上などを通じて、

多方面からの保育環境整備・充実を図ります。 

 

1 保育ママ制度の充実 

 ○本区の「保育ママ制度」は、愛情あふれる保育を０歳の子どもに提供するものです。 

〇「えどがわ 50 の子育てプラン」に基づき、令和５年 10 月から給食の無償提供を実施

しています。より受託児の成長にあわせた対応を進めます。 

〇引き続き保育ママの拡充に努め、利用者が希望の地域で子どもを預けられるように取

り組みます。 

  保育課 

2 認可保育施設の充実 

 ○地域ごとの保育ニーズと保育の質の確保の両面を勘案し、良質な保育事業者の選定な

どに留意して整備を進め、待機児童数ゼロを維持します。 

○小規模保育所については、３歳からの連携施設の確保を支援し、保護者の不安解消に

努めます。 

  子育て支援課 

3 大規模マンション開発における認可保育施設の設置誘導 

 ○住宅等整備事業における基準等に関する条例において、200 戸以上の住宅建設に際し

て保育施設設置協議が義務づけられています。区が保育事業者に対して開設準備経費

補助を行うことにより、認可保育施設の設置を誘導します。 

  子育て支援課 

4 保育園での使用済みおむつ処理経費の補助 

 ○保育施設に対し、使用済みおむつの処理経費を補助するなどにより、おむつの持ち帰

りをなくすことで保護者の物理的な負担軽減を図ります。 

  子育て支援課／保育課 

5 病児・病後児保育施設への運営補助 

 ○病気の治療中・回復期にあり、まだ集団生活が困難な子どもを保育する医療機関に対

し補助を行います。 

〇利用料無償化を継続するなど、さらに利用しやすい環境づくりを進めます。 

  子育て支援課 
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6 幼稚園における預かり保育等の推進 

 ○多様化する保護者の保育ニーズに対応するため、教育時間外の預かり保育を一定以上

実施する私立幼稚園に対して運営費の支援を行います。 

〇区立幼稚園では、一時的に保育が困難な保護者に対して、ショートサポート保育の十

分な活用を進めます。 

  子育て支援課／学務課 

7 将来的な区立保育園のあり方の検討 

 ○多様な保育ニーズへの対応や少子化の進行、老朽化が進む園舎の状況、民営化のあり

方などを踏まえつつ、将来的な区立保育園のあり方を検討してまいります。 

○保育施設の充足状況を踏まえながら、区立保育園は受け入れの調整機能を担っていき

ます。 

  子育て支援課／保育課 

8 医療的ケア・障害を持つ児童に対する保育の実施 

 ○保育施設で医療的ケアが必要な児童や障害を持つ児童を受け入れるにあたって、看護

師等の専門職の配置・支援を行うことで受け入れを促進します。 

  子育て支援課／保育課 

9 休日保育の実施 

 ○日曜の保育ニーズに対応するため、区立保育園で休日保育を実施します。 

  保育課 

10 ベビーシッター事業の活用 

 ○待機児童対策としてベビーシッターの利用にかかる費用の助成を行っています。 

○今後の保育需要や実施主体である東京都の動向も踏まえて制度内容を検討します。 

  子育て支援課 

11 保育園発達支援コーディネーターの育成 

 ○区立及び私立保育園において、発達に課題を抱える子どもへの理解を深め、保護者へ

の適切な対応や支援を行うことができるように保育園発達支援コーディネーターを

育成します。 

〇コーディネーターのステップアップ研修を実施し、専門性の向上を図るとともに、関

係機関との連携強化も推進していきます。 

  保育課 

12 保育園等における地域の子育て支援機能の強化 

 ○地域において支援を必要とする子ども、家庭が増加し、保育園等の保護者支援、地域

の子育て支援の重要性が高まっています。 

〇教育・保育施設が果たす今日的な児童福祉施設の役割を検討し、地域の子育て支援機

能の強化を図ります。 

  子育て支援課／保育課 
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第２節 乳幼児期の豊かな発達 

４-２-１ 愛着形成期の親子支援 

子どもの発達には、特定の大人との信頼に満ちた関係が大切です。 

特に、乳幼児期の親子間の愛着形成（アタッチメント）は、その後の心の発達、人

間形成の基盤として重要な役割を持つと言われており、その理解を家庭に広める取

り組みを積極的に進めます。また、保育園等の集団保育の場においても、保育者との

愛着形成に資するための取り組みを進めます。 

 

1 愛着形成の普及啓発 

 ○０～２歳児期における愛着形成と非認知能力の重要性をわかりやすく保護者に啓発

していきます。 

○個別相談等における普及啓発を今後も継続していきます。 

○愛着形成等を進めるガイドブックを作成し保育園を通じて配付しています。特に必要

と考えられる家庭に耳を傾けてもらえるよう引き続き努めます。 

  子育て支援課／保育課／健康サービス課 

2 江戸川区保育の質ガイドラインの周知 

 ○子どもの権利や愛着形成を基盤として、保育のあるべき姿、目指すべき方向性を示し

た『江戸川区保育の質ガイドライン』の周知を図ります。 

○保育の質ガイドラインと併せて、保育園で大切にしている視点を掲載した保護者向け

冊子「とも育ちのぽけっと」を活用し、令和６年４月より配布し、家庭に対しても愛

着形成や非認知能力の大切さの周知を図っています。 

○各地域の区立保育園が事務局となり、私立保育園等とともに研修会を実施します。 

  子育て支援課／保育課 

3 保育ママ制度の充実【再掲】 

 ○本区の「保育ママ制度」は、愛情あふれる保育を０歳の子どもに提供するものです。 

〇「えどがわ 50 の子育てプラン」に基づき、令和５年 10 月から給食の無償提供を実施

しています。より受託児の成長にあわせた対応を進めます。 

〇引き続き保育ママの拡充に努め、利用者が希望の地域で子どもを預けられるように取

り組みます。 

  保育課 

4 子育て安心パスポート事業（区立保育園での育児相談等）【再掲】 

 ○家庭で子育て中の世帯が気軽に育児相談ができ、育児の楽しさを感じられるよう、身

近な区立保育園全園で、「育児相談」「保育園にあそびにきませんか」「親子 de チ

ャレンジ」「園庭開放」「プール開放」等を実施します。 

○地域によらず参加が行われるよう、「子育て安心 パスポート」の発行で、継続的な参

加を促すとともに、より多くの家庭への事業の周知を行います。 

  保育課 
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5 家事・育児支援事業「えどがわママパパ応援隊」【再掲】 

 ○３歳未満の子ども、または多胎の妊婦がいる世帯に家事・育児支援サービスを提供し

ます。保護者の家事・育児負担感の軽減を図り、子どもと楽しく過ごす時間を増やせ

るように支援します。家事・育児支援サポーターに育児の不安や悩みを気軽に相談で

きることで、保護者の孤立感を減らしていきます。 

○恒常的なサポーターの確保に努め、事業実施で把握した課題のある世帯を必要な支援

につなげるために関係機関との連携を進めます。 

  相談課 

6 保育園・幼稚園における食育 

 ○家庭での食育への理解を進めるため、保育園や幼稚園で、食を営む力の育成に向け、

その基礎を培うため食育を実施し、保護者にその大切さを伝えていきます。 

○現在行っている、リーフレット、お便りに加え、効果的なお知らせの方法を検討して

いきます。 

〇私立保育園・幼稚園における実施が広がるよう努めます。 

  保育課／健康サービス課 

7 区内中小企業従業員の育児休業取得促進に向けた取り組み（長期育休支援制度）【再掲】  

 〇国の育休制度（２歳以降）を超える３歳の年の年度末まで育休期間を延長した方に補

助をすることで、待機児童のない３歳児での入園を促すとともにワーク・ライフ・バ

ランスの推進を図ります。 

  子育て支援課 
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４-２-２ 幼児教育・保育の質の向上 

子どもたちの生きる力を育むため、将来大人になった時の社会生活に大きな影響

を与える非認知能力を保育・幼児教育の中で育てる取り組みを進めます。また、幼児

教育・保育施設への巡回・指導や保育士確保の取り組みを通じて保育・幼児教育の質

の向上を図ります。 

 

1 江戸川区保育の質ガイドラインによる教育・保育の周知【再掲】 

 ○子どもの権利や愛着形成を基盤として、保育のあるべき姿、目指すべき方向性を示し

た『江戸川区保育の質ガイドライン』の周知を図ります。 

〇保育の質ガイドラインと併せて、保育園で大切にしている視点を掲載した保護者向け

冊子「とも育ちのぽけっと」を活用し、令和６年４月より配布し、家庭に対しても愛

着形成や非認知能力の大切さの周知を図っています。 

○各地域の区立保育園が事務局となり、私立保育園等とともに研修会を実施します。 

  子育て支援課／保育課 

2 非認知能力を育む取り組み 

 ○保育園や幼稚園における集団保育や幼児教育の中で、非認知能力を育む取り組みを進

めます。 

○非認知能力とは何か、乳幼児期に非認知能力の基礎を育てることの大切さなど、家庭

での理解が進むよう普及啓発を行います。 

〇非認知能力を育む東京都の「すくわくプログラム」も活用しながら、さらなる家庭で

の理解につなげていきます。 

  子育て支援課／保育課 

3 多様なニーズに対応した幼稚園 

 ○本区は幼児教育を私立中心に推進しています。各園では私学ならではの特色ある教育

が行われており、区では国の水準を上回る保育料無償化によって、保護者が安心して

幼児教育を受けられる環境を整えています。なお、区立幼稚園においても、集団生活

を通じて健全な成長を促し、人格形成の基礎を培います。 

〇誰もが幼児教育が受けられるよう近年増加している外国籍や配慮が必要な児童の受

け入れに対する支援を検討します。 

〇私立幼稚園が保育機能を付与した認定こども園への移行する際には、私立園の自主性

を尊重しながら相談にのっていきます。将来的な地域の保育ニーズを勘案しながら、

特色のあるこども園への移行を支援します。 

  子育て支援課／学務課 
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4 保育施設への研修、巡回及び指導検査の実施 

 ○保育施設に対して保育の質向上のための研修会を実施します。 

○認可外保育施設を含む保育施設への定期的な巡回・指導により、必要な助言や指導を

行うことで、施設の適切な運営及び保育の質の向上を図ります。 

○計画的な指導検査により指導を要する件数も減少傾向にありますが、引き続き適切に

検査を実施します。 

  子育て支援課／保育課 

5 就学に向けた、幼児期の教育・保育施設と小学校の接続強化 

 ○幼稚園や保育園等と小学校とでは、子どもの生活や教育方法等が異なりますが、本来、

子どもの発達や学びは連続しているものであり、発達や学びの連続性を踏まえた指導

内容や指導方法の充実は重要です。 

○幼稚園や保育園等の保育者と小学校の教師が、子どもの成長を通して、幼児期から児

童期への発達の流れを長期的な視点で捉え、就学前教育と小学校教育との円滑な接続

を行います。 

  子育て支援課／保育課／教育指導課 

6 保育園・幼稚園における食育【再掲】 

 ○家庭での食育への理解を進めるため、保育園や幼稚園で、食を営む力の育成に向け、

その基礎を培うため食育を実施し、保護者にその大切さを伝えていきます。 

○現在行っている、リーフレット、お便りに加え、効果的なお知らせの方法を検討して

いきます。 

〇私立保育園・幼稚園における実施が広がるよう努めます。 

  保育課／健康サービス課 

7 保育士確保に向けた取り組み 

 〇保育士確保に向けて、保育士就職フェアの実施など関係団体と連携した取り組みを進

めます。 

〇本区独自の処遇改善のほか、国や都の制度を活用しながら保育士の確保及び定着・育

成に向けた取り組みを進めていきます。 

  子育て支援課 
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第５章 就学後から18歳までの 

子どもに対する支援 

 
 

5-1 生きる力を育む取り組み 

 5-1-1 多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり 

 5-1-2 学校を通じた様々な学び 

5-2 すべての子どもの幸せな成長 

 5-2-1 生まれもった個性や環境によらず健やかに成長できる支援 
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第１節 生きる力を育む取り組み 

５-１-１ 多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり 

様々な遊びや体験活動は、子どもの健やかな成長に欠かせないものです。学校以外

での学習機会の提供、多様な遊びや体験活動の機会をつくり、子どもたちの将来の

人生が豊かで夢のあるものになるよう支援します。 

 

1 すくすくスクール事業 

 ○すくすくスクールでは、学校・地域・保護者が連携し、多くのボランティアの協力の

もと、様々な体験やふれあいを通して子どもたちの豊かな心を育んでいます。 

〇学校長期休業中の学童クラブの開始時間の前倒しや昼食提供、学童クラブ開設時間の

延長、補食提供等に対応してきています。 

○区内小学校の全校に配置されており、放課後等における健全育成のための活動場所に

学童クラブの機能を包含させた事業であることから、国の「放課後児童対策パッケー

ジ」を踏まえたものとして引き続き充実を図ります。 

  教育推進課 

2 共育プラザ（中高生の居場所づくり） 

 ○中高生が利用しやすいような居場所づくりを進めるとともに自主的・主体的な活動を

支援します。 

○「中高生世代の誰もが気軽に利用しやすいような施設運営」「中高生が自ら活動でき

る事業体制の整備」「生活上の困難や悩みを抱える中高生への適切な対応」により運

営の充実を図ります。令和５年度より全７館の運営業務を民間委託により行っていま

す。 

  健全育成課 

3 鈴木青少年の翼 

 ○区内の中高生を海外に派遣する国際交流事業です。ホームステイや学校体験により、

現地の人々との交流を通して国際感覚を持った人材の育成を目的としています。派遣

を通じて海外や外国語に興味を持ち、JICA 海外協力隊や外資系の会社、通訳など国際

的に活躍している参加者がいます。 

  健全育成課 

4 国際交流事業 

 ○中高生が多文化理解を深め、国際感覚を養うことを目的として、中高生と外国人がレ

クリエーションなどを通して交流するイベントを行います。 

  健全育成課 
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5 体力づくり・スポーツの場の提供 

 ○子どもの人間形成や健康づくりに資するため、身体を動かし、スポーツに親しむ場を

提供します。 

○総合体育館やスポーツセンター等のスポーツ施設において、一般公開や各種教室事業

等を実施しています。また、一部の小・中学校において「遊び場開放（小学校の校庭）」

「スポーツ指定開放（指定小・中学校の体育館）」を実施しています。 

○スポーツ団体においても、区民カヌー体験教室などの体験事業や、スポーツ推進委員

会による「地域スポーツ講座」、体育会加盟団体などによるジュニア育成事業等を実

施しています。 

  スポーツ振興課／教育推進課 

6 魔法の文学館（江戸川区角野栄子児童文学館） 

 ○本区ゆかりの児童文学作家角野栄子氏の功績と、「魔女の宅急便」に代表される物語

の世界観を、区の誇る文化として継承し、児童文学の素晴らしさを発信します。 

○黒猫シアター、ライブラリー、栄子さんのアトリエ、ギャラリー等により、子どもた

ちが児童文学に親しみ、豊かな想像力を育む場としています。 

  文化課 

7 子ども未来館 

 ○小学生が楽しく学び、体験ができる、様々なプログラムを実施しています。子ども図

書館が併設されており、プログラムで学んだ事についてより深く知りたい時は、すぐ

に調べる事ができます。 

○未来を担う創造性豊かな子どもの育成に寄与するため、科学や自然、生きものや歴史、

ものづくりなど多岐に渡る分野で、魅力的なプログラムの開発に努めます。 

  健全育成課 

8 江戸川区少年少女合唱団 

 ○江戸川区少年少女合唱団は、合唱活動を通して創造性を高め、さらに集団活動と仲間

づくりを通して自主性と社会性を身につけます。 

○日頃の練習や演奏会等、熱心に取り組んでおり、今後も子どもたちが音楽を愛する心

を育み、豊かな感性を得られるよう、その活動を支援します。 

  健全育成課 

9 動物の飼育及びふれあい事業 

 〇動物とのふれあいを通して、子どもたちに生命の尊さや自然への理解を深めてもら

い、心身の成長の礎となる多様な実体験ができる事業を展開します。  

〇障害者の体験乗馬を運営し、障害の有無にかかわらず、馬に親しめる環境を推進しま

す。 

  水とみどりの課／えどがわ環境財団 
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10 花とみどりの環境学習（ウエルカムガーデン） 

 〇環境教育冊子「花とみどりと私たち」を使った環境学習(出張啓発事業)を学校や地域

で展開します。 

〇身近な花や緑の育成体験（花育）をしながら自然環境に対する意識を高める学びの機

会の充実を図ります。 

  水とみどりの課／えどがわ環境財団 

11 公園でのプレーリーダーの配置を通した子育て環境の整備事業 

 〇子どもの外遊びの機会が減少しており、運動能力が低下している現状において、遊び

方が分からない親子に遊びと学びを育む手伝いをすることを目的とし、プレーリーダ

ーを公園に配置します。 

  水とみどりの課 

12 区議会に対する理解促進 

 〇区議会ホームページにて小中学生向けに、事例やクイズ、よくある質問（Q＆A）など、

親しみやすい内容で議会における取り組みみ等を紹介します。 

〇中学生がＳＤＧｓの視点を通じて、「江戸川区の未来」にむけて自分には「何ができ

るか」を考える機会を創出することを目的に、江戸川区ＳＤＧｓ中学生議会を開催し

ます。 

〇主権者教育の推進並びに開かれた議会を目指すため、未来を担う子どもたちが区議会

を知り、関心を持てるようにする機会として議場見学を実施します。 

  区議会事務局 

13 ジュニア訪問員 

 ○中学生ボランティアが高齢者宅やくすのきクラブを訪問し、世代間の交流を図りま

す。 

  福祉推進課 

14 ファミリーシェアファーム 

 ○本格的な農業体験ができるファーマーズクラブ東葛西内に子育て世帯優先利用枠を

設け、農業に触れる機会の提供や農を通じた子どもたちの健全な心身の成長等を図り

ます。 

  産業振興課 

15 子ども会への支援 

 ○多様な年齢の子ども同士や、家族以外のたくさんの大人とふれあう中で、社会性・自

主性・コミュニケーション能力などを育てる「子ども会」の活動を支援します。 

○活動に役立つ情報提供やＰＲを強化することで、地域力の基盤となる子ども会を活性

化します。 

  健全育成課 
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５-１-２ 学校を通じた様々な学び 

子どもにとって学校は単に学ぶだけの場でなく、安全に安心して過ごしながら他

者と関わりながら育つ居場所のひとつです。心身共に成長が著しく、大人になるた

めの大切な時期である就学後の子どもの人間形成を支え、心身の自立を促す取り組

みとして、学校を教科の学習のみならず、創造力や好奇心、自尊心、思いやりなどの

社会情動的スキルを育む場として捉え、様々な学びの機会を提供します。 
 

1 EDOGAWA STUDY SQUARE～誰一人取り残さない学習支援事業～ 

 ○「EDOGAWA STUDY SQUARE～誰一人取り残さない学習支援事業」を推進し、すべての児

童・生徒の学習保障に向けた事業を展開しています。 

○学習に不安を抱える子どもたちを対象にした民間委託による放課後学習教室「EDO ス

ク」を実施し、基礎的・基本的な学力の定着や学習習慣の確立を図ります。 

○学ぶ意欲はあるが、家庭の事情などにより塾等に通っていない中学３年生を対象に、

学習支援「EDO 塾」を開講し、将来の夢の実現に向けた学習支援を行っています。 

○共育プラザ７館において、学ぶ意欲のある中学生に、学校や家庭以外で落ち着いて学

習に取り組める場「EDO 学舎」を提供します。分からない問題等には、講師がサポー

トする体制を整えています。 

○やむを得ず登校できない子どもたちの居場所・学びの場である学校サポート教室に児

童・生徒の基礎的・基本的な学力の定着と学習習慣の確立、そして、学ぶ楽しさを味

わえる民間委託による学習支援「EDO サポ」を開講しています。 

  教育指導課／教育研究所 

2 就学後の食育及び健康の推進 

 ○家庭での食育力の低下が懸念され、子どもの頃から食への興味関心を高めるための支

援が必要なことから、食育推進連絡会及び食育推進会議委員と連携した食育の推進を

行います。 

○小中学校では、家庭科教諭・養護教諭・学校栄養職員等の専門性を活かし、各教科に

おける食に関わる指導や、学校給食を通じて食育を推進します。 

○希望によりすべての学校の児童・生徒が参加できる「えどがわく家庭料理検定」を実

施します。 

○小中学校における健康診断を通じて疾病の予防を図るとともに、歯科医師による歯磨

き指導や給食後の歯磨き、フッ化物洗口等の口腔ケアにより、学齢期の児童生徒の健

康づくりを推進します。 

  健康サービス課／学務課 

3 チャレンジ・ザ・ドリーム 

 ○中学２年生が５日間の職場体験をする事業です。職場体験を通して、コミュニケーシ

ョン能力、社会性、道徳性を身につけ、望ましい勤労観・職業観を持たせるよう全校

で取り組みを続けています。 

○引き続き、区民への周知、不登校生徒の参加率の向上、報告会実施の周知などに取り

組みます。 

  教育指導課 
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4 「２１００年の江戸川区（共生社会ビジョン）」の理念浸透のための取り組み 

 ○小・中学生の学校用タブレットに「2100 年の江戸川区（共生社会ビジョン）」を配信

しています。 

○ビジョンの理念やその実現のための行動について広めるため、小・中学校、高等学校、

大学で出前授業を行っています。 

  企画課 

5 子どもの自殺防止対策 

 ○「江戸川区いのち支える自殺対策計画」に沿い、子どもが自殺対策に関する必要な支

援を受けられるよう取り組みます。 

○区内全公立小学校５年生及び区内全公立中学校１年生を対象に「SOS の出し方教室」

を実施しています。 

○区内全公立学校へのスクールカウンセラーの配置及びスクールソーシャルワーカー

の中学校拠点として小学校への巡回支援を行い、子ども及び家庭への支援の強化を行

っています。 

○区内全公立小学校５学年生徒を対象に御守り型リーフレットの配布を行っています。 

〇引き続き教材や媒体のブラッシュアップと、講座を実施する専門職の人員拡充に努め

ます。 

  保健予防課／教育研究所 

6 性教育の推進 

 〇性教育について学習指導要領に基づいた指導を行うとともに都教育委員会が作成し

た手引きを活用しつつ、性教育の推進を図ります。また、人権教育や道徳教育、生活

指導など様々な視点からも推進できるようにします。 

○支援機関と連携した性教育の推進に向けた協議を進めていきます。 

  保健予防課／教育指導課 

7 体力向上に向けた取り組み 

 〇体育及び保健体育科を専門教科とする教員で構成された体力向上委員会を設置し、各

学校における児童・生徒の体力向上に向けた取り組みを推進します。 

〇小学校で全校共通での縄跳びの取り組みを実施するなど、子どもたち一人一人が目標

をもち、自らの力を伸びしていくことができるようにしていきます。 

  教育指導課 

8 SNS ルールづくり等による情報リテラシーの推進 

 〇区教育委員会が作成した「えどタブルール」や各学校が作成した「ＳＮＳ学校ルール」、

各家庭で決めた「ＳＮＳ家庭ルール」等のＳＮＳルールを基に、子どもたちの情報リ

テラシー育成に向けて取り組みます。 

○「えどタブルール」や「ＳＮＳ学校ルール」を学校説明会や個人面談、学校便り、ホ

ームページ等で紹介するとともに、各学校で『「ＳＮＳ家庭ルール」強化週間』を設

定し、学校と家庭が連携して取り組みを進めます。 

  教育指導課 

  



 

89 

9 読書を通じた学びの推進 

 〇区独自の読書科における探究的な学習を通して、生涯にわたって主体的に学び続けて

いくための資質・能力を育成します。 

  教育指導課 

10 科学教育センター運営事業 

 〇江戸川区内の小・中学校に科学教育センターを設置し、科学の観察、実験などを行う

ことにより、児童生徒の科学的思考や問題解決能力の向上を図っています。 

  教育指導課 
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第２節 すべての子どもの幸せな成長 

５-２-１ 生まれもった個性や環境によらず健やかに成長できる支援 

全ての子どもは人種や性別、障害・病気の有無、家庭の状況などにかかわらず一人

の人間として大切にされるかけがえのない存在です。 

子どもたちが誰もが平等に一人ひとりが尊重されながら幸せに育っていけるよう

必要な支援を受けられる体制をつくります。 

 

1 外国にルーツを持つ子どもへの配慮、支援 

 ○国籍に関わらず、外国籍、外国にルーツを持つ家庭増えており、日本語によるコミュ

ニケーションが取りにくいこと、文化や習慣が異なること等から、保護者が子育てに

困難や不安、負担感を抱きやすいことが考えられます。 

○保育園の送迎時など、様々な機会と場所を通じ、外国にルーツを持つ子どもやその家

庭の状況等を把握するとともに、必要に応じて関係機関と連携するなどの支援を図り

ます。 

○外国にルーツを持つ子どもが就学の機会を逸することのないよう、就学状況を把握

し、未就学の子どもには多言語化による就学案内等を通じて、就学の促進を図ります。 

○日本語能力が不十分な子どもに対し、日本語学級において、日本語の習得を図ります。

また、学校の要請に応じて日本語指導員を派遣し、子どもの学校への適応を促進しま

す。 

  保育課／学務課／教育指導課 

2 性的指向・性自認に係る児童への支援 

 ○性の多様性に対する理解を深め、子どもたちが個々の違いや多様性を認めあえるよう

「江戸川区男女共同参画推進計画」に沿い、人権教育を通じた啓発活動に努めます。 

〇子育て世代や若年層に向けた啓発方法を工夫し、より広い世代での啓発を図ります。 

○学校の多様性に対する理解を深め、中学校の標準服だけでなく、様々な場面で選択の

幅を広げるだけでなく、柔軟な対応ができるように推進していきます。 

  人権・男女共同参画推進センター／教育指導課／教育研究所 

3 特別支援教育の充実・推進 

 ○特別支援学級は、知的障害学級（固定学級）や、弱視学級（通級指導学級）等、障害

の程度や種別に応じた施設・設備の充実を図ります。 

○通常の学級に在籍する発達障害児対象の特別支援教室がすべての区立小中学校に設

置されており、在籍学級の担任と巡回指導教員と連携した指導を行います。 

〇令和２年度より開始した全区立小中学校における巡回指導において、発達障害を含む

障害のある子どもへの学校における対応を強化し、一人ひとりの教育的ニーズに応じ

たきめ細かな指導や支援を行います。 

〇教員の発達障害の理解や支援方法の工夫、特別支援教室専門員の活用、就学相談の充

実、エンカレッジルームの有効活用などを推進します。 

○学びのユニバーサルデザインを推進し、すべての子どもたちが自分に合った学びを選

択し、学習の定着を図っていけるようにします。 

  学務課／教育研究所 
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4 重症心身障害児（者）への対応 

 ○訪問看護ステーションなどの看護師が自宅に出向き、医療的ケアなどを一定時間代替

することにより、家族等の負担軽減を図ります。（在宅レスパイト事業） 

○重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を

確保します。 

  障害者福祉課 

5 ユースサポート事業 

 ○共育プラザ７館で不登校等の児童の居場所として、臨床心理士等の専門の職員を配置

し、不登校等児童支援事業「ユースサポート事業」を実施し、支援します。 

  健全育成課 

6 学習サポート教室 

 ○学校サポート教室では、やむを得ず学校に通うことができない不登校・不登校傾向に

ある子どもたちに対して、基礎学力の定着やコミュニケーションスキルの育成を図る

中で、自己決定する力(自尊心）を高め、自らの進路を主体的に捉えていけるように支

援します。 

〇自身の学習課題を把握し、主体的に学習に取り組んでいけるような支援や、相談員に 

よる個別相談を行っています。 

  教育研究所 

7 いじめ防止対策 

 ○いじめについて、いじめ防止対策推進法のいじめの定義に基づき、いじめを正しく認

知するとともに、早期対応及び解決に向けて学校の取り組みを推進する必要があるこ

とから、校内での相談体制の充実を図ります。 

○引き続き、いじめ防止対策推進法の理解促進及び校内体制等の整備を行い、人材を最

大限活用した相談体制の構築を進めます。 

○いじめ重大事態発生時への対応・支援強化を図るべく、体制整備を進めていきます。 

  教育研究所 

8 子どもの非行防止 

 ○子どもの非行に対する早期対応を図るため、学校・警察等、関係機関の連絡会を充実

するなど、情報連携体制の強化を図ります。 

○非行の大きな要因の一つに虐待があることも考えられるため、児童相談所による虐待

防止との連携を図ります。 

  教育指導課／教育研究所 
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9 子どもの自殺防止対策【再掲】 

 ○「江戸川区いのち支える自殺対策計画」に沿い、子どもが自殺対策に関する必要な支

援を受けられるよう取り組みます。 

○区内全公立小学校５年生及び区内全公立中学校１年生を対象に「SOS の出し方教室」

を実施しています。 

○区内全公立学校へのスクールカウンセラーの配置及びスクールソーシャルワーカー

の中学校拠点として小学校への巡回支援を行い、子ども及び家庭への支援の強化を行

っています。 

○区内全公立小学校５学年生徒を対象に御守り型リーフレットの配布を行っています。 

〇引き続き教材や媒体のブラッシュアップと、講座を実施する専門職の人員拡充に努め

ます。 

  保健予防課／教育研究所 

10 ヤングケアラー支援事業 

 〇ヤングケアラーが気軽に相談でき、同様の境遇にある子ども同士や経験者との交流を

通じて、精神的な負担軽減につながる場所及び機会の提供を行う団体に対し、その活

動に要する費用の一部を補助します。 

〇ヤングケアラーを発見・把握した場合に、家庭の状況に応じ適切なサービスにつなげ

られるよう、関係機関、支援者団体等と連携して相談・支援、適切な機関へのつなぎ

ができるよう、ヤングケアラー・コーディネーターを配置します。 

○中学１年生を対象にした、ヤングケアラーの理解啓発とアンケート及び面談を行い、

早期発見・支援につなげていきます。さらには、スクールカウンセラー及びスクール

ソーシャルワーカーによる子ども及び家庭への支援の強化を行っています。 

  相談課／教育研究所 

11 教育研究所の教育相談（いじめ・不登校・発達障害など）の充実 

 ○いじめや不登校、発達などの悩みに専門的に対応できるよう、関係機関との連携を強

め、教育研究所の教育相談機能を充実させていきます。また、教職員相談や学校要請

訪問など専門性を持つ人材を派遣することで学校を支援します。 

○相談内容は多様化、複雑化しており、相談件数も増えていることから、関係機関との

連携を強め、教育相談機能を充実させます。 

○スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーによる子ども及び家庭への

支援の強化を行っています。 

○やむを得ず学校に通うことができない不登校・不登校傾向にある子どもたちをサポー

トする人材の配置を進めていきます。 

  教育研究所 

12 えどがわ子どもの権利ほっとライン 

 ○子どもの権利条例に基づき、子どもの権利擁護委員が子どもたちからの様々な悩み事

や困りごとの相談を直接受け付けます。 

○子どもの権利擁護委員は子どもからの思いを受け止めて、関係団体との調整など様々

な対応を行います。 

  子育て支援課 
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第６章 18歳以降の若者に対する支援 

 
 

6-1 若者が活躍できる社会 

 6-1-1 不安のない生活のための若者や家族への支援 

6-2 希望するライフプランの実現 

 6-2-1 結婚への支援、結婚に伴う新生活への支援 
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第１節 若者が活躍できる社会 

６-１-１ 不安のない生活のための若者や家族への支援 

子どもから大人になる青年期は、進学や就職、結婚といった様々なライフイベント

が重なる時期でもあります。それぞれのライフイベントの場面で、自分の価値観や

生き方に基づいた道を選ぶことができ、その希望が尊重され実現できるための支援

を行うとともに、悩みや不安を抱えている場合は家族も含めた相談支援の充実に取

り組みます。 

 

1 若者きずな塾 

 〇就職への不安や悩みを抱える若者に対し、参加者同士の交流やワークショップ等を通

じてコミュニケーションスキルや自信を身につけ、「一歩踏み出す」きっかけづくり

を支援します。 

  地域振興課 

2 みんなの就労センターへの支援事業 

 ○就労意欲のある人が個々の能力に応じて、その能力を最大限に発揮できる就労の場を

確保・提供するみんなの就労センターを支援することにより、就労の促進、生活感の

充実、福祉の増進を図ります。 

  福祉推進課 

3 就労カウンセリング 

 ○就職を希望する 16 歳以上の方を対象に、相談員が各種（自己理解から目標の明確化、

情報収集の仕方、応募書類の書き方、面接対策など）支援します。 

  地域振興課 

4 就労ステップアップセミナー 

 ○就職を目指しているが、コミュニケーションに自信がなく一歩踏み出せない方に向け

て、自信を持って就職に踏み出すためセミナーや相談員によるカウンセリングを実施

し、就職活動を支援します。 

  地域振興課 
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5 ひきこもり支援推進事業 

 ○ひきこもり状態にある人やその家族等に寄り添い、つながり続けるための相談支援や

同じ悩みを抱える家族同士が交流と情報交換ができる地域家族会等の支援を行いま

す。 

〇地域向け講演会や当事者・家族向け対話交流会を開催し、ひきこもり状態にある人へ

の正しい理解等を周知・啓発していきます。 

〇ひきこもり状態にある人やその家族等が多様な交流をするメタバース居場所や、ひき

こもり状態にある人が安心して過ごせる居場所と就労体験ができる駄菓子屋居場所 

よりみち屋を運営します。 

  生活援護管理課 

6 『なごみの家』の整備 

 ○誰もが住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らし続けることができるよう、地域共

生社会構築の拠点として「なごみの家」を区内９か所に設置し、子どもから高齢者ま

で誰もが集える交流の場としています。区民の協力を得ながら、「居場所・通いの場」

「なんでも相談」「地域のネットワークづくり」の機能を果たしています。 

○地域の協力を得ながら、各地域のなごみの家を拠点に「地域で子どもを育てる」事業

を展開します。 

  福祉推進課 

7 ヤングケアラー支援事業【再掲】 

 〇ヤングケアラーが気軽に相談でき、同様の境遇にある子ども同士や経験者との交流を

通じて、精神的な負担軽減につながる場所及び機会の提供を行う団体に対し、その活

動に要する費用の一部を補助します。 

〇ヤングケアラーを発見・把握した場合に、家庭の状況に応じ適切なサービスにつなげ

られるよう、関係機関、支援者団体等と連携して相談・支援、適切な機関へのつなぎ

ができるよう、ヤングケアラー・コーディネーターを配置します。 

  相談課 

8 がん患者アピアランスケア支援事業 

 ○外見の変化を伴うがん治療を受けている方の療養生活の質の向上を図り、社会生活を

支援するため、ウィッグ等の購入費用の一部を助成します。 

  健康推進課 
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第２節 希望するライフプランの支援 

６-２-１ 結婚への支援、結婚に伴う新生活への支援 

本区の婚姻数はこの 20年あまりで大きく減少しています。一方で、区のアンケー

トでは若者の６割が結婚に好意的な印象を持っている中、経済的事情や出会いの機

会がない等により、希望が叶えられない方もいます。その希望を叶えるため、婚活・

出会いの支援等を行っていきます。 

 

1 出会いイベント 

 〇結婚を望む区民の出会いを支援するため、婚活イベントを行います。 

  経営支援課 

2 結婚パスポート 

 〇結婚した夫婦への祝意を表すとともに、区の魅力発信・定住促進につなげて少子化対

策の一助とすることを目的に、区内在住の婚姻後１年以内の夫婦を対象に、区内公共

施設等の優遇利用を受けることができる「結婚パスポート」及び「優遇利用券」を交

付します。 

  経営支援課 

3 マッチングアプリ利用支援 

 〇結婚を望む区民の出会いを支援するため、マッチングアプリの活用方法を学べるセミ

ナーの開催やガイドブックの配布などを行い、マッチングアプリの利用を支援しま

す。 

  経営支援課 

4 結婚応援ホームページ「TOKYO ふたり STORY」の周知 

 ○東京都の結婚支援ポータルサイト「TOKYO ふたり STORY」では、婚活イベントの案内、

婚活サポートコラム、婚活診断といったコンテンツや、婚活に関する WEB 相談窓口な

どを掲載しています。 

〇区のホームページなどで、その活用の周知を行っていきます。 

  ― 

5 新婚世帯等への住まいの支援に関する周知と活用 

 〇東京都では、結婚を希望しながらも、住居費などに不安を抱える方々が、安心して新

たな生活に踏み出せるよう、交通利便性の高い都営住宅や公社住宅を優先的に提供し

ています。 

〇都の支援事業について区民の活用が図られるよう、区内の若者に事業周知、利用勧奨

を行っていきます。 

  ― 
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第７章 困難な状況にある子どもや家庭への支援 

 

 

7-1 様々な課題やニーズへの対応 

 7-1-1 ひとり親家庭への支援・子どもの貧困対策 

 7-1-2 障害児支援・医療的ケア児等への支援 

7-2 子育てに係る負担の軽減 

 7-2-1 経済的支援 
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第１節 様々な課題やニーズへの対応 

７-１-１ ひとり親家庭への支援・子どもの貧困対策 

相対的な貧困率が高いひとり親家庭や、病気・障害・低所得等による生活困窮家庭

等は、子育てや生計を維持していく中で様々なストレスを抱えています。こうした

家庭に対して、子育てと仕事の両立、就労支援、住宅支援などニーズに即した支援に

取り組みます。また、家庭の事情により生活の基本となる食事や学習機会、子どもの

将来の希望が失われることがないよう適切に支援を行います。 

 

1 児童扶養手当 

 〇離婚・死亡などにより父親又は母親と生計が別の児童もしくは父親又は母親に重度の

障害がある児童を養育している方に、生活の安定と自立を促進するために手当を支給

します。 

  児童家庭課 

2 児童育成手当 

 〇離婚・死亡などにより父親又は母親と生計が別の児童もしくは父親又は母親に重度の

障害がある児童を養育している方に、児童の福祉の増進を図るために手当を支給しま

す。 

  児童家庭課 

3 ひとり親家庭に対する貸付金 

 ○災害・疾病等により緊急に資金を必要とし、他から資金を借りることが困難な母子世

帯へ母子福祉生活一時資金を貸付します。 

○就学支度、修学、技能習得、転宅などの用途に対して東京都母子及び父子貸付金を貸

付します。 

  人権・男女共同参画推進センター 

4 ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業 

 ○ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学し、就職に有利な資

格の取得を目指すひとり親家庭の親に対し、高等職業訓練促進資金を貸し付け、修学

を容易にすることにより、資格取得を促進します。 

〇母子・父子自立支援プログラムの策定を受け、自立に向けて意欲的に取り組むひとり

親家庭の親に対し、住宅支援資金を貸し付け、ひとり親家庭の親の自立の促進を図り

ます。 

  社会福祉協議会 

5 ひとり親家庭等医療費助成 

 ○ひとり親家庭等に対して医療費の一部を助成することにより、ひとり親家庭等の健康

を維持し、福祉の増進を図ります。 

  児童家庭課 
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6 ひとり親資格取得のための助成 

 ○国が指定した職業能力開発のための講座を受講する場合に、ひとり親家庭自立支援教

育訓練給付金を支給します。 

○看護師や介護福祉士、保育士、調理師などの国家資格等を取得するために、６か月以

上の養成機関に修学している場合、生活費としてひとり親家庭高等職業訓練促進給付

金を支給します。 

  人権・男女共同共同参画推進センター 

7 ひとり親家庭ホームヘルプサービス 

 ○義務教育終了前の児童を扶養しているひとり親家庭で、傷病や就職活動等により日常

生活を営むのに著しく支障が生じた時、ホームヘルパー利用の援助券を発行します。 

〇所得により一部負担金があります。 

  人権・男女共同共同参画推進センター 

8 ひとり親家庭相談支援（就労支援・住宅支援） 

 ○ひとり親相談室すずらんにおいて、生活に関する内容から就業支援までワンストップ

で支援します。 

〇ひとり親家庭に対し、専門的な職業能力開発に資する自立支援給付金事業を実施する

ことにより、安定した就業の実現と経済的自立の促進を図ります。 

  人権・男女共同共同参画推進センター 

9 母子生活支援施設の運営充実 

 〇母子家庭で住居、生活、子育てなどの悩みを抱えた方が子どもと一緒に入所して、支

援を受けられる施設です。 

〇安心して自立を目指せる環境を提供します。 

  児童家庭課 

10 養育費確保支援事業 

 〇養育費の取り決めにかかった費用を区が補助します。 

〇引き続き事業の周知啓発を行います。 

  人権・男女共同参画推進センター 

11 生活福祉資金貸付 

 ○低所得世帯や障害者世帯、高齢者世帯に無利子または低利で福祉資金・教育支援資金、

緊急小口資金等の貸付を行います。 

〇失業等により生計の維持が困難となった世帯に対し、世帯の自立を支援することを目

的として、生活再建までの取り組みへの支援と生活費等の貸付を行う総合支援資金が

あります。 

  社会福祉協議会 
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12 受験生チャレンジ支援貸付事業 

 ○一定所得以下の世帯の子どもへの支援を目的として、学習塾などの費用や、高校・大

学などの受験費用について貸付けを行います。 

  社会福祉協議会 

13 生活保護受給世帯向け進学支援 

 ○生活保護受給世帯に対し、中学・高校生の塾代や大学受験料の助成を行います。 

  生活援護課 

14 生活困窮者自立支援制度の学習支援 

 ○おおむね 18 歳までの、不登校や高校進学の動機付けが必要な生徒や新たに高校進学

を目指す生徒に、専門的な支援員による家庭訪問や面接相談及び学習支援を行いま

す。 

  生活援護課 

15 就学援助制度 

 ○経済的事由により就学困難な児童・生徒に、就学援助費として学用品等の費用を援助

します。 

  学務課 

16 ＥＤＯ塾の開講 

 ○家庭の事情などで学習塾に通うことが難しい成績中・上位層の中学３年生を対象にし

た無料塾を開講し、家庭の環境に左右されることなく全ての生徒の学ぶ機会を提供し

ます。 

  教育研究所 

17 食の支援（食事支援事業） 

 ○食の支援事業として、支援が必要な家庭で地域ボランティアが食事を手づくりする食

事支援ボランティア派遣事業「おうち食堂」、江戸川仕出し弁当組合の協力により家

庭にお弁当を届ける子ども配食サービス支援事業「KODOMO ごはん便」を実施していま

す。食事を家庭に直接届けることで、子どもの健康を増進し、健やかな成長を支援す

ることを目的とします。 

○ボランティアの確保とさらなるスキルアップに努めます。事業実施により把握した家

庭が抱える課題を整理して必要な支援につないでいきます。 

  相談課 
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７-１-２ 障害児支援・医療的ケア児等への支援 

障害のある子どもの成長に応じて切れ目のない支援を行い、地域社会への参加・包

容（インクルージョン）を推進するため、早期に医療機関につなげ障害の発見に努め

るとともに、相談体制や福祉サービス等の充実を図ります。 

また、一人ひとりの特性や障害の程度に応じて必要な療育が必要な時に受けられ

る体制づくりや、障害のある子どもを育てる家族への支援を進めていきます。 

 

1 障害児支援の総合的展開 

 ○障害のある子どもたちが、地域で家族と共に健やかに成長するために、障害児及びそ

の家族に対して、乳幼児期から一貫した効果的な支援を身近な場所で提供する体制を

構築します。成長に応じた切れ目のない支援を提供できるよう、関係機関の連携・協

力体制の強化により、障害児支援体制の基盤整備を図るとともに、障害の程度や種別

で特に不足している事業所の開設を推進していきます。 

○「江戸川区障害児福祉計画」に沿い、各取り組みを進めます。 

  障害者福祉課 

2 発達相談・支援センターの運営、相談事業の充実 

 ○支援を必要とする子どもやその家族への相談、療育を行うとともに、保育所等訪問支

援事業を行う福祉型児童発達支援センター機能と発達障害相談センター機能を有す

る発達相談・支援センターを運営します。 

○関係機関と連携を図り、一人ひとりの特性に合わせた支援を推進します。また、講座

や講演会等を通じた保護者・支援者への情報提供や適切な支援に関する提案、保育園・

幼稚園、小・中学校などの関係機関との連絡調整・情報共有を行うコーディネーター

機能や巡回支援などにより、支援力の向上を図ります。 

  障害者福祉課 

3 育成室の運営 

 ○遊びと生活の場を通じ、日常生活における基本的な動作及び知識技能の習得並びに集

団生活への適応のための支援を行うことにより、人間形成の最も重要な幼児期にある

児童の情緒の発達を促し、身辺自立機能の向上及び社会性の発達を図ります。 

○障害のある子どもや発達に遅れがある子どもの地域社会への参加・包容(インクルー

ジョン）を推進する後方支援としての専門的役割を果たすため、関係機関等とのさら

なる連携体制の構築と強化を行います。 

〇職員の専門性と支援の質の向上に努め、虐待防止等の支援も含めて、障害のある子ど

もを育てている家族が地域で安心して生活できるようより丁寧な支援を図ります。 

  保育課 
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4 特別支援教育の充実・推進【再掲】 

 ○特別支援学級は、知的障害学級（固定学級）や、弱視学級（通級指導学級）等、障害

の程度や種別に応じた施設・設備の充実を図ります。 

○通常の学級に在籍する発達障害児対象の特別支援教室がすべての区立小中学校に設

置されており、在籍学級の担任と巡回指導教員と連携した指導を行います。 

〇令和２年度より開始した全区立小中学校における巡回指導において、発達障害を含む

障害のある子どもへの学校における対応を強化し、一人ひとりの教育的ニーズに応じ

たきめ細かな指導や支援を行います。 

〇教員の発達障害の理解や支援方法の工夫、特別支援教室専門員の活用、就学相談の充

実、エンカレッジルームの有効活用などを推進します。 

○学びのユニバーサルデザインを推進し、すべての子どもたちが自分に合った学びを選

択し、学習の定着を図っていけるようにします。 

  学務課／教育指導課 

5 医療的ケア児への対応 

 ○集団保育が可能な医療的ケア児を保育できるように、医療機関と連携し、保育園に看

護師を配置するなど体制構築を検討します。 

○学齢期の医療的ケア児については、特別支援学校との連携を踏まえて、適切に対応し

ていきます。 

○医療的ケア児やその家族が地域で安心して生活できるよう、活用できるサービスの調

整や関係機関との連絡調整を行います。 

○実際に支援を行っている関係部署と連携し、保健、医療、障害福祉、保育、教育等関

係機関の協議の場の設置を検討します。 

〇医療的ケア児の健康の保持や、その家族の負担軽減のため、区と委託契約をした病院

が、医療的ケア児をお預かりします 

  障害者福祉課／子育て支援課／保育課／健康サービス課／学務課 

6 障害児スポーツの振興 

 ○障害児の社会参加促進、スポーツの魅力を伝えるため、障害児（者）が定期的・継続

的にスポーツを実施することができる「パラスポーツクラブえどがわ」のプログラム

充実と利用者拡大を一層推進していきます。 

○障害児のスポーツ参加を促進するため、教育委員会、特別支援学校と連携することで、

障害児が運動を始めるきっかけとなる事業を実施し、定期的な運動プログラムである

「パラスポーツクラブえどがわ」の参加につなげる仕組みづくりを行います。 

  スポーツ振興課 

7 障害児等の保護者支援の充実 

 ○発達相談・支援センターにおいて、講座や講演会等を通じた保護者への情報提供等を

行います。 

  障害者福祉課 
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8 重症心身障害児（者）への対応【再掲】 

 ○訪問看護ステーションなどの看護師が自宅に出向き、医療的ケアなどを一定時間代替

することにより、家族等の負担軽減を図ります。（在宅レスパイト事業） 

○重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を

確保します。 

  障害者福祉課 

9 障害児・者向けの手当の支給 

 ○心身障害者福祉手当や重度心身障害者手当など、それぞれの状況や目的に応じた手当

の支給を行います。 

  障害者福祉課 

10 就学相談 

 ○障害のある児童・生徒の就学に係る相談体制の充実を図り、個に応じた適切な就学が

できるよう、医師や教育関係職員等の専門家による総合的かつ慎重な判断と助言を行

います。 

  学務課 

11 若年がん患者在宅療養支援事業 

 ○がんに罹患した４０歳未満の方が、住み慣れた環境で安心して療養生活を送ることが

できるように、在宅介護サービス、福祉用具貸与等の在宅療養にかかる費用の一部を

助成します。 

〇希望する方には、居宅介護支援を実施します。 

  健康推進課 

12 発達障害支援関係者の連携の推進 

 ○保育園・幼稚園、小・中学校などの関係機関との連絡調整・情報共有を行うコーディ

ネーター機能や巡回支援などにより支援力の向上を図ります。 

  障害者福祉課 
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第２節 子育てに係る負担の軽減 

７-２-１ 経済的支援 

区が子育て世帯に実施したアンケートでは、子育てに「お金がかかり過ぎること」

が大変との回答が多くありました。不安なく子育てができるよう子育て世帯に対し、

保護者の就労状況や健康状態に関わらず日々の生活を安定させ、各種手当の支給や

医療費の助成など経済的支援を行います。様々な経済的な支援により子育てにかか

る経済的負担の軽減を図ります。 

 

1 乳児養育手当 

 〇０歳児を養育している保護者に所得制限なしで本区独自の乳児養育手当を支給しま

す。 

  児童家庭課 

2 児童手当 

 〇高校生年代までの児童を養育している保護者に所得制限なしで児童手当を支給しま 

す。 

  児童家庭課 

3 子ども医療費助成 

 〇子どもの健やかな育成と子育て世代の経済的な負担を軽減するため、所得制限なし、

自己負担なしで高校生年代までの児童の医療費を助成します。 

  児童家庭課 

4 保育園の給食費の無償化・幼稚園に対する給食費補助 

 ○区立保育園における給食を無償で提供するとともに、私立保育園・幼稚園に対して給

食提供にかかる費用を補助することにより、保護者負担の軽減を図ります。 

  子育て支援課／保育課 

5 私立幼稚園等の保護者負担軽減 

 ○国による幼児教育・保育の無償化の水準は本区の実態に見合わないため、保育料につ

いては本区独自に無償化限度額を引き上げ、入園料の補助についても事業を継続しま

す。 

○国の無償化制度対象外である幼稚園類似施設についても、東京都の補助制度を活用し

た保育料の補助、及び区独自の入園料補助を継続します。 

  子育て支援課 

6 認証保育所保育料負担軽減 

 ○幼児教育・保育の無償化の範囲に含まれない、課税世帯で保育の必要性がある０～２

歳児の保護者に対する補助事業を継続します。また、低所得世帯の０～５歳児の保護

者に対する補助事業を継続します。 

  子育て支援課 
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7 認可外保育施設保育料負担軽減 

 ○保育の必要性がある児童の保護者が、どの保育施設を選択しても同程度の補助が受け

られるようにするため、認可外保育施設に通う場合の保育料を補助します。 

  子育て支援課 

8 給食費無償化事業 

 〇区立小中学校の給食費保護者負担額を全額区が補助することに加え、区立幼稚園では

弁当による給食を開始し、その費用を区が補助しています。 

○特別支援学校に通う児童・生徒の保護者に対しては、独自補助を行っている都立学校

を除き、区立小中学校の給食費相当額を補助しています。 

  学務課 

9 子育ておむつ定期便【再掲】 

 ○０歳児を養育する家庭を対象に、見守り配達員が定期的に訪問し、見守り支援を行い

ます。 

〇訪問時、お会いできた際におむつ等のベビー用品を渡します。 

  健康サービス課 

10 ファーストバースデーサポート・２nd バースデーサポート事業【再掲】 

 ○公的な健診機会の少ない 1 歳・２歳を迎える子どもを養育している家庭を対象にアン

ケートを実施し、回答のあった家庭に「ギフトカード」を配付します。 

〇アンケートでの家庭状況の把握を図り、必要に応じて適切な支援につなげていきま

す。 

  健康サービス課 
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第８章 子どもの命・安全を守る取り組み 

 

 

8-1 良好な成育環境の確保 

 8-1-1 児童虐待防止と早期の対応 

 8-1-2 社会的養育体制の推進と家庭復帰後の支援 

8-2 安全・安心なまち 

 8-2-1 防犯防災に向けたまちづくり 
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第１節 良好な成育環境の確保 

８-１-１ 児童虐待防止と早期の対応 

本区においては子どもの基本的な権利を守るための児童相談所を令和２年に開設

しました。基礎的自治体の特性を活かし、母子保健、育児支援、経済支援など様々な

サービスを総合的に運用し、地域力を活用することで児童虐待の発生予防に取り組

み、子どもたちが虐待という権利の侵害にあうことなく、安心して育っていける体

制づくりを進めます。 

 

1 児童相談所の運営 

 ○従来の子ども家庭支援センターの機能を統合している児童相談所において、児童虐待

防止対策として、引き続き相談・対応体制の確立と関係機関との連携強化を図ります。 

○児童相談所は、子どもに関する様々な相談（養育・虐待・障害・非行・不登校など）

に対して、第一義的かつ専門的に受け止め、適切な支援につなげていきます。 

○急増する虐待相談対応等の課題を解決し、切れ目のない児童福祉行政を行います。 

○母子保健、育児支援、経済支援など様々な支援サービスを有する基礎的自治体の特性

を活かし、子ども・子育て家庭に対する総合的・専門的な支援を行います。 

  相談課／援助課 

2 母子保健施策を通じた虐待予防 

 ○母子保健施策が児童虐待の発生予防・早期発見に資するものであることに留意し、「妊

婦健康診査」「乳幼児健康診査」などの機会を通じて児童虐待の発生予防と早期発見

に努めます。 

  健康サービス課 

3 育児ストレス相談 

 ○日々の子育てに悩んでいる保護者や家族の相談に対して、専門医・相談員が個別に対

応します。 

  健康サービス課 

4 こども家庭センターの運営 

 ○子ども家庭支援センター機能と母子保健分野が一体的な支援を行うために、児童相談

所内にこども家庭センターを設置し、母子保健連携係に統括支援員を配置します。母

子保健と児童相談所の緊密な連携により、虐待の早期発見・未然防止を図ります。 

  相談課 

5 配偶者暴力相談支援センター 

 ○配偶者からの暴力を防止し、被害者の自立支援と保護を行うにあたり、被害者が直面

する様々な悩みや不安などの相談に対応します。また、被害者に対する適切な支援と

保護のため、関係機関との連携強化と相談支援体制の充実を図ります。 

○すぐに一時保護することができない場合、児童相談所や婦人相談員等、その他関係機

関との連携を図りながら、相談者への継続的な支援の確保を図ります。 

  人権・男女共同参画推進センター 
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6 児童相談所と配偶者暴力相談支援センター等との連携強化 

 ○配偶者暴力のある家庭では、同時に子どもへの直接的な暴力（身体的虐待）や心理的

虐待（面前ＤＶ）が行われている場合があり、ＤＶ被害者は加害者への恐怖心などか

ら子どもへの虐待を制止することが困難な場合があります。 

〇子どもへの虐待の早期発見・対応とＤＶ被害者の保護のために、ＤＶ相談の専門職員

の配置、緊急受理会議の出席、家族対応、配偶者暴力相談支援センター等のＤＶ対策

部署との連絡調整等を行っています。 

  人権・男女共同参画推進センター／援助課 

7 デートＤＶ予防出張講座 

 〇デートＤＶ（交際相手からの暴力）防止と相談窓口周知のため、学校や地域団体など

を対象に、交際相手とのよりよい関係を築いていくためのコミュニケーションについ

て出張講座を実施します。 

  人権・男女共同参画推進センター 

8 子どもショートステイの充実 

 ○育児負担が高い家庭に対し子どもショートステイ事業の利用を働きかけることで、虐

待を防止し、養育の支援を図ります。 

〇利用上限日数の撤廃や利用料金の見直しを図った結果、利用が増加しています。 

○虐待予防や再発防止の観点からもショートステイ協力家庭の拡大、要支援ショートの

実施など一層の充実を図ります。 

  相談課 

9 居所不明児童の調査 

 ○乳幼児健診の受診がない、保育園や学校等の登園（校）が確認できない、医療機関の

受診履歴がないなど、生活実態が明らかになっていない子どもについて、家庭訪問等

により安全確認を行います。 

  相談課／健康サービス課 
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８-１-２ 社会的養育体制の推進と家庭復帰後の支援 

社会的養護を必要とする全ての子どもが適切に保護されるとともに、心身共に健

やかに養育されるよう、養育環境の改善や親子関係再構築、家庭復帰の支援等に取

り組みます。 

 

1 一時保護所の運営 

 ○一時保護の期間が長期化している現状を踏まえ、教育委員会と連携し、児童の在籍校

から学習指導状況や教材等の提供を受けるほか、必要に応じて、在籍校の担任による

面会、在籍校への通学の適否検討を行うなど、一時保護所内における公教育の充実を

図ります。 

○意見表明等支援員（アドボケイト）が定期的に一時保護所を訪問し、子どもの意見表

明を支援することにより、子どもの権利擁護を推進します。 

  一時保護課／教育指導課 

2 乳児院、児童養護施設等の運営支援 

 ○令和３年４月の児童養護施設開設により、区内に乳児院、児童養護施設各１か所ずつ、

令和５年に自立援助ホームが２か所開設し、区内に代替養育が必要な児童が生活する

施設は計４か所あります。 

〇代替養育が必要な児童が安心安全に生活できる場となるよう、児童養護施設等の運営

面等の相談を含む後方支援を行っていきます。 

  援助課 

3 里親支援事業 

 ○児児童養護施設等で暮らしている子どもたちを、家庭的環境で育てる「里親（養育家

庭）」制度について、普及啓発を始めとして、里親登録、里親支援、養子縁組に関す

る相談支援等を総合的に実施し、里親委託の一層の推進を図ります。 

○ショートステイの受入先としても里親の協力を得て、里親の養育力や里親委託率の向

上につなげていきます。 

○パーマネンシー保障の観点から、永続的に安定した養育環境となる特別養子縁組につ

いて、相談支援等の推進を図ります。 

  援助課 

4 社会的養護からの自立へ向けての取り組み 

 ○社会的養護経験者等の相談を受け、相互交流の場や必要な情報の提供を行い、将来の

自立に向けた支援に取り組みます。 

  援助課 
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5 子どもの就学や退所後の就労支援 

 ○児童養護施設等の退所児童等の就学や就労に関して、関係機関と連携し適切な支援を

行います。 

  援助課 

6 親子関係再構築に向けた取り組み 

 ○親子関係再構築に向け、ペアレントトレーニング等による保護者支援プログラムを実

施し、子どもと保護者の関係修復や再構築に向けて支援します。 

  援助課 
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第２節 安全・安心なまち 

８-２-１ 防犯防災に向けたまちづくり 

子どもたちが犯罪・事故の被害にあうことなく、災害発生時にあっても安心・安全

に生活が続けられるよう、地域ぐるみでの防犯防災体制づくりを進めます。 

 

1 安全・安心まちづくり運動の展開 

 〇町会・自治会・商店会など各団体による防犯活動実施を条件に、街頭防犯カメラ設置

に必要な支援を進め、防犯パトロール団体数の拡充を図ります。 

  地域防災課 

2 再犯防止の取り組み 

 ○本区の目指す「誰もが安心して自分らしく暮らせるまち」実現のため、再犯の防止等

の推進に関する法律（再犯防止推進法）」に基づき令和５年に策定された「江戸川区

再犯防止推進計画」により犯罪の予防や再犯を防止することで、犯罪の減少と安全・

安心なまちづくりを進めます。 

  総務課 

3 安全・安心パトロール 

 ○委託業者による、青色回転灯を装着した専用パトロールカー（青パト）での区内警備

を実施しています。繁華街や住宅街のほか、学校・公園・駐車場などをきめ細かく巡

回し、犯罪の防止に努めるとともに、下校時の子どもの安全を見守ります。 

〇区が保有する公用自転車や庁用自動車による安全・安心パトロールも行い、さらに安

全・安心な江戸川区をつくることを目指します。 

  地域防災課 

4 学校や通学路での安全対策の実施 

 ○不審者情報メールの配信や新小学１年生への防犯ブザーの配布、各校への防犯カメラ

の設置等により、学校や通学路の安全対策を図ります。 

  学務課・教育研究所 

5 えどがわ〝花いっぱい運動〝と地域の「ながら見守り」活動の推進 

 ○環境をよくする運動の一環として町ぐるみで花を育て、花を増やして町を彩るととも

に、屋外での花の手入れを行う人の目を増やして、犯罪を抑止していきます。 

  環境課／えどがわ環境財団 
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第９章 子ども・若者、子育て当事者に 
やさしい社会づくり 

 

 

9-1 子どもや若者の最善の利益 

 9-1-1 子どもの権利・意見の尊重 

9-2 子育てにやさしい社会・環境 

 9-2-1 子育てしやすい生活環境の整備 

 9-2-2 地域全体で支える子どもの育ち 

 9-2-3 共働き・共育て家庭への支援 

 9-2-4 子ども・若者、子育て当事者に関わる人材の確保・育成・支援 

 
 
  



 

113 

第１節 子どもや若者の最善の利益の実現 

９-１-１ 子どもの権利・意見の尊重 

「子どもの権利条例」をもつまちとして、区民全体に子どもの権利保障の意識が浸

透するよう努めるとともに、権利の主体である子どもの意見を尊重する仕組みづく

りを進めます。 

 

1 子どもの権利条例の普及啓発 

 ○令和３年７月に定められた「江戸川区子どもの権利条例」の内容を広く区民に周知し、

子どもの最善の利益が優先される地域社会づくりを目指します。 

○子どもの権利擁護委員が小・中学校を訪問し、子どもの権利や条例に関する出前授業

を実施することにより、子どもの権利についての理解醸成を図ります。 

  子育て支援課 

2 子どもの権利擁護のための体制整備 

 ○子どもの意見形成・表明の支援や権利が侵害された場合の救済のため、第三者性を有

する子どもの権利擁護委員や児童福祉審議会の子どもの権利擁護部会、意見表明等支

援員（アドボケイト）の活用等により、子どもの権利擁護のための体制を充実させて

いきます。 

  子育て支援課 

3 えどがわ子どもの権利ほっとライン【再掲】 

 ○子どもの権利条例に基づき、子どもの権利擁護委員が子どもたちからの様々な悩み事

や困りごとの相談を直接受け付けます。 

○子どもの権利擁護委員は子どもからの思いを受け止めて、関係団体との調整など様々

な対応を行います。 

  子育て支援課 

4 子どもの権利を基礎とした社会的養育の推進 

 ○子どもの最善の利益の観点から、家庭からの分離が必要になった場合にも、その後の

一時保護から代替養育まですべての段階において、個々の子どものニーズに応じた養

育（ケア）がなされ、同時並行的に永続的解決を目指したソーシャルワークに取り組

みます。 

  援助課 

5 意見表明等支援事業 

 ○児童相談所から独立した立場の意見表明等支援員（アドボケイト）が、児童相談所や

施設、里親宅等を訪問し、子どもの意見・意向を聴き、意見表明支援を行うことによ

り、子どもの意見・意向を適切に関係者等へ届けることで、子どもの権利擁護を図り

ます。 

  子育て支援課 
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6 学校と子育て関連部署との連携強化 

 ○発達障害や不登校児童生徒に関する他機関調整の学校窓口としてすべての区立小中

学校の特別支援教育コーディネーター、児童生徒の身近な相談相手となる養護教諭及

びスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーと児童相談所・母子保健関係

者との連携を強化します。 

〇入学や卒業時に関わりの情報等が途切れてしまうことのないよう、関連部署間の連携

を図ります。 

  障害者福祉課／相談課／健康サービス課／教育研究所 

7 子ども・若者の意見を聴く機会の推進 

 ○子どもにかかる取り組みを進める際に、当事者である子どもや若者の意見を聞く機会

を設けつつ施策を進めていくことに努めます。 

  全庁 
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第２節 子育てにやさしい社会・環境 

９-２-１ 子育てしやすい生活環境の整備 

子育て当事者や子ども自身の視点に立ち、暮らしに身近な施設・設備から生活イン

フラまで、子育てにやさしい環境づくりを進めていきます。 

 

1 子育てにやさしいバリアフリー設備の整備 

 ○子育てにやさしいバリアフリー設備の一例として、おむつ交換台、乳幼児のベッド、

授乳場所・室などの整備を進めています。 

○多くのコミュニティ会館や区民館、図書館のほか、共育プラザ、子ども未来館への設

置を行っています。 

  全庁 

2 子乗せ自転車駐輪スペース 

 ○未就学児を持つ保護者の通勤に際して、大型自転車である子乗せ自転車の駐輪スペー

スをできる限り確保し、子育てしやすい生活環境を提供します。 

  施設管理課 

3 子ども服交換会リサイクル 

 ○子ども服の交換会を実施し、古着の再利用またはリサイクル回収へつなげるととも

に、子育ての支援につなげます。 

○共育プラザにある子育てひろばでの子ども服のリサイクルの実施を検討します。 

  清掃課／子育て支援課 

4 暑熱対策としての遊び場確保（親水公園・じゃぶじゃぶ池等の整備） 

 ○子どもたちの体験学習や環境教育の場として貴重な資源として、親水公園やじゃぶじ

ゃぶ池等の整備を行います。 

  水とみどりの課 

5 魅力的な公園づくり 

 ○子どもから高齢者まで多世代が利用できる身近な公園づくりに取り組むと共に、大規

模公園では、みどりを楽しみながら、スポーツやバーベキュー、散策など、気軽に様々

なレクリエーションを体験できる施設の整備や環境の充実を図ります。 

○障害の有無に関わらず誰もが遊ぶことができるインクルーシブ公園や遊具の導入を

検討します。 

  水とみどりの課 

6 歩道における段差解消 

 ○車いすやベビーカーの利用が多い子育て世帯など誰もが安心して快適に通行できる

よう歩道における段差解消の整備を進めます。 

  計画調整課 
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９-２-２ 地域全体で支える子どもの育ち 

子どもの育ちや子育て家庭を支え、子どもたちの健やかな成長を見守るためには、

地域に根差した区民活動等による「気づき」や、共育・協働による「地域ぐるみ」の

支えあいが重要です。区民のボランタリーな活動や本区ならではの地域資源などに

より子どもと子育て家庭を地域全体で支援します。 

 

1 『なごみの家』の整備【再掲】 

 ○誰もが住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らし続けることができるよう、地域共

生社会構築の拠点として「なごみの家」を区内９か所に設置し、子どもから高齢者ま

で誰もが集える交流の場としています。区民の協力を得ながら、「居場所・通いの場」

「なんでも相談」「地域のネットワークづくり」の機能を果たしています。 

○地域の協力を得ながら、各地域のなごみの家を拠点に「地域で子どもを育てる」事業

を展開します。 

  福祉推進課 

2 食の支援（食事支援事業）【再掲】 

 ○食の支援事業として、支援が必要な家庭で地域ボランティアが食事を手づくりする食

事支援ボランティア派遣事業「おうち食堂」、江戸川区仕出弁当組合の協力により家

庭にお弁当を届ける子ども配食サービス事業「KODOMO ごはん便」を実施しています。

食事を家庭に直接届けることで、子どもの健康を増進し、健やかな成長を支援するこ

とを目的とします。 

○ボランティアの確保とさらなるスキルアップに努めます。事業実施により把握した家

庭が抱える課題を整理して必要な支援につないでいきます。 

  相談課 

3 地域力を活用した養育支援家庭の早期発見・支援 

 ○新生児訪問等により、支援が必要な家庭を早期に把握し、保健師等による家庭訪問や

個別相談などの支援を切れ目なく行っていきます。 

  健康サービス課 

4 子ども食堂 

 ○区内の町会・自治会や飲食店、ＮＰＯ法人等が独自に運営して、子どもたちに食事を

提供する取り組みです。親子でも子どもだけでも参加でき、高齢者も参加できる「子

ども食堂」もあるなど、地域の交流の拠点としての役割も果たしています。 

○子どもたちの「食」を支えるだけでなく、安心できる居場所にもなっています。ボラ

ンティアで運営に協力する区民も増えていて、地域で子どもを見守る機運を高めてい

ます。 

  社会福祉協議会 
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5 子どもと家庭のおとなりさんボランティア事業【再掲】 

 ○様々な支援が必要な子どもや家庭に対し、地域の人々が「おとなりさん」として、ぬ

くもりのある地域での関わりを持っていただく仕組み「おとなりさんボランティア」

を通じ、子育てひろば等での支援、家庭へ派遣しての支援を行います。 

〇担い手としてのボランティア養成講座を継続的に実施します。 

  相談課 

6 すくすくスクール事業【再掲】 

 ○すくすくスクールでは、学校・地域・保護者が連携し、多くのボランティアの協力の

もと、様々な体験やふれあいを通して子どもたちの豊かな心を育んでいます。 

〇学校長期休業中の学童クラブの開始時間の前倒しや昼食提供、学童クラブ開設時間の

延長、補食提供等に対応してきています。 

○区内小学校の全校に配置されており、放課後等における健全育成のための活動場所に

学童クラブの機能を包含させた事業であることから、国の「放課後児童対策パッケー

ジ」を踏まえたものとして引き続き充実を図ります。 

  教育推進課 

7 青少年のための社会環境づくり 

 ○家庭、学校、地域社会、健全育成団体等が連携し、青少年のための健全な社会環境づ

くりを進めます。 

  健全育成課 

8 民生委員・児童委員 

 ○民生委員・児童委員は、町会・自治会長からの推薦を受け、厚生労働大臣の委嘱を受

けたボランティアで、地域の子どもたちの見守りや相談支援を実施しています。 

  福祉推進課 

9 学校応援団 

 ○「子どもたちのために役立ちたい」という思いを持っている保護者や地域の方々が学

校を応援する取り組みです。 

〇地域・保護者・家庭が連携し、学校を取り囲む地域全体で子どもを見守り、育ててい

こうとする活動であり、活動の側面的支援及びボランティアの継続的な確保を図りま

す。 

  教育推進課 
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９-２-３ 共働き・共育て家庭への支援 

女性の社会進出などが進み共働き家庭が増加していますが、未だ家庭内の家事や

育児の負担に偏りが見られます。男女いずれかの保護者に集中することなく、互い

に協力しながら子育てをし、それを職場や地域も支援する等におり仕事と子育てが

両立できる社会づくりを進めます。 

 

1 長期育休支援制度【再掲】 

 ○２歳以降も引き続き育児休業を取得できるように環境整備をした区内事業所を、ワー

ク・ライフ・バランスの向上に積極的に取り組んでいる子育て先進企業として認定し、

代替従業員にかかる求人広告費及び賃金差額を補助します。  

  子育て支援課 

2 パパとパートナーの育児ゼミ【再掲】 

 ○妊婦の夫（パートナー）または０歳から２歳の父親を対象に、育児スキルを学ぶ講義

の受講やパパ友同士で子育てを語る育児ゼミを WEB で開催します。 

  健康サービス課 

3 ワーク・ライフ・バランスの推進を図る企業への支援 

 〇従業員が仕事と家庭生活を両立できる職場環境及び男女が共に働きやすい職場の実

現に取り組む区内中小企業者を支援するため、設備の導入費用に対して「経営向上資

金融資（区向上）」を用意し、利子補給を優遇します。 

  経営支援課 

4 ワーク・ライフ・バランスを促進する講座等の実施 

 ○男性は仕事、女性は家事・育児という性別役割分担意識を払しょくし、男女が共に

仕事と生活を両立できるように、講座等を実施します。 

  人権・男女共同参画推進センター 

 
※このほか、４―１―４「保育施設の整備・充実」に掲載した事業もこの項目に含みます。 

（掲載省略） 
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９-２-４ 子ども・若者、子育て当事者支援に関わる人材の確保・育成・支援 

より地域の実情に即した支えあいを実現するため、各地域で活躍する区民の活動、そ

れを担う人材の確保・育成、民生・児童委員や健全育成団体、ボランティアへの支援を

行います。 
 

1 保育士確保に向けた取り組み【再掲】 

 〇保育士確保に向けて、保育士就職フェアの実施など関係団体と連携した取り組みを進

めます。 

〇本区独自の処遇改善のほか、国や都の制度を活用しながら保育士の確保及び定着・育

成に向けた取り組みを進めていきます。 

  子育て支援課 

2 社会的資源の把握と活用 

 ○小・中学校を基盤とする「おやじの会」や、各地区町会関係者など、区民や任意団体

による子どものための活動の実態を把握し、活動の周知などの側面支援により社会的

資源の活用を図ります。 

  教育推進課 

3 江戸川総合人生大学を通じた地域人材の育成 

 ○「江戸川総合人生大学」は社会貢献を目指す人々を応援する大学で、各学部・学科の

卒業生の多くが、区内の地域づくり活動を行っています。 

○地域の子どもたちを支える卒業生の活動例として、「子育てささえあい学科」では、

未就学親子のイベント、学校での学習補助、読み聞かせ、子ども食堂など、「国際コ

ミュニティ学科」では日本文化の紹介、インド人学校の授業サポート、留学生へのサ

ポートなどがあり、引き続き、地域の子ども支援活動の創出を図ります。 

  文化課 

4 えどがわボランティアセンター 

 ○公益財団法人えどがわボランティアセンターは、区内でボランティア活動が活発に行

われることを目指し、ボランティアに関する相談や紹介（コーディネート）のほか、

フェスティバルやボランティア体験など普及・啓発活動、ボランティアのための各種

講座を開催しています。 

○ また、子育て支援をはじめ様々な分野で活動する団体には、交流の場や機会の提供

や活動費を一部助成するなど、活動の継続、充実のための支援を行っています。 

  えどがわボランティアセンター 
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5 ファミリーサポート事業の充実【再掲】 

 ○区民同士の支えあい活動であるファミリーサポート事業について、多様化する依頼内

容に対応していくため、協力会員の増強及びサブ・リーダーの発掘に努め、地域力を

活かした子育て支援としての充実を図ります。 

○外国人会員の増加などによる様々なニーズに対応できるよう、協力会員については幅

広い層からの確保を図ります。 

  相談課 

6 「えどがわっ子食堂ネットワーク」を通じた子ども食堂への支援 

 ○区内の子ども食堂で組織する「えどがわっ子食堂ネットワーク」があります。設置に

あたっての支援や、子ども食堂運営者とボランティア参加希望者、食材・資金援助希

望者をつなげるなどの活動を行っています。 

  社会福祉協議会 

7 子ども会への支援【再掲】 

 ○多様な年齢の子ども同士や、家族以外のたくさんの大人とふれあう中で、社会性・自

主性・コミュニケーション能力などを育てる「子ども会」の活動を支援します。 

○活動に役立つ情報提供やＰＲを強化することで、地域力の基盤となる子ども会を活性

化します。 

  健全育成課 

8 学校経営・教育活動等への地域人材等の活用 

 ○地域住民が積極的に学校支援活動に参加し、地域の資源・人材の活用により、学校を

支援することで、学校の教育活動をより効果的に推進します。また、地域住民と児童

生徒との異世代交流を通して、地域の教育力の向上を図ります。 

  教育推進課 

9 健全育成団体の支援、指導者の育成 

 ○青少年育成地区委員会、子ども会等の健全育成団体を支援するとともに、地域におけ 

る青少年指導者の育成を図ります。 

  健全育成課 

10 青少年委員への支援 

 ○区内の青少年を健全に育てるために、青少年の余暇指導、青少年団体の育成、青少年

指導者に対する援助、官公署及び青少年育成団体の行う青少年教育事業に対する協

力、その他青少年教育の振興に関することなどの実践活動を行う青少年委員を支援し

ます。 

  健全育成課 
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 第10章 子ども・子育て支援事業計画 

第１節 子ども・子育て支援に関わる制度等の改正 

１ 子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律 

子ども・子育て支援事業計画の根拠法である「子ども・子育て支援法」は、令和５

年 12 月に閣議決定されたこども未来戦略の「加速化プラン」に盛り込まれた施策を

着実に実行するため、令和６年 10月に施行されました2。 

▼ 子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律案の概要 

１．「加速化プラン」において実施する具体的な施策 

（１）ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化 

 ●児童手当について、支給期間を中学生までから高校生年代までとする、支給要件のうち所得制限を
撤廃する、第３子以降の児童に係る支給額を月額３万円とする、支払月を年３回から隔月（偶数月）

の年６回とする抜本的拡充を行う。 

●妊娠期の負担の軽減のため、妊婦のための支援給付を創設し、当該給付と妊婦等包括相談支援事

業とを効果的に組み合わせることで総合的な支援を行う。 

（２）全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充 

 ●妊婦のための支援給付とあわせて、妊婦等に対する相談支援事業（妊婦等包括相談支援事業）を創
設する。 

●保育所等に通っていない満３歳未満の子どもの通園のための給付（こども誰でも通園制度）を創設

する。 

●産後ケア事業を地域子ども・子育て支援事業に位置付け、国、都道府県、市町村の役割を明確化し、

計画的な提供体制の整備を行う。 

●教育・保育を提供する施設・事業者に経営情報等の報告を義務付ける（経営情報の継続的な見える

化）。 

●施設型給付費等支給費用の事業主拠出金の充当上限割合の引上げ、拠出金率の法定上限の引下

げを行う。 

●児童扶養手当の第３子以降の児童に係る加算額を第２子に係る加算額と同額に引き上げる。 

●ヤングケアラーを国・地方公共団体等による子ども・若者支援の対象として明記。 

●基準を満たさない認可外保育施設の無償化に関する時限的措置の期限到来に対する対応を行う。 

（３）共働き・共育ての推進 

 ●両親ともに育児休業を取得した場合に支給する出生後休業支援給付及び育児期に時短勤務を行っ
た場合に支給する育児時短就業給付を創設する。 

●自営業・フリーランス等の育児期間中の経済的な給付に相当する支援措置として、国民年金第１号被

保険者の育児期間に係る保険料の免除措置を創設する。 

 
  

 
2 事業により施行日の異なるものがある。 
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２．子ども・子育て支援特別会計(いわゆる「こども金庫」)の創設 

  こども・子育て政策の全体像と費用負担の見える化を進めるため、年金特別会計の子ども・子育

て支援勘定及び労働保険特別会計の雇用勘定（育児休業給付関係）を統合し、子ども・子育て支援

特別会計を創設する。 

３．子ども・子育て支援金制度の創設 

 ●国は必要な費用に充てるため、医療保険者から子ども・子育て支援納付金を徴収することとし、
額の算定方法、徴収の方法、社会保険診療報酬支払基金による徴収事務等を定める。 

●医療保険者が被保険者等から徴収する保険料に納付金の納付に要する費用（子ども・子育て支

援金）を含めることとし、医療保険制度の取扱いを踏まえた被保険者等への賦課・徴収の方法、

国民健康保険等における低所得者軽減措置等を定める。 

●歳出改革と賃上げによって実質的な社会保険負担軽減の効果を生じさせ、その範囲内で、令和

８（2026）年度から令和 10（2028）年度にかけて段階的に導入し、各年度の納付金総額を定め

る。 

●令和６（2024）～10（2028）年度までの各年度に限り、支援納付金対象費用の財源について、

子ども・子育て支援勘定の負担において、子ども・子育て支援特例公債を発行できること等と

する。 

 

２ 子ども・子育て支援法に基づく基本指針の改正 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針（以下「基本指針」）は、教育・保育の提

供体制の確保及び地域子ども・子育て支援事業の実施に関する基本的事項と子ども・

子育て支援事業計画の記載事項等を定めた、子ども・子育て支援事業計画策定のガ

イドラインといえるものです。 

▼ 基本指針の改正 

１．家庭支援事業（子育て世帯訪問支援事業等）の新設・拡充及び利用勧奨・措置に

関する事項の追加 

 基本指針に新設した事業の位置づけ等を行うとともに、市町村子ども・子育て支援事業計画におい

て、家庭支援事業の量の見込み（事業需要量）を設定する際には、利用勧奨・措置による提供も勘案の

上、設定すること等を規定。 

２．こども家庭センター及び地域子育て相談機関に関する事項の追加 

市町村子ども・子育て支援事業計画の任意記載事項として、こども家庭センターと地域子育て相談

機関の設置に努めることや、これら機関の連携を図ること等を規定。 

３．こどもの権利擁護に関する事項の追加 

都道府県子ども・子育て支援事業計画の基本的記載事項として、①児童相談所等が適切に意見聴

取等措置をとること、②都道府県が意見表明等の支援やこども権利擁護に向けた必要な環境の整備を

行うことについて規定。 

４．その他所要の改正 

基本指針に規定している計画の更新等を踏まえた所要の改正。 
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第２節 教育・保育提供区域の設定 

１ 本計画（第三期計画）における提供区域設定 

「教育（幼稚園・認定こども園など）」及び「地域子ども・子育て支援事業」につ

いては区内全域での柔軟な利用を想定して従来どおり区域全体で１つの提供区域と

します。「保育（保育園・認定こども園など）」にかかる区域については、第二期の「12

区域」を継承します。 

▼ 「保育（保育園・認定こども園など）」の提供区域設定 
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▼ 地域区分ごとの町丁目一覧 

番号 地 域 地 名（エリア範囲） 

1 
京成小岩駅・ 

江戸川駅圏内 
北小岩 

2 小岩駅圏内 
西小岩、東小岩、南小岩、東松本、鹿骨町、鹿骨 1 丁目・4～ 

6 丁目、上一色 2～3 丁目、興宮町、松本 2 丁目、北篠崎  

3 篠崎駅圏内 
鹿骨 2～3 丁目、篠崎町、上篠崎、西篠崎、東篠崎 1 丁目、 

東篠崎町、下篠崎町、谷河内  

4 瑞江駅圏内 
南篠崎町、春江町 1～3 丁目、東篠崎 2 丁目、瑞江、東瑞江、 

新堀、江戸川 1～2 丁目  

5 一之江駅圏内 
一之江、江戸川 3～6 丁目、春江町 4～5 丁目、 

西瑞江 3～5 丁目  

6 葛西駅圏内 東葛西、中葛西、南葛西 1～2 丁目  

7 西葛西駅圏内 西葛西、北葛西 2～4 丁目、清新町  

8 葛西臨海公園駅圏内 臨海町、南葛西 3～7 丁目  

9 船堀駅圏内 

船堀、松江 3～7 丁目、西一之江 3～4 丁目、 

東小松川 2～4 丁目、西小松川町、一之江町、二之江町、 

宇喜田町、北葛西 1 丁目・5 丁目  

10 新小岩駅圏内 
上一色１丁目、本一色、松本１丁目、中央、松島、大杉、  

西一之江 1～2 丁目、松江 1 丁目～2 丁目、東小松川 1 丁目 

11 平井駅圏内 平井、小松川 4 丁目  

12 東大島駅圏内 小松川 1～3 丁目  
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第３節 幼児期の教育・保育の量の見込みと確保の方策 

１ 「教育」の量の見込みと確保の方策 

事業の概要と量の見込み 

〇本区では１号認定は幼稚園・認定こども園で受け入れています。 

〇前計画期間中の利用実績と利用割合は減少傾向にあり、その推移を参考に、対象

年齢ごとの将来人口を勘案して見込みました。 

 
 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

認定区分 １号 １号 １号 １号 １号 

①量の見込み 5,124 4,780 4,549 4,265 4,031 

②確保の方策 6,615 5,926 5,926 5,926 5,926 

教育・ 

保育施設 
・私立幼稚園 

・認定こども園 

2,245 2,641 2,641 2,641 2,641 

その他 
・私立幼稚園 

・区立幼稚園 
4,370 3,285 3,285 3,285 3,285 

②-① 1,491 1,146 1,377 1,661 1,895 

（単位：人） 

確保の方策 

○需要に対する供給が足りていることから、今後も同様の受け入れ体制で対応し

ていきます。 
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２ 「保育」の量の見込みと確保の方策 

○区全域 

事業の概要と量の見込み 

〇区全域の２号３-５歳、及び３号0-2歳の保育は、前計画期間中、利用実績と利

用割合が増加傾向にありました。 

〇原則として直近で最大の利用割合を起点に、利用割合の増加を想定しています。

対象人口の減少に応じて量の見込みが減少している部分もあります。 
 

２号認定 

（3-5 歳保育） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 8,798 8,520 8,422 8,205 8,062 

②確保の方策 9,768 10,065 10,137 10,143 10,143 

 保育園・ 

認定こども園 
9,608 9,905 9,977 9,983 9,983 

 認証保育所 95 95 95 95 95 

 企業主導型保

育(地域枠） 
65 65 65 65 65 

②-① 970 1,545 1,715 1,938 2,081 

（単位：人） 
 

３号認定 

（0-2 歳） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 

①量の見込み 730 2,587 2,943 770 2,566 2,929 774 2,646 2,929 

②確保の方策 973 2,900 3,217 999 2,992 3,319 999 3,014 3,342 

 保育園・ 

認定こども園 
513 2,528 2,829 548 2,639 2,951 548 2,661 2,973 

 地域型 

保育事業 
75  139  139 69 123 123 69  123  123 

 保育ママ 240  - - 240 - - 240  - - 
 認証保育所 74  114  108 71 111 105 71  111  105 

 
企業主導型保

育(地域枠） 
71  119  141 71 119 140 71  119  141 

②-① 243 313 274 229 426 390 225 368 413 

３号認定 

（0-2 歳） 

令和 10 年度 令和 11 年度  

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳    

①量の見込み 779 2,736 3,021 784 2,829 3,122    

②確保の方策 999 3,014 3,342 999 3,014 3,342    

 保育園・ 

認定こども園 
548 2,661 2,973 548 2,661 2,973    

 地域型 

保育事業 
69  123  123 69 123 123    

 保育ママ 240  - - 240 - -    
 認証保育所 71  111  105 71 111 105    

 
企業主導型保

育(地域枠） 
71  119  141 71 119 141    

②-① 220 278 321 215 185 220    

                  （単位：人） 

確保の方策 

○区全域では計画期間内に待機児童は発生しない見込みです。社会情勢や地域ご

との申込状況等に応じて、計画期間内であっても適切に対応していきます。 
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（１）京成小岩駅・江戸川駅圏内 

 

２号認定 

（3-5 歳保育） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 352 340 337 328 322 

②確保の方策 378 401 411 411 411 

 保育園・ 

認定こども園 
378 401 411 411  411 

 認証保育所 0 0 0 0  0 

 企業主導型保

育(地域枠） 
0 0 0 0  0 

②-① 26 61 74 83 89 

（単位：人） 

 
３号認定 

（0-2 歳） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 

①量の見込み 30 105 113 32 104 112 32 108 112 

②確保の方策 32  101  112 38 111 123 38  111  123 

 保育園・ 

認定こども園 
21 97 111 27 107 122 27 107 122 

 地域型 

保育事業 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 保育ママ 6 - - 6 - - 6 - - 
 認証保育所 5 4 1 5 4 1 5 4 1 

 
企業主導型保

育(地域枠） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 

②-① 2 -4 -1 6 7 11 6 3 11 

３号認定 

（0-2 歳） 

令和 10 年度 令和 11 年度  

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳    

①量の見込み 32 111 116 32 115 120    

②確保の方策 38  111  123 38 111 123    

 保育園・ 

認定こども園 
27 107 122 27 107 122    

 地域型 

保育事業 
0 0 0 0 0 0    

 保育ママ 6 - - 6 - -    
 認証保育所 5 4 1 5 4 1    

 
企業主導型保

育(地域枠） 
0 0 0 0 0 0    

②-① 6 0 7 6 -4 3    

                  （単位：人） 
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（２）小岩駅圏内 

 

２号認定 

（3-5 歳保育） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 1,040 1,007 995 970 953 

②確保の方策 970 1,053 1,101 1,107 1,107 

 保育園・ 

認定こども園 
901 984 1032 1038  1038 

 認証保育所 57 57 57 57  57 

 企業主導型保

育(地域枠） 
12 12 12 12  12 

②-① -70 46 106 137 154 

（単位：人） 

 
３号認定 

（0-2 歳） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 

①量の見込み 86 311 333 90 309 332 91 318 332 

②確保の方策 133  296  329 139 323 361 139  335  373 

 保育園・ 

認定こども園 
60 239 277 69 269 312 69 281 324 

 地域型 

保育事業 
2 5 5 2 5 5 2 5 5 

 保育ママ 40 - - 40 - - 40 - - 
 認証保育所 27 42 39 24 39 36 24 39 36 

 
企業主導型保

育(地域枠） 
4 10 8 4 10 8 4 10 8 

②-① 47 -15 -4 49 14 29 48 17 41 

３号認定 

（0-2 歳） 

令和 10 年度 令和 11 年度  

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳    

①量の見込み 92 329 342 92 340 354    

②確保の方策 139  335  373 139 335 373    

 保育園・ 

認定こども園 
69 281 324 69 281 324    

 地域型 

保育事業 
2 5 5 2 5 5    

 保育ママ 40 - - 40 - -    
 認証保育所 24 39 36 24 39 36    

 
企業主導型保

育(地域枠） 
4 10 8 4 10 8    

②-① 47 6 31 47 -5 19    

                  （単位：人） 
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（３）篠崎駅圏内 

 

２号認定 

（3-5 歳保育） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 635 615 608 593 582 

②確保の方策 727 774 788 788 788 

 保育園・ 

認定こども園 
703 750 764 764  764 

 認証保育所 0 0 0 0  0 

 企業主導型保

育(地域枠） 
24 24 24 24  24 

②-① 92 159 180 195 206 

（単位：人） 

 
３号認定 

（0-2 歳） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 

①量の見込み 65 204 222 69 202 221 69 209 221 

②確保の方策 50  187  206 59 207 228 59  207  229 

 保育園・ 

認定こども園 
27 166 183 36 186 206 36 186 206 

 地域型 

保育事業 
8 15 15 8 15 15 8 15 15 

 保育ママ 12 - - 12 - - 12 - - 
 認証保育所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 
企業主導型保

育(地域枠） 
3 6 8 3 6 7 3 6 8 

②-① -15 -17 -16 -10 5 7 -10 -2 8 

３号認定 

（0-2 歳） 

令和 10 年度 令和 11 年度  

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳    

①量の見込み 70 216 228 70 223 236    

②確保の方策 59  207  229 59 207 229    

 保育園・ 

認定こども園 
36 186 206 36 186 206    

 地域型 

保育事業 
8 15 15 8 15 15    

 保育ママ 12 - - 12 - -    
 認証保育所 0 0 0 0 0 0    

 
企業主導型保

育(地域枠） 
3 6 8 3 6 8    

②-① -11 -9 1 -11 -16 -7    

                  （単位：人） 
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（４）瑞江駅圏内 

 

２号認定 

（3-5 歳保育） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 834 808 798 778 764 

②確保の方策 1,006 1,006 1,006 1,006 1,006 

 保育園・ 

認定こども園 
1006 1006 1006 1006  1006 

 認証保育所 0 0 0 0  0 

 企業主導型保

育(地域枠） 
0 0 0 0  0 

②-① 172 198 208 228 242 

（単位：人） 

 
３号認定 

（0-2 歳） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 

①量の見込み 77 249 293 81 247 291 82 255 291 

②確保の方策 133  308  348 133 308 348 133  318  358 

 保育園・ 

認定こども園 
67 254 293 67 254 293 67 264 303 

 地域型 

保育事業 
18 23 23 18 23 23 18 23 23 

 保育ママ 28 - - 28 - - 28 - - 
 認証保育所 3 11 12 3 11 12 3 11 12 

 
企業主導型保

育(地域枠） 
17 20 20 17 20 20 17 20 20 

②-① 56 59 55 52 61 57 51 63 67 

３号認定 

（0-2 歳） 

令和 10 年度 令和 11 年度  

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳    

①量の見込み 82 263 300 83 272 310    

②確保の方策 133  318  358 133 318 358    

 保育園・ 

認定こども園 
67 264 303 67 264 303    

 地域型 

保育事業 
18 23 23 18 23 23    

 保育ママ 28 - - 28 - -    
 認証保育所 3 11 12 3 11 12    

 
企業主導型保

育(地域枠） 
17 20 20 17 20 20    

②-① 51 55 58 50 46 48    

                  （単位：人） 
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（５）一之江駅圏内 

 

２号認定 

（3-5 歳保育） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 706 684 676 658 647 

②確保の方策 750 750 750 750 750 

 保育園・ 

認定こども園 
750 750 750 750  750 

 認証保育所 0 0 0 0  0 

 企業主導型保

育(地域枠） 
0 0 0 0  0 

②-① 44 66 74 92 103 

（単位：人） 

 
３号認定 

（0-2 歳） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 

①量の見込み 57 205 238 60 204 237 60 210 237 

②確保の方策 52  239  253 52 239 253 52  239  253 

 保育園・ 

認定こども園 
34 228 234 34 228 234 34 228 234 

 地域型 

保育事業 
3 8 8 3 8 8 3 8 8 

 保育ママ 12 - - 12 - - 12 - - 
 認証保育所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 
企業主導型保

育(地域枠） 
3 3 11 3 3 11 3 3 11 

②-① -5 34 15 -8 35 16 -8 29 16 

３号認定 

（0-2 歳） 

令和 10 年度 令和 11 年度  

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳    

①量の見込み 61 217 244 61 224 253    

②確保の方策 52  239  253 52 239 253    

 保育園・ 

認定こども園 
34 228 234 34 228 234    

 地域型 

保育事業 
3 8 8 3 8 8    

 保育ママ 12 - - 12 - -    
 認証保育所 0 0 0 0 0 0    

 
企業主導型保

育(地域枠） 
3 3 11 3 3 11    

②-① -9 22 9 -9 15 0    

                  （単位：人） 
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（６）葛西駅圏内 

 

２号認定 

（3-5 歳保育） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 1,206 1,168 1,155 1,125 1,105 

②確保の方策 1,329 1,352 1,352 1,352 1,352 

 保育園・ 

認定こども園 
1,289 1,312 1,312 1,312 1,312 

 認証保育所 18 18 18 18  18 

 企業主導型保

育(地域枠） 
22 22 22 22  22 

②-① 123 184 197 227 247 

（単位：人） 

 
３号認定 

（0-2 歳） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 

①量の見込み 118 391 404 124 388 402 125 400 402 

②確保の方策 168  411  439 174 421 450 174  421  450 

 保育園・ 

認定こども園 
107 335 368 113 345 379 113 345 379 

 地域型 

保育事業 
5 7 7 5 7 7 5 7 7 

 保育ママ 22 - - 22 - - 22 - - 
 認証保育所 24 32 27 24 32 27 24 32 27 

 
企業主導型保

育(地域枠） 
10 37 37 10 37 37 10 37 37 

②-① 50 20 35 50 33 48 49 21 48 

３号認定 

（0-2 歳） 

令和 10 年度 令和 11 年度  

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳    

①量の見込み 126 413 415 126 427 429    

②確保の方策 174  421  450 174 421 450    

 保育園・ 

認定こども園 
113 345 379 113 345 379    

 地域型 

保育事業 
5 7 7 5 7 7    

 保育ママ 22 - - 22 - -    
 認証保育所 24 32 27 24 32 27    

 
企業主導型保

育(地域枠） 
10 37 37 10 37 37    

②-① 48 8 35 48 -6 21    

                  （単位：人） 
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（７）西葛西駅圏内 

 

２号認定 

（3-5 歳保育） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 1,061 1,027 1,016 989 972 

②確保の方策 1,134 1,150 1,150 1,150 1,150 

 保育園・ 

認定こども園 
1,134 1,150 1,150 1,150 1,150 

 認証保育所 0 0 0 0  0 

 企業主導型保

育(地域枠） 
0 0 0 0  0 

②-① 73 123 134 161 178 

（単位：人） 

 
３号認定 

（0-2 歳） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 

①量の見込み 69 293 341 73 291 340 74 300 340 

②確保の方策 71  350  383 70 349 382 70  349  382 

 保育園・ 

認定こども園 
27 308 338 29 315 345 29 315 345 

 地域型 

保育事業 
6 16 16 3 8 8 3 8 8 

 保育ママ 16 - - 16 - - 16 - - 
 認証保育所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 
企業主導型保

育(地域枠） 
22 26 29 22 26 29 22 26 29 

②-① 2 57 42 -3 58 42 -4 49 42 

３号認定 

（0-2 歳） 

令和 10 年度 令和 11 年度  

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳    

①量の見込み 74 310 351 74 321 362    

②確保の方策 70  349  382 70 349 382    

 保育園・ 

認定こども園 
29 315 345 29 315 345    

 地域型 

保育事業 
3 8 8 3 8 8    

 保育ママ 16 - - 16 - -    
 認証保育所 0 0 0 0 0 0    

 
企業主導型保

育(地域枠） 
22 26 29 22 26 29    

②-① -4 39 31 -4 28 20    

                  （単位：人） 
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（８）葛西臨海公園駅圏内 

 

２号認定 

（3-5 歳保育） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 509 493 487 474 466 

②確保の方策 595 640 640 640 640 

 保育園・ 

認定こども園 
595 640 640 640  640 

 認証保育所 0 0 0 0  0 

 企業主導型保

育(地域枠） 
0 0 0 0  0 

②-① 86 147 153 166 174 

（単位：人） 

 
３号認定 

（0-2 歳） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 

①量の見込み 35 158 162 36 157 161 37 162 161 

②確保の方策 44  130  157 44 142 169 44  142  169 

 保育園・ 

認定こども園 
12 123 151 12 135 163 12 135 163 

 地域型 

保育事業 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 保育ママ 26 - - 26 - - 26 - - 
 認証保育所 6 7 6 6 7 6 6 7 6 

 
企業主導型保

育(地域枠） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 

②-① 9 -28 -5 8 -15 8 7 -20 8 

３号認定 

（0-2 歳） 

令和 10 年度 令和 11 年度  

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳    

①量の見込み 37 167 166 37 173 171    

②確保の方策 44  142  169 44 142 169    

 保育園・ 

認定こども園 
12 135 163 12 135 163    

 地域型 

保育事業 
0 0 0 0 0 0    

 保育ママ 26 - - 26 - -    
 認証保育所 6 7 6 6 7 6    

 
企業主導型保

育(地域枠） 
0 0 0 0 0 0    

②-① 7 -25 3 7 -31 -2    

                  （単位：人） 
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（９）船堀駅圏内 

 

２号認定 

（3-5 歳保育） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 993 961 950 926 910 

②確保の方策 1,036 1,060 1,060 1,060 1,060 

 保育園・ 

認定こども園 
1,036 1,060 1,060 1,060 1,060 

 認証保育所 0 0 0 0  0 

 企業主導型保

育(地域枠） 
0 0 0 0  0 

②-① 43 99 110 134 150 

（単位：人） 

 
３号認定 

（0-2 歳） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 

①量の見込み 79 250 338 84 248 337 84 256 337 

②確保の方策 151  313  363 151 315 366 151  315  366 

 保育園・ 

認定こども園 
91 277 318 94 287 329 94 287 329 

 地域型 

保育事業 
11 21 21 8 13 13 8 13 13 

 保育ママ 40 - - 40 - - 40 - - 
 認証保育所 6 12 12 6 12 12 6 12 12 

 
企業主導型保

育(地域枠） 
3 3 12 3 3 12 3 3 12 

②-① 72 63 25 67 67 29 67 59 29 

３号認定 

（0-2 歳） 

令和 10 年度 令和 11 年度  

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳    

①量の見込み 85 265 347 85 274 359    

②確保の方策 151  315  366 151 315 366    

 保育園・ 

認定こども園 
94 287 329 94 287 329    

 地域型 

保育事業 
8 13 13 8 13 13    

 保育ママ 40 - - 40 - -    
 認証保育所 6 12 12 6 12 12    

 
企業主導型保

育(地域枠） 
3 3 12 3 3 12    

②-① 66 50 19 66 41 7    

                  （単位：人） 
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（10）新小岩駅圏内 

 

２号認定 

（3-5 歳保育） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 813 787 778 758 745 

②確保の方策 1,042 1,042 1,042 1,042 1,042 

 保育園・ 

認定こども園 
1,022 1,022 1,022 1,022 1,022 

 認証保育所 20 20 20 20  20 

 企業主導型保

育(地域枠） 
0 0 0 0  0 

②-① 229 255 264 284 297 

（単位：人） 

 
３号認定 

（0-2 歳） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 

①量の見込み 65 235 277 68 233 276 68 240 276 

②確保の方策 89  307  350 89 307 350 89  307  350 

 保育園・ 

認定こども園 
40 267 303 40 267 303 40 267 303 

 地域型 

保育事業 
13 22 22 13 22 22 13 22 22 

 保育ママ 26 - - 26 - - 26 - - 
 認証保育所 3 6 11 3 6 11 3 6 11 

 
企業主導型保

育(地域枠） 
7 12 14 7 12 14 7 12 14 

②-① 24 72 73 21 74 74 21 67 74 

３号認定 

（0-2 歳） 

令和 10 年度 令和 11 年度  

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳    

①量の見込み 69 249 284 69 257 294    

②確保の方策 89  307  350 89 307 350    

 保育園・ 

認定こども園 
40 267 303 40 267 303    

 地域型 

保育事業 
13 22 22 13 22 22    

 保育ママ 26 - - 26 - -    
 認証保育所 3 6 11 3 6 11    

 
企業主導型保

育(地域枠） 
7 12 14 7 12 14    

②-① 20 58 66 20 50 56    

                  （単位：人） 
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（11）平井駅圏内 

 

２号認定 

（3-5 歳保育） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 477 462 457 445 437 

②確保の方策 577 577 577 577 577 

 保育園・ 

認定こども園 
570 570 570 570  570 

 認証保育所 0 0 0 0  0 

 企業主導型保

育(地域枠） 
7 7 7 7  7 

②-① 100 115 120 132 140 

（単位：人） 

 
３号認定 

（0-2 歳） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 

①量の見込み 37 139 161 39 138 160 39 142 160 

②確保の方策 43  183  197 43 183 197 43  183  197 

 保育園・ 

認定こども園 
27 167 181 27 167 181 27 167 181 

 地域型 

保育事業 
6 14 14 6 14 14 6 14 14 

 保育ママ 8 - - 8 - - 8 - - 
 認証保育所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 
企業主導型保

育(地域枠） 
2 2 2 2 2 2 2 2 2 

②-① 6 44 36 4 45 37 4 41 37 

３号認定 

（0-2 歳） 

令和 10 年度 令和 11 年度  

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳    

①量の見込み 39 147 165 39 152 171    

②確保の方策 43  183  197 43 183 197    

 保育園・ 

認定こども園 
27 167 181 27 167 181    

 地域型 

保育事業 
6 14 14 6 14 14    

 保育ママ 8 - - 8 - -    
 認証保育所 0 0 0 0 0 0    

 
企業主導型保

育(地域枠） 
2 2 2 2 2 2    

②-① 4 36 32 4 31 26    

                  （単位：人） 
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（12）東大島駅圏内 

 

２号認定 

（3-5 歳保育） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 173 167 165 161 158 

②確保の方策 224 260 260 260 260 

 保育園・ 

認定こども園 
224 260 260 260  260 

 認証保育所 0 0 0 0  0 

 企業主導型保

育(地域枠） 
0 0 0 0  0 

②-① 51 93 95 99 102 

（単位：人） 

 
３号認定 

（0-2 歳） 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳 

①量の見込み 13 46 60 13 46 60 14 47 60 

②確保の方策 7  75  80 7 87 92 7  87  92 

 保育園・ 

認定こども園 
0 67 72 0 79 84 0 79 84 

 地域型 

保育事業 
3 8 8 3 8 8 3 8 8 

 保育ママ 4 - - 4 - - 4 - - 
 認証保育所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 
企業主導型保

育(地域枠） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 

②-① -6 29 20 -6 41 32 -7 40 32 

３号認定 

（0-2 歳） 

令和 10 年度 令和 11 年度  

0 歳 1 歳 2 歳 0 歳 1 歳 2 歳    

①量の見込み 14 49 62 14 50 64    

②確保の方策 7  87  92 7 87 92    

 保育園・ 

認定こども園 
0 79 84 0 79 84    

 地域型 

保育事業 
3 8 8 3 8 8    

 保育ママ 4 - - 4 - -    
 認証保育所 0 0 0 0 0 0    

 
企業主導型保

育(地域枠） 
0 0 0 0 0 0    

②-① -7 38 30 -7 37 28    

                  （単位：人） 
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第４節 地域子ども・子育て支援事業 

１ 利用者支援事業 

事業の概要と量の見込み 

〇子ども又はその保護者に身近な窓口等でその相談に応じ、子育てや教育・保育の

利用に必要な情報の提供及び助言などを行うとともに、関係機関との連絡調整

を行う事業です。 

〇共育プラザ等の子育てひろばで実施する特定型、児童相談所に位置する子ども

家庭センターと健康サポートセンターの連携により実施するこども家庭センタ

ー型に分けて設定します。 

〇利用者支援事業のうち、妊婦等包括相談支援事業は、妊婦の見込数に一人当たり

の面接回数の実績を乗じて見込んでいます。 

 

特定型（共育プラザと船堀子育てひろば） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 8 8 8 8 8 

確保の方策 8 8 8 8 8 

（単位：か所） 

 

こども家庭センター型 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 1 1 1 1 1 

確保の方策 1 1 1 1 1 

（単位：か所） 
 

妊婦等包括相談支援事業 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 9,629 9,600 9,571 9,542 9,514 

確保の方策 9,629 9,600 9,571 9,542 9,514 

（単位：回／年延） 

 

確保の方策 

〇７か所の共育プラザの船堀子育てひろばで実施する「特定型」と、子ども家庭セ

ンターで行う「こども家庭センター型」での実施を継続します。 

〇妊婦等包括相談支援事業では、妊婦・その配偶者等に対して、面談等の実施によ

り、必要な情報提供や相談に応じるとともに、必要な支援につなげます。 
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２ 延長保育事業 

事業の概要と量の見込み 

〇保育園利用者を対象に、認可保育園、小規模保育事業等で通常の保育時間を超え

た預かり保育を行う事業です。 

〇認可保育園及び地域型保育利用者が利用する事業であるため、これまでの保育

利用者における延長保育事業利用実績と児童人口推計から見込みました。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 2,429 2,416 2,438 2,457 2,486 

確保の方策 2,429 2,416 2,438 2,457 2,486 

（単位：人／年延） 

確保の方策 

○認可保育園や小規模保育事業の新設の際には、延長保育事業の実施を働きかけ、

保護者の就労形態の多様化に対応します 

 

３ 地域子育て支援拠点事業（子育てひろば事業） 

事業の概要と量の見込み 

〇公共施設や保育園、共育プラザや健康サポートセンター等の地域の身近な場所

で、乳幼児のいる子育て中の親子の交流や育児相談、情報提供等を実施する事業

です。 

〇前計画期間中の利用実績と利用割合は増加傾向にあり、その推移を参考に、対象

年齢の将来人口を勘案して見込みました。 

 
 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 231,989 236,493 242,997 252,613 262,330 

確保の方策 231,989 236,493 242,997 252,613 262,330 

（実施か所数） 20 20 20 20 20 

(単位：人回／年延） 
 

確保の方策 

○区内20か所の子育てひろばを地域の子育て支援拠点として引き続き実施しま

す。 
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４ 一時預かり事業 

事業の概要と量の見込み 

〇幼稚園型は在園児を対象に、通常の教育時間を超えて保育するほか、夏休み等の

長期休業中に子どもを幼稚園で預かる事業です。 

〇幼稚園型は前計画期間中、コロナ禍にあった時期も含め利用割合は増加傾向で

推移してきました。利用割合は増加をする一方、子どもの数の減少に伴い利用者

数の総量は減少すると想定して見込みました。 

〇幼稚園型を除くものとして、認可保育園においても保護者のリフレッシュ目的

など不定期に子どもをお預かりしています。ファミリーサポート事業では、保育

園等の送迎など保護者の多様なニーズに対応しています。令和３年度からはベ

ビーシッターによる一時預かり事業を実施しています。 
〇幼稚園型を除くものは、前計画期間中はコロナ禍の影響により、一時的に減少し

ましたが、近年は増加傾向にあります。今後、コロナ禍前の利用割合に戻ってい

くと想定して見込みました。 

 

幼稚園型 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 

（1 号・２号） 
162,951 156,240 152,942 147,576 143,649 

確保の方策 

（幼稚園型） 
162,951 156,240 152,942 147,576 143,649 

（単位：人日／年延） 

 
幼稚園型を除く 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 5,375 5,749 6,184 6,593 7,015 

確保の方策 5,375 5,749 6,184 6,593 7,015 

（単位：人日／年延） 

確保の方策 

○今後も継続して事業を実施することに加え、未実施施設への働きかけを行うと

共に既存事業の利便性の向上等を図ります。 
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５ ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 

事業の概要と量の見込み 

〇子どもの預かり等の援助を受けることを希望する人（利用会員）と援助を行うこ

とを希望する人（協力会員）との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業で

す。 

〇コロナ禍を含む前計画期間中の利用実績と利用割合は減少傾向にあります。今

後は現在の利用割合を維持しつつ、対象となる年齢の将来予測人口を勘案して

見込みました。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 

（就学前児童） 
1,038 999 976 954 936 

量の見込み 

（就学後児童） 
297 291 283 276 268 

量の見込み 

（合計） 
1,335 1,290 1,259 1,230 1,204 

確保の方策 1,335 1,290 1,259 1,230 1,204 

（単位：人／年延） 

※送迎等を除く 

確保の方策 

○過去の利用実績数から、計画期間中も全数の供給が可能と考えられます。 

〇協力会員の安定的確保を図りつつ継続します。 

 

６ 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

事業の概要と量の見込み 

〇保護者の仕事等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難と

なった児童について、宿泊を伴う保育を行う事業です。 

〇直近の利用実績と利用割合は制度拡充等により増加傾向にあります。その推移

及び対象となる年齢の将来予測人口を勘案して見込みました。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 1,560 1,519 1,480 1,444 1,407 

確保の方策 1,560 1,519 1,480 1,444 1,407 

（単位：人日／年延） 

確保の方策 

○児童虐待の予防にも効果の見込める事業であり、引き続き、母子生活支援施設、

乳児院、協力家庭において実施していきます。 
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７ 病児保育事業 

事業の概要と量の見込み 

〇病気の治療・回復期にあり、まだ集団生活が困難な子どもについて、医療機関等

に付設された専用スペースにおいて、看護師等が一時的に保育等を行う事業で

す。生後6か月から小学校3年生までを対象に実施しています。 

〇前計画期間中の利用実績と利用割合は、コロナ禍で一時減少しましたがその後

は増加傾向にあります。需要の発生を予測しにくい事業ですが、これまでの推移

を参考に、過去最大の利用率を起点として利用割合の増加を設定し、対象年齢ご

との将来人口を勘案して見込みました。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 2,755 2,650 2,551 2,470 2,402 

確保の方策 2,755 2,650 2,551 2,470 2,402 

（実施か所数） 6 6 6 6 6 

（単位：人日／年延） 

確保の方策 

○引き続き、サービスの利便性(利用可能時間、日数、手続きなど)向上につながる

よう病児保育施設との協議や手法の検討を続けていきます。 
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８ 学童クラブ事業（放課後児童健全育成事業） 

事業の概要と量の見込み 

〇保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生を対象に、放課後や学校休業日

に遊びや学び、多くの人とのふれあいを通じて豊かな心を育む健全育成事業で

す。 

〇すくすくスクール事業として放課後子ども教室と学童クラブの一体的な運用を

実施しています。 

〇前計画期間中の利用実績と利用割合は、コロナ禍による影響で一時、利用が減り

ましたが、現在はコロナ禍以前よりも利用者数が増加傾向にあります。 

〇今後は直近の利用割合を起点に、利用割合の設定を上昇させながら対象学年ご

との将来人口を乗じて見込みました。 

 
 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 

１年生 1,991 1,991 1,894 1,968 1,980 

２年生 1,772 1,783 1,800 1,727 1,808 

３年生 1,278 1,332 1,335 1,344 1,285 

４年生 748 772 820 837 854 

５年生 314 343 356 379 388 

６年生 100 110 119 123 131 

合 計 6,203 6,331 6,324 6,378 6,446 

確保の方策 全員受け入れ 

（実施か所数） 全区立小学校 

（単位：人／年） 

確保の方策 

○全区立小学校での実施、希望者全員の受け入れ体制を維持します。 
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９ 妊婦健康診査 

事業の概要と量の見込み 

〇妊娠中の健康の保持及び増進を図るため、各健康サポートセンターで母子手帳

交付時に、都内の契約医療機関で利用できる妊婦健康診査票（14回）を交付し

ています。里帰りなどで都外の病院で受けた人には、償還払いの助成制度があり

ます。 

〇全数・14回の受診を目指すものであるため、対象人口（0歳児）の想定に14を乗

じた数を量の見込みとしています。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 59,024 58,506 58,170 57,820 57,498 

確保の方策 59,024 58,506 58,170 57,820 57,498 

実施体制 
各健康サポートセンターで申請 

都内の契約医療機関で実施 

（単位：人（延受診回数）／年） 

確保の方策 

○量の見込み算定の前提とした14回の受診に向けて、受診率の向上を図っていき

ます。 
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10 新生児訪問事業（乳児家庭全戸訪問事業等） 

事業の概要と量の見込み 

〇助産師や保健師等が訪問し、子育てについての相談、情報提供、助言その他の援

助を行う事業です。 

〇０歳児推計人口と現在の利用率を乗じた数字を見込んでいます。 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 4,157 4,121 4,097 4,073 4,050 

確保の方策 4,157 4,121 4,097 4,073 4,050 

（単位：人／年） 

確保の方策 

○４か月までの乳児の自宅を訪問し、育児上必要な事項についての助言を行う新

生児訪問を引き続き実施します。 

 

11 養育支援訪問事業 

事業の概要と量の見込み 

〇不適切な養育状況にある等、虐待のリスクを抱える家庭に対して、保健師等を派

遣し、専門的な相談支援を行い、養育状況の改善や養育力の向上を図る事業です。 

〇前計画期間中の需要発生は３～５件で年度により増減があります。直近の事業

実績を基に「13 子育て世帯訪問支援事業」に移行される事業内容も踏まえて

設定しています。 

 
 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 3 3 3 3 3 

確保の方策 3 3 3 3 3 

実施体制 

育児支援助言：ケースワーカーによる訪問 

養育支援ヘルパー：専門ヘルパーによる訪問（区内 10 事業所との協定による専門

研修を受けた上で訪問） 

（単位：件／年延） 

確保の方策 

○特に、出産直後等で育児ストレスにより安定した養育が行えない家庭へ支援を

実施します。 

〇これまで本事業で行われてきた育児・家事援助は、令和４年児童福祉法改正によ

り新設される「子育て世帯訪問支援事業」に移行することとなっています。 
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12 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

実施の方針 

○児童相談所を核として関連各部署、機関のネットワーク機能を強化し、要保護児

童を支援していきます。 

 

13 子育て世帯訪問支援事業 

事業の概要と量の見込み 

〇訪問支援員が、家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て家庭、ヤング

ケアラー等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不安や悩みに対応すると

ともに、家事・子育て等の支援を実施することで、家庭や養育環境を整え、虐待

リスク等を未然に防ぐ事業です。 

〇令和４年児童福祉法改正による新事業です。 

 
 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 15 15 15 15 15 

確保の方策 15 15 15 15 15 
（単位：世帯／年延） 

実施の方針 

○家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て家庭に訪問支援員が訪問し、

支援を実施します。 

 

14 児童育成支援拠点事業 

事業の概要と量の見込み 

〇養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児

童の居場所となる場を開設し、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談

支援、食事の提供等を行うとともに、児童及び家庭の状況をアセスメントし、関

係機関へのつなぎを行う等の支援を包括的に提供することにより、虐待を防止

し、子どもの最善の利益の保障と健全な育成を図る事業です。 

〇令和４年児童福祉法改正による新事業です。 

 
 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 36 38 39 41 43 

確保の方策 検討中 

（単位：人） 
 

実施の方針 

○児童相談所による対応状況も勘案し、今後の実施を検討します。 
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1５ 親子関係形成支援事業 

事業の概要と量の見込み 

〇児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対

し、講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達の状況

等に応じた情報の提供、相談及び助言を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱

える保護者同士が相互に悩みや不安を相談・共有し、情報の交換ができる場を設

ける等の必要な支援を行うことにより、親子間における適切な関係性の構築を

図る事業です。 

〇令和４年児童福祉法改正による新事業です。 

 
 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 198 198 198 198 198 

確保の方策 198 198 198 198 198 
（単位：延べ人／年） 
※親子関係形成事業含む 

実施の方針 

○個々の状況に応じた講座やプログラム等による支援を継続していきます。 

 

1６ 産後ケア事業 

事業の概要と量の見込み 

〇退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心し

て子育てができる支援体制の確保を行う産後ケア事業です。 

〇「宿泊型（宿泊による休養の機会の提供等）」、「デイサービス型」（個別・集団で

支援を行える施設において、日中、来所した利用者に対し実施）、「訪問型」（実

施担当者が利用者の自宅に赴き実施）があり、いずれも令和3年度から実施して

います。量の見込みは対象児童に現在の利用割合を乗じた値を見込んでいます。 

〇令和７年度から子ども・子育て支援交付金による地域支援事業に位置付けられ

ます。 

 
 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 

（宿泊型） 
460 456 454 451 448 

量の見込み 

(デイサービス型) 
218 216 215 214 212 

量の見込み 

（訪問型） 
374 371 369 367 365 

確保の方策 1,052 1,043 1,038 1,032 1,025 

（単位：人日／年延べ） 

実施の方針 

○引き続き同体制で実施します。 
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17 実費徴収に係る補足給付事業 

実施の方針 

○保護者の所得状況等を勘案して、保育施設等に対して保護者が支払う物品購入

費や行事参加費等を補助する制度です。本区では、私立幼稚園の給食提供にかか

る費用の一部を補助し、保護者負担の軽減を図ります。 

 

18 多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

実施の方針 

〇特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究や、その他

の多様な事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進

するための事業です。アドバイス等により新規事業者の参入を促すとともに、良

質な保育事業者の選定などに留意していきます。 

 

19 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）は、令和７年度は、「地域子ども・子育て支援事

業」に位置付けられ、令和８年度以降は、「乳児等のための支援給付」が新たに創設され、これに

位置付けられることとなります。 

事業の概要と量の見込み 

〇保育所等の施設において、０歳６か月から２歳児の子どもを月一定時間（1人あ

たり月10時間）まで預かる事業です。利用に保育の認定は必要ありません。 

〇各年度の利用対象者（０歳６か月～２歳）推計人口に対して一定の利用率を想定

して見込みました。 

 

 令和７年度 令和８年度※ 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 

（０歳児） 
103 101 100 99 97 

量の見込み 

（１歳児） 
113 101 92 84 76 

量の見込み 

（２歳児） 
97 84 71 61 52 

確保の方策 

（０歳児） 
－ 31 30 99 97 

確保の方策 

（１歳児） 
－ 31 28 84 76 

確保の方策 

（２歳児） 
－ 26 22 61 52 

（単位：人日／年延べ） 

※令和８年度以降は、新設される「乳児等のための支援給付」に位置付けられる 

確保の方策 

○令和８年度からの事業開始を予定しています。利用上限時間の経過措置等を考

慮しながら、保育所の新設に合わせた実施や既存施設への働きかけを行います。 
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第５節 その他の基本的な取り組み 

１ 教育・保育の一体的提供及び推進体制の確保 

1 世帯当たり人員の減少や、就学前児童の母親におけるフルタイム就労の増加、子

どもを預かってもらえる親族や友人・知人がいない家庭の存在など、子どもと子育

て家庭を取り巻く環境は変わってきています。 

幼児期の教育・保育に対するニーズは多様化しており、幼稚園やそれ以外での一時

的な預かりや、保育園や認定こども園による延長保育など、多様なニーズに対応で

きる体制の確保が求められるため、引き続き、幼稚園、保育園、認定こども園による

教育・保育の提供体制について、総合的な充実を図る必要があります。 

幼児期の教育・保育は、生涯の人格形成の基礎を培うために重要であり、各施設が

これまで培ってきた知識・技能をいかしながら、子ども一人ひとりの育ちを支援す

る質の高い教育・保育を一体的に提供していきます。 

また、幼稚園、保育園、認定こども園においては、幼稚園教育要領、保育所保育指

針等についての理解を深めるとともに、幼稚園、保育園、認定こども園等と小学校と

の連携を図っていきます。 

 

２ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保 

令和元年 10 月から開始された幼児教育・保育の無償化の実施にあたり、主に従来

型の幼稚園や認可外保育施設等の利用料を対象とした｢子育てのための施設等利用

給付｣が創設されました。 

子育てのための施設等利用給付の実施にあたっては、保護者の経済的負担の軽減

や利便性等を考慮しながら、支給方法について公正かつ適正な支給の確保に取り組

みます。 
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第11章 計画実現の体制づくり 

第１節 計画実現のための体制整備 

１ 計画の推進体制 

本計画は、江戸川区において、すべての子どもと若者たちが個性を尊重され、権利

を守られながら健やかに成長し、それぞれの望みにかなった将来を自ら実現してい

ける社会を、区民や関係団体等とともにつくっていくための計画です。 

対象が子ども、若者、子育て当事者、支援の担い手などと幅広く、子育て支援を基

本としながらも、教育・保育、保健、医療、福祉、まちづくりといった多岐にわたる

分野に関わる様々な分野の取り組みを総合的に進めていく必要があることから、庁

内においては関係各部署と綿密な連絡調整を図り、児童相談所等の関係機関とも連

携を密にしながら、横断的に取り組みを推進します。 

また、行政だけでなく、地域における様々な主体の関わりが重要であり、家庭をは

じめ、教育・保育施設、学校、地域活動団体や地域における支援の担い手、その他関

係機関・団体等に対し、積極的な情報開示と情報提供を行いながら区ぐるみの連携・

協働による計画の推進に取り組みます。 

 

２ 子どもや若者の意見聴取 

こども基本法においては、「全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応

じて、自己に直接関係する全ての事項に関して意見を表明する機会及び多様な社会

的活動に参画する機会が確保されること」、「全てのこどもについて、その年齢及び

発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮される

こと」が、こども施策の基本理念として掲げられています。 

本計画の推進にあたっては、施策の対象であるこどもや若者の意見を幅広く聴取

していく機会を継続的に設け、取り組みの実行や必要に応じた見直し等に反映させ

るよう進めていきます。 
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３ 計画の点検・評価と進行管理 

本計画は、区のホームページや広報誌等において、区の考えや取り組み内容を公表

していくことで、区民の理解と協力を得られるように努めます。計画の進捗状況の

管理・評価については、計画を立て（Plan）、実行・実施（Do）、その進捗状況を定期

的に把握し点検・評価したうえで（Check）、その後の取り組みを改善・見直しする

（Action）、一連のＰＤＣＡサイクルの構築に努めます。 

取り組みの進捗状況についての点検・評価は、本計画にて設定する指標により把握

し、取り組みを総合的・継続的に推進してその実効性を確保するため、進捗状況を適

宜庁内で点検するとともに、子ども・子育て応援会議等の意見を踏まえ、必要に応じ

た事業の見直しを行います。 

 

▼ 計画の点検・評価と進行管理における PDCA サイクルのイメージ 
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第２節 本計画の指標 

本計画の計画期間に、めざす姿にどれだけ近づけたかを評価するため、取り組みの

進捗状況について点検する指標を設定します。 

 

項 目 目標・指標 出典（時点） 

保育園の待機児童数 
現状 

0人 待機児童数調査（2024年） 

目標 
0人  

子どもに権利があることの 

認知度 

現状 
66.4％ 

区民基礎調査（2023年） 

（18歳未満の子ども調査） 

目標 
80％  

「自分のことが好きだ」 

と思う子どもの割合 

（自己肯定感の高さ） 

現状 
68.2％ 

区民基礎調査 

＜18歳未満の子ども調査＞ 

（2023年） 

目標 
増加させる  

（参考）国 
60.0％ 

こども家庭庁「こども・若者の 

意識と生活に関する調査」 

（2022年） 

「生活に満足している」 

と思う子どもの割合 

現状 
90.6％ 

区民基礎調査 

＜18歳未満の子ども調査＞ 

（2023年） 

目標 
増加させる 

 

（参考）国 
60.8％ 

ＯＥＣＤ「生徒の学習到達度 

調査(ＰＩＳＡ)」（2022年） 

「江戸川区で子育てしていき

たい」と思う保護者の割合 

現状 
85.9％ 

区民基礎調査 

＜未就学児の保護者＞ 

（2023年） 

目標 
増加させる  

江戸川区の子育て環境に対し

て満足している人の割合 

現状 
39.8％ 区民世論調査（2024年） 

目標 
増加させる  

 


